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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，防波壁（波返重力擁壁）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び

止水機能を有していることを確認するものである。 

防波壁（波返重力擁壁）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，構造部材の

健全性評価では，地震応答解析又は３次元構造解析に基づく施設・地盤の健全性評価，施

設の変形性評価を行う。基礎地盤の支持性能評価では，基礎地盤に発生した接地圧を確認

する。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

防波壁（波返重力擁壁）の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 防波壁（波返重力擁壁）の位置図 
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2.2 構造概要 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 及び図 2－4 に，

概略配筋図を図 2－5 に，止水目地の概念図及び配置位置図を図 2－6 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は，入力津波高さ（EL 11.9m）に対して余裕を考慮した天端

高さ（EL 15.0m）とする。 

防波壁（波返重力擁壁）は，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）等を介し

て堅固な地山の岩盤に支持され，鉄筋コンクリート造のケーソン及び重力擁壁から構成

されるケーソン設置部と，重力擁壁が岩盤に直接支持される岩盤直接支持部に分類され

る。 

構造体の境界部には，止水性を保持するための止水目地を重力擁壁の陸側に設置する。 

なお，構造概要図にグラウンドアンカを示しているが，その効果を期待せずに耐震評

価を行う。 
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図 2－2 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図 

岩盤

グラウンドアンカ＊

防波壁（波返重力擁壁）

埋戻土

消波ブロック

海

陸EL 15.0m

ケーソン設置部

岩盤直接支持部

岩盤

重力擁壁
（鉄筋コンクリート造）

埋戻土H形鋼

←海 陸→

EL 15.0m

注記＊：防波壁（波返重力擁壁）は，グラウンドアンカの効果を期待しない設計とする。

岩盤

埋戻土

←海 陸→
EL 15.0m

ＭＭＲ

▽H.W.L.
グラウンドアンカ＊

消波ブロック

ケーソン
重力擁壁（鉄筋コンクリート造）
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（単位：mm） 

図 2－3(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（ケーソン設置部） 

（単位：mm） 

図 2－3(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（ケーソン設置部） 

海 ← → 陸
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（単位：mm）     

 

図 2－4(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（岩盤直接支持部） 

 

（単位：mm）     

 

図 2－4(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（岩盤直接支持部）  

海 ← → 陸
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図 2－5(1) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（ケーソン設置部(1)） 

 

 

 

図 2－5(2) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（ケーソン設置部(2)）  

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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図 2－5(3) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（岩盤直接支持部） 

（単位：mm） 
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2.3 評価方針 

防波壁（波返重力擁壁）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の耐震評価は，地震応答解析及び３次元構造解析の結果に基

づき，設計基準対象施設として，表 2－3 に示すとおり，施設・地盤の健全性評価，基

礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を行う。 

施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を実施する

ことで，構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

施設・地盤の健全性評価については，施設・地盤ごとに定める照査項目（発生応力度，

すべり安全率）が許容限界を満足することを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤の接地圧が許容限界以下であることを

確認する。 

施設の変形性評価については，止水目地の変形量を算定し，有意な漏えいが生じない

ことを確認した許容限界を下回ることを確認する。 

防波壁(波返重力擁壁)の耐震評価フローを図 2－7 に示す。 
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表 2－1 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設

重力擁壁 
・止水目地及び漂流物対策工を

支持する。

・止水目地及び漂流物対策工を

支持するとともに，遮水性を

保持する。

止水目地 
・重力擁壁間の変形に追従す

る。

・重力擁壁間の変形に追従し，

遮水性を保持する。

ケ－ソン

・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。

・重力擁壁を支持する。

・重力擁壁及び漂流物対策工を

支持するとともに，遮水性を

保持する。

・重力擁壁を支持する。

Ｈ形鋼 ・重力擁壁を支持する。 ・重力擁壁を支持する。

漂流物対策工 ・役割に期待しない。

・漂流物衝突荷重を分散して防

波壁（波返重力擁壁）に伝達

する。

・漂流物衝突荷重による防波壁

（波返重力擁壁）の局所的な

損傷を防止する。

地
盤

ＭＭＲ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。

・基礎地盤のすべり安定性に寄

与する。

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。

・難透水性を保持する。

改良地盤⑥ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。

・基礎地盤のすべり安定性に寄

与する。

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。

・難透水性を保持する。

岩盤 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。

・基礎地盤のすべり安定性に寄

与する。

・ケ－ソン及び重力擁壁を支持

する。

埋戻土， 

砂礫層 

・役割に期待しない（解析モデ

ルに取り込み，防波壁（波返

重力擁壁）への相互作用を考

慮する）。 

・津波荷重に対して地盤反力と

して寄与する。

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。
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表 2－2 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

鉛直支持 すべり安定性 耐震性 
耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施 

設 

重力擁壁 

－ － 

構造部材の健全性を保持

するために，重力擁壁が

おおむね弾性状態にとど

まること。 

止水目地の支持機能を喪失

して重力擁壁間から有意な

漏えいを生じないために，

重力擁壁がおおむね弾性状

態にとどまること。 

止水目地 

重力擁壁間から有意な漏

えいを生じないために，

止水目地の変形性能を保

持すること。 

重力擁壁間から有意な漏え

いを生じないために，止水

目地の変形・遮水性能を保

持すること。 

ケ－ソン 

構造部材の健全性を保持

するために，ケ－ソンが

おおむね弾性状態にとど

まること。 

構造部材の健全性を保持

し，有意な漏えいを生じな

いために，ケ－ソンがおお

むね弾性状態にとどまるこ

と。 

Ｈ形鋼 

構造部材の健全性を保持

するために，Ｈ形鋼がお

おむね弾性状態にとどま

ること。 

構造部材の健全性を保持す

るために，Ｈ形鋼がおおむ

ね弾性状態にとどまるこ

と。 

漂流物 

対策工 
－ － － 

漂流物衝突荷重を分散し

て，防波壁（波返重力擁壁）

に伝達するために，鉄筋コ

ンクリート版がせん断破壊

しないこと。 

地 

盤 

ＭＭＲ 

ケ－ソン及び重力擁

壁を鉛直支持するた

め，十分な支持力を

保持すること。 

基礎地盤のすべり安

定性を確保するた

め，十分なすべり安

全性を保持するこ

と。 

－ 

地盤中からの回り込みによ

る流入を防止（難透水性を

保持）するため，ＭＭＲ及び

改良地盤⑥が破壊しないこ

と。（内的安定を保持） 
改良地盤⑥ 

岩盤 － 
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表 2－3 防波壁(波返重力擁壁)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

ケ－ソン 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力（面内，面外））が許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力度（せん断力）が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

漂流物対策工 
発生する応力度（押抜きせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力度（接地圧）が許容限界以

下であることを確認 

極限支持力度＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

ケ－ソン 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力度（せん断力）が許容限界

以下であることを確認 

短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

漂流物対策工 － － 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力度（接地圧）が許容限界以

下であることを確認 

極限支持力度＊ 

施設の 

変形性 
止水目地 

発生変形量が許容限界以下であること

を確認 

有意な漏えいが生じ

ないことを確認した

変形量 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。  
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図 2－7 防波壁(波返重力擁壁)の耐震評価フロー 

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元動的有限要素法モデル及び
諸元の設定（地盤物性のばらつきを考慮）

常時応力解析

基準地震動Ｓｓ

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

２次元動的有限要素法
（有効応力解析及び全応力解析）

照査時刻の選定

地震時荷重の算定

３次元構造解析

施設（ケーソン）の健全性評価
施設（重力擁壁，Ｈ形鋼）

・地盤の健全性評価
基礎地盤の支持性能評価 施設の変形性評価

施設（重力擁壁，Ｈ形鋼）
・地盤の応答値算定

変位量の算定接地圧の算定

３次元構造解析モデル
及び諸元の設定

施設（ケーソン）の応答値算定

評価終了
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 (日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，H19 年版）） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ－，平成 19 年 3 月） 

・コンクリ－ト標準示方書[ダムコンクリート編](土木学会，2013 年制定） 

  



16 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
10
-2
-3
-1
 R
0 

3. 評価対象断面

防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面は，防波壁（波返重力擁壁）の構造上の特徴や

周辺地盤状況を踏まえて設定する。防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面位置図を図 3

－1 に，縦断面図を図 3－2 に，防波壁（波返重力擁壁）の各区分における横断面図を図 3

－3～図 3－8 に示す。以下の理由から，②－②断面，③－③断面，④－④断面，⑤－⑤断

面及び⑦－⑦断面を評価対象断面として選定する。 

・②－②断面は，支持構造がケーソンとなる断面のうち，ケーソン高さに対するケーソ

ン幅が狭く，地表面から岩盤上面までの深さが最も深いことに加え，ケーソン直下に

改良地盤⑥が配置されているため，評価対象断面として選定した。 

・③－③断面は，ケーソンに開口部（放水路）を有するため，評価対象断面として選定

した。

・④－④断面は，地表面高さが最も高いため，評価対象断面として選定した。

・⑤－⑤断面は，重力擁壁が岩盤上に直接設置され，支持構造がＨ形鋼であり，重力擁

壁の天端幅及び下端幅が狭いため，評価対象断面として選定した。

・⑦－⑦断面は④－④断面に直交する縦断方向の断面である。④－④断面位置における

縦断方向の止水目地の変形量を求めるため，変形性評価の評価対象断面に選定した。 
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図 3－3 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（①－①断面） 

 

 

図 3－4 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（②－②断面） 

  

▽ 海水位

▽ 地下水位 EL 8.5

▽ 海水位

▽ 地下水位 EL 8.5

（単位：ｍ） 

（単位：ｍ） 
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図 3－5 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（③－③断面） 

 

 

図 3－6 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（④－④断面） 

  

▽ 海水位

地下水位
EL8.5

▽ 海水位

▽ 地下水位 EL 8.5

（単位：ｍ） 

（単位：ｍ） 
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図 3－7 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（⑤－⑤断面） 

 

 

図 3－8 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（⑥－⑥断面） 

  

▽ 地下水位 EL 5.5

▽ EL 8.5

▽ 海水位

地下水位 EL 6.5
▽ 海水位

（単位：ｍ） 

（単位：ｍ） 
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4. 耐震評価 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位のうち，重力擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥の

健全性評価，基礎地盤の支持性能評価並びに止水目地の変形性評価については２次元動的

有限要素法（有効応力解析及び全応力解析）による耐震評価を行う。２次元動的有限要素

法において，②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，地震時における地盤の有効応力

の変化に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とし，⑤－⑤断面は，地下水

位以深に液状化対象層が分布しないことから，解析方法は全応力解析とする。 

ケーソンについては，ケーソンが複数の隔壁を有しており，部材間の応力伝達を考慮す

る必要があることから，３次元構造解析により健全性評価を行う。 

 

4.1 ２次元動的有限要素法 

4.1.1 解析方法 

解析方法はⅥ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」と同様と

する。 

防波壁（波返重力擁壁）の地震時の応答は，周辺地盤との相互作用によることか

ら，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，表 4

－1 に示す解析ケ－スにおいて考慮する。 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面は，図 3－4～図 3－7 に示

すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布しており，これらの地盤

のせん断変形が地震時に防波壁（波返重力擁壁）の応答に与える影響が大きいと考

えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に与える影響が大きいと考えら

れる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきについて影響を確認する。 

 

表 4－1 解析ケ－ス 

解析ケ－ス 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケ－ス① 

（基本ケ－ス） 
平均値 平均値 

ケ－ス② 平均値＋１σ 平均値 

ケ－ス③ 平均値－１σ 平均値 
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耐震評価における解析ケースを表 4－2 に示す。耐震評価においては，全ての基

準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を実施する。全ての基準地震動

Ｓｓに対して実施したケース①の解析において，各照査値が最も厳しい地震動を用

い，解析ケース②及び③を実施する。 

表 4－2 耐震評価における解析ケ－ス 

解析ケ－ス 

ケ－ス① ケ－ス② ケ－ス③

基本ケ－ス 

地盤物性のばらつ

き（＋１σ）を考

慮した解析ケ－ス 

地盤物性のばらつ

き（－１σ）を考

慮した解析ケ－ス 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ 〇 

－＋＊ 〇   

＋－＊ 〇   

－－＊ 〇   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ 〇   

－＋＊ 〇  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋＊ 〇 

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋＊ 〇 

－＋＊ 〇 

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，

「－」は位相を反転させたケ－スを示す。 

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転

を考慮した地震動（6 波）を加えた

全 12 波に対し，ケ－ス①（基本ケ

－ス）を実施し，曲げ・軸力系の破

壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持

力照査の各照査項目ごとに照査値が

0.5 を超える照査項目に対して，最

も厳しい（許容限界に対する裕度が

最も小さい）地震動を用いてケ－ス

②及び③を実施する。

すべての照査項目の照査値がいずれ

も 0.5 以下の場合は，照査値が最も

厳しくなる地震動を用いてケ－ス②

及び③を実施する。 
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4.1.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計

算書」に示した荷重を考慮する。 

 

4.1.3 入力地震動 

地震応答解析には，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」

に示した入力地震動を用いる。 

⑦－⑦断面に用いるＳｓ－Ｆ１（ＮＳ）及びＳｓ－Ｆ２（ＮＳ）について，図 4

－1 及び図 4－2 に示す。 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

図 4－1 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１（ＮＳ））  
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25 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
10
-2
-3
-1
 R
0 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

図 4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２（ＮＳ）） 
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4.1.4 解析モデル及び諸元 

使用材料及び材料の物性値並びに地下水位については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性

能に係る基本方針」で設定したものを用いる。解析モデル及び地盤の物性値につい

て以下に示す。 

(1) 解析モデル

評価対象断面のうち②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面の地震

応答解析モデルは，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」に

示した解析モデルを用いる。 

評価対象断面のうち⑦－⑦断面の地震応答解析モデルを図 4－3 に示す。解析領

域，境界条件等の考え方は，②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面

と同様である。 

図 4－3 地震応答解析モデル（⑦－⑦断面） 
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(2) 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応

答計算書」に示したものを用いる。 

 

(3) 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度及び引張強度を表 4－3 のとおり設

定する。 

 

表 4－3 改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 引張強度 

σt（N/mm2） c’（N/mm2） φ ’（°） 

改良地盤⑥ 0.0 48.80 436 

ＭＭＲ 4.8 0.00 1.91 

 

(4) 地下水位 

設計用地下水位は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」

に示したものを用いる。 
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4.1.5 評価対象部位 

評価対象部位は，防波壁（波返重力擁壁）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

(1) 施設・地盤の健全性評価 

２次元動的有限要素法による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，重

力擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥とする。 

 

(2) 施設の変形性評価 

２次元動的有限要素法による施設の変形性評価に係る評価対象部位は，構造物間

に設置する止水目地とする。 

 

(3) 基礎地盤の支持性能評価 

２次元動的有限要素法による基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防

波壁（波返重力擁壁）を支持する基礎地盤（ＭＭＲ，改良地盤⑥及び岩盤）とする。 
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4.1.6 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

(1) 重力擁壁 

重力擁壁の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，

2002 年制定）」に基づき，表 4－4 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4－4 重力擁壁の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊1 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τca
＊2 0.45 0.67 

コンクリート 許容せん断応力度τca
＊3 0.43＊4 0.64 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊1：短期許容応力度は，コンクリート標準示方書より許容応力度に対して 

1.5 倍の割増を考慮する。 

＊2：④－④断面の評価に用いる。 

＊3：設計基準強度の異なるコンクリートが重力擁壁に混在している②－② 

断面及び③－③断面の評価に用いる。 

＊4：設計基準強度 21N/mm2 及び 24N/mm2 の各々の許容せん断応力度を用い， 

評価断面の面積案分により算定 

 

(2) Ｈ形鋼 

Ｈ形鋼の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日本

道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，表 4－5 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4－5 Ｈ形鋼の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

Ｈ形鋼 

(SM490) 
許容せん断応力度τsa 105 157 

注記＊：短期許容応力度は，道路橋示方書より許容応力度に対して 1.5 倍の割増 

を考慮する。 
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(3) ＭＭＲ 

ＭＭＲの施設・地盤の健全性評価に用いる許容限界は，「耐津波設計に係る工認

審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号）」を準拠し，すべり安

全率とする。表 4－6 にＭＭＲの許容限界を示す。 

 

表 4－6 ＭＭＲの許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

 

(4) 改良地盤⑥ 

改良地盤⑥の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月

19 日，原管地発第 1306196 号）」を準拠し，すべり安全率とする。表 4－7 に改良

地盤⑥の許容限界を示す。 

 

表 4－7 改良地盤⑥の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

 

(5) 止水目地 

止水目地の許容限界は，メーカ規格，漏水試験及び変形試験より，有意な漏えい

が生じないことを確認した変形量とする。評価対象断面である④－④断面及び⑦－

⑦断面位置における止水目地の変形量に対する許容限界を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 止水目地の許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

変位量 1960 

 

(6) 基礎地盤 

基礎地盤のうち岩盤及び改良地盤⑥に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-

2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，岩盤は支持力試験，改良地盤⑥

は一軸圧縮試験により設定する。 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造

性能照査編]（土木学会，2002 年制定）」に基づき，コンクリートの支圧強度とす

る。 

基礎地盤の許容限界を表 4－9 に示す。 
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表 4－9 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 
岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

改良地盤⑥ 3.0 

支圧強度 ＭＭＲ 24.0 
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4.1.7 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発生応

力度が「4.1.6 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 

(1) 重力擁壁

重力擁壁の評価は，曲げモーメント及び軸力より算定される曲げ圧縮応力度，曲

げ引張応力度及びせん断力により算定されるせん断応力度が許容限界以下である

ことを確認する。 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，地震時における地盤の有効応力の変

化に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。⑤－⑤断面は，地

下水位以深に液状化対象層が分布しないことから，解析方法は全応力解析とする。 

重力擁壁の応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

a. 曲げ軸力照査

コンクリート及び鉄筋の発生応力度が許容限界以下であることを確認する。

b. せん断照査

コンクリートの発生応力度が許容限界以下であることを確認する。

(2) Ｈ形鋼

Ｈ形鋼は，⑤－⑤断面において，擁壁下端に発生するせん断力から算定されるせ

ん断応力度が許容限界以下であることを確認する。 

(3) ＭＭＲ

ＭＭＲの評価は，②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，すべり線の

すべり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定したすべり

線上の応力状態をもとに，すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した

値を時々刻々求め，最小すべり安全率を算定する。 
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(4) 改良地盤⑥

改良地盤⑥の評価は，②－②断面において，改良地盤⑥を通るすべり線のすべり

安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定したすべり線上の

応力状態をもとに，すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を

時々刻々求め，最小すべり安全率を算定する。 

(5) 止水目地

止水目地の地震時の評価は，④－④断面において，防波壁（波返重力擁壁）の縦

断方向及び横断方向ともに，地震荷重による最大変位が許容限界以下であることを

確認する。 

ｘ方向（法線直交方向）及びｚ方向（深度方向）の変位は，図 4－4 に示すとお

り，重力擁壁における地震時の相対変位量とし，保守的に各ブロックの位相が逆に

なったことを考慮し，時刻歴最大の相対変位量を２倍したものを算定する。 

ｙ方向（法線方向）の変位は，隣接する重力擁壁の天端間の相対変位とする。 

相対変位の抽出位置を図 4－5 に示す。 

ｘ方向（法線直交方向）の変位 δx：δx＝｜δx(T)｜×2 

ｙ方向（法線方向）の変位   δy：δy＝｜δy(T)｜ 

ｚ方向（深度方向）の変位   δz：δz＝｜δz(T)｜×2 

ここで， 

δx(T)：ｘ方向の最大相対変位 

δy(T)：ｙ方向の最大相対変位 

δz(T)：ｚ方向の最大相対変位 

法線直交方向，法線方向及び深度方向の変位量を用い，下式のとおり合成方向（3

方向合成）の変位量を求め，止水目地の地震荷重による最大変位とする。 

最大変位δ：δ = √δ
x

2
＋δ

y

2
＋δ

z

2
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図 4－4 地震時の変位の概念図 

 

 

図 4－5 相対変位抽出位置 

 

(6) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価は，②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断

面において，ＭＭＲ，改良地盤⑥及び防波壁直下の岩盤に生じる接地圧が許容限界

以下であることを確認する。  

④

δx(T)

δx(T)

δy(T)

④

⑦

⑦

法線直交方向

防波壁の延長方向
（以下「法線方向」という。）

δz(T)：④－④断面・⑦－⑦断面の

変位量の大きい方を採用 
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4.2 ３次元構造解析 

4.2.1 解析方法 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，隔壁を有したケーソンが設置されて

おり，ケーソンは複雑な構造をしていることから，３次元構造解析によりケーソン

の構造部材の健全性評価を行う。 

３次元構造解析には，解析コード「ＦＩＮＡＳ／ＳＴＡＲ」を用いる。なお，解

析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

３次元構造解析への入力荷重は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震

応答計算書」の地震応答解析において，防波壁（波返重力擁壁）の耐震評価に支配

的な荷重が最大となる時刻を選定し，当該時刻における地震時応答から地震時土圧

及び慣性力を設定する。 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，部材の評価が

厳しくなる時刻を地震時応答解析の結果から選定する。 

4.2.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計

算書」に示した荷重を考慮する。 
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4.2.3 解析モデル 

(1) 構造物のモデル化 

a. ②－②断面及び④－④断面 

②－②断面及び④－④断面の３次元構造解析モデルにおいて，ケーソンを構成

する壁部材は線形シェル要素でモデル化し，その他は線形ソリッド要素でモデル

化する。３次元構造解析モデルを図 4－6 及び図 4－7 に示す。 

 

 

図 4－6 ３次元構造解析モデル（②－②断面） 

  

モデル全体図（陸側） モデル全体図（海側）

ケーソンのモデル図（海側）＊ケーソンのモデル図（陸側）＊

注記＊：ケーソンはシェル要素のみ表示
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図 4－7 ３次元構造解析モデル（④－④断面） 

モデル全体図（陸側） モデル全体図（海側）

ケーソンのモデル図（海側）＊ケーソンのモデル図（陸側）＊

注記＊：ケーソンはシェル要素のみ表示
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b. ③－③断面

③－③断面の３次元構造解析モデルにおいて，ケーソン及び重力擁壁はソリッ

ド要素でモデル化する。３次元構造解析モデルを図 4－8 に示す。 

図 4－8 ３次元構造解析モデル（③－③断面） 

(2) 地盤ばね

３次元構造解析モデルのうち，構造物とＭＭＲの境界には地盤ばねを設置する。

地盤ばねは，「4.2.1 解析方法」で選定した照査時刻における応答値を用いて算

定する。 
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(3) 使用材料及び材料の物性値

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。

a. ケーソン

ケーソンの使用材料を表 4－10 に，材料の物性値を表 4－11 に示す。重力擁壁

の使用材料は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」に示

したものを用いる。 

表 4－10 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート
21.0 N/mm2 

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

表 4－11 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 

コンクリート 24.0* 2.5×104* 0.2* 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

(4) 地下水位

設計用地下水位は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」

に示したものを用いる。 
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4.2.4 評価対象部位 

３次元構造解析による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，ケーソン

とする。 

4.2.5 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

(1) ②－②断面及び④－④断面

ケーソンの許容限界は「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，

2002 年制定）」及び「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987」に

基づき，表 4－12 に示す短期許容応力度とする。 

せん断破壊（面内）に対しては，図 4－9 に示すＪＥＡＧ４６０１－1987 に規定

されているスケルトンカーブの第１折点の許容せん断応力度（面内）を下回ること

を許容限界とし，（式１）に基づき設定する。 

表 4－12 曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊（面外）に対する許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1 0.45 0.67 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊：短期許容応力度は，コンクリート標準示方書より許容応力度に対して 

1.5 倍の割増を考慮する。 
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図 4－9 耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブ（τ－γ関係）と評価式 

（ＪＥＡＧ４６０１－1987 に加筆） 

𝜏1 = √0.31√𝐹𝑐(0.31√𝐹𝑐 + 𝜎𝑣)    （式１） 

ここに， 

τ1：許容せん断応力度（面内）(N/mm2) 

Fc ：設計基準強度(N/mm2)  

σv：鉛直方向軸応力度(N/mm2) 
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(2) ③－③断面

③－③断面は鋼材を部材内に有する構造であるが，保守的に無筋コンクリートと

みなし，許容限界を「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002

年制定）」及び「コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（土木学会，2013

年制定）」に基づき，表 4－13 に示す強度とする。 

表 4－13 ③－③断面ケーソンの許容限界 

算定式＊2 強度（N/mm2） 準拠図書 

圧縮強度 f’ak＊1 η･f’ck 24.0 コンクリート標準示方書

[構造性能照査編]（土木

学会，2002 年制定） 
引張強度 ftk 0.23f’ck2/3 1.91 

せん断強度τca 1/5f’ck 4.8 

コンクリート標準示方書

［ダムコンクリート編］

（土木学会，2013 年制定） 

注記＊1：圧縮強度の算定に用いる係数ηは保守的に 1 とする。 

  ＊2：ここで f’ck はコンクリートの設計基準強度 



 

43 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
10
-2
-3
-1
 R
0 

4.2.6 評価方法 

(1) ②－②断面及び④－④断面 

３次元構造解析に基づいて算定した曲げモーメント及び軸力より算定される曲

げ圧縮応力度，曲げ引張応力度及びせん断力により算定されるせん断応力度が

「4.2.5 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，解析コード

の検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

 

(2) ③－③断面 

３次元構造解析に基づいて算定した圧縮応力度，引張応力度及びせん断応力度が

「4.2.5 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

  



44 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
10
-2
-3
-1
 R
0 

5. 耐震評価結果

5.1 重力擁壁 

5.1.1 曲げ軸力照査 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，重力擁壁のコン

クリート及び鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査を行った。

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査において各解析ケースのうち最

も厳しい照査値となる結果を表 5－1 に，鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査

において各解析ケースのうち最も厳しい照査値となる結果を表 5－2 に示す。 

この結果から，重力擁壁のコンクリート及び鉄筋における発生応力度が許容限界

以下であることを確認した。 
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表 5－1(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
① 5491 1367 3.9 13.5 0.29 

 

表 5－1(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 8700 1979 6.0 13.5 0.45 

 

表 5－1(3) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 5409 1266 4.8 13.5 0.36 

 

表 5－1(4) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（⑤－⑤断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 3847 1249 3.7 13.5 0.28 
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表 5－2(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
① 5491 1367 155.2 294 0.53 

表 5－2(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 8700 1979 244.6 294 0.84 

表 5－2(3) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 5409 1266 216.5 294 0.74 

表 5－2(4) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
③ 3837 1196 145.0 294 0.50 
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5.1.2 せん断照査 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，重力擁壁のコン

クリートのせん断破壊に対する照査を行った。

コンクリートのせん断破壊に対する照査において各解析ケースのうち最も厳し

い照査値となる結果を表 5－3 に示す。 

この結果から，重力擁壁のコンクリートにおける発生応力度が許容限界以下であ

ることを確認した。 

表 5－3(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
② 1089 0.28 0.64 0.44 

表 5－3(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 1500 0.38 0.64 0.61 

表 5－3(3) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 1249 0.36 0.67 0.54 

表 5－3(4) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2)

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断力 

Q(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
③ 770 0.25 0.67 0.38 
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5.2 ケーソン 

5.2.1 ②－②断面及び④－④断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，前壁，

後壁，側壁，隔壁，底版及びフーチングとした。評価対象位置図を図 5－1 に示す。 

図 5－1(1) 評価対象位置図（②－②断面） 

図 5－1(2) 評価対象位置図（④－④断面） 

（上部工・擁壁あり）

陸

海

フーチング

側壁①隔壁④

後壁

前壁

隔壁②

隔壁③
隔壁⑤

隔壁⑥

陸

海

隔壁①

側壁②

陸

海

中詰材

側壁②

側壁①

隔壁①

後壁

前壁

隔壁②

隔壁③

隔壁④

隔壁⑤

陸

海
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a. 構造部材の健全性に対する評価結果 

②－②断面及び④－④断面において，ケーソンのコンクリート及び鉄筋の曲げ・

軸力系の破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査において各解析ケースのうち

最も厳しい照査値となる結果を表 5－4 に，鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する

照査において各解析ケースのうち最も厳しい照査値となる結果を表 5－5 に，コ

ンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査において各解析ケースのうち最も

厳しい照査値となる結果を表 5－6 に，コンクリートのせん断破壊（面内）に対

する照査において各解析ケースのうち最も厳しい照査値となる結果を表 5－7 に

示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリート及び鉄筋における発生応力度が，構造

部材の健全性に対する許容限界以下であることを確認した。 
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表 5－4(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 曲げ圧縮

応力度 

σc

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σca

(N/mm2) 

照査値 

σc/σ ca 

曲げ 

モーメント

M(kN･m)

軸力 

N(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 124 -121 2.8 13.5 0.21 

フーチング
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 140 -49 1.1 13.5 0.08 

前壁 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
① 2 1479 2.8 13.5 0.21 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 4 1967 4.1 13.5 0.31 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 30 1603 3.8 13.5 0.29 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 30 1603 3.8 13.5 0.29 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 10 384 2.3 13.5 0.18 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
① 8 390 2.1 13.5 0.16 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 2 619 2.3 13.5 0.18 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 5 749 3.1 13.5 0.23 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 0 866 3.0 13.5 0.23 

隔壁⑥ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 5 749 3.1 13.5 0.23 
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表 5－4(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 曲げ圧縮

応力度 

σc

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σca

(N/mm2) 

照査値 

σc/σ ca 

曲げ 

モーメント

M(kN･m)

軸力 

N(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 212 272 4.1 13.5 0.31 

前壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 22 2744 6.1 13.5 0.46 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 26 2059 4.7 13.5 0.36 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 87 2147 6.1 13.5 0.46 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 87 2147 6.1 13.5 0.46 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 20 657 4.1 13.5 0.31 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 3 730 2.7 13.5 0.21 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 5 1375 4.9 13.5 0.37 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 0 1376 4.4 13.5 0.33 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 5 1375 4.9 13.5 0.37 
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表 5－5(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース 

発生断面力 曲げ引張

応力度 

σs 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σsa 

(N/mm2) 

照査値 

σs/σ sa 

曲げ 

モーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 124 -121 197.1 294 0.67 

フーチング 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 121 -250 93.4 294 0.32 

前壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 4 -282 94.3 294 0.32 

後壁 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 7 -244 94.2 294 0.32 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 0 -259 113.7 294 0.39 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 0 -259 113.7 294 0.39 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
① 0 -85 70.3 294 0.24 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 0 -95 75.0 294 0.26 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 0 -133 105.5 294 0.36 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 0 -57 46.3 294 0.16 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 0 -69 54.7 294 0.19 

隔壁⑥ 
Ｓｓ－Ｎ１

（＋＋） 
② 0 -57 46.3 294 0.16 
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表 5－5(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 曲げ引張

応力度 

σs

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σsa

(N/mm2) 

照査値 

σs/σ sa 

曲げ 

モーメント

M(kN･m)

軸力 

N(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 208 -110 190.7 294 0.65 

前壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② -11 -227 93.5 294 0.32 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① -7 -211 82.3 294 0.28 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1 -164 70.0 294 0.24 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1 -164 70.0 294 0.24 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 0 -195 121.1 294 0.42 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 0 -164 101.4 294 0.35 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 0 -183 112.8 294 0.39 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 0 -197 120.9 294 0.42 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 0 -183 112.8 294 0.39 
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表 5－6(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ a1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 129 0.29 0.67 0.44 

フーチング
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 149 0.19 0.67 0.29 

前壁 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
③ 68 0.20 0.67 0.30 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 113 0.31 0.67 0.47 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 67 0.16 0.67 0.24 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 67 0.16 0.67 0.24 

隔壁① 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 

① 11 0.10 0.67 0.15 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
① 13 0.12 0.67 0.18 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 9 0.08 0.67 0.12 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 5 0.05 0.67 0.08 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 
Ｓｓ－Ｎ１

（＋＋） 
② 5 0.05 0.67 0.08 
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表 5－6(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ a1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 207 0.46 0.67 0.69 

前壁 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
① 133 0.37 0.67 0.56 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 43 0.11 0.67 0.17 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 82 0.20 0.67 0.30 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 82 0.20 0.67 0.30 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 25 0.23 0.67 0.35 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 16 0.15 0.67 0.23 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 7 0.06 0.67 0.09 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
① 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 7 0.06 0.67 0.09 
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表 5－7(1) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ 1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１

（－＋） 
① 292 0.49 1.51 0.33 

フーチング
Ｓｓ－Ｎ１

（＋＋） 
② 319 0.32 1.51 0.22 

前壁 
Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
① 121 0.24 2.20 0.11 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１

（＋＋） 
② 406 0.81 2.75 0.30 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１

（－＋） 
① 463 0.93 1.95 0.48 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１

（－＋） 
① 463 0.93 1.95 0.48 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
① 91 0.36 2.24 0.17 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｎ１

（－＋） 
① 91 0.37 1.91 0.20 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１

（＋＋） 
② 157 0.63 2.34 0.27 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
① 238 0.95 1.83 0.52 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
① 243 0.97 1.84 0.53 

隔壁⑥ 
Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 
① 238 0.95 1.83 0.52 
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表 5－7(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材  
地震動 

解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ 1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 497 0.83 1.51 0.55 

前壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 380 0.76 2.93 0.26 

後壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 334 0.67 2.67 0.25 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 694 1.39 2.13 0.66 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 694 1.39 2.13 0.66 

隔壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 200 0.80 2.37 0.34 

隔壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
① 192 0.77 2.46 0.32 

隔壁③ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 463 1.85 2.32 0.80 

隔壁④ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 468 1.87 2.31 0.81 

隔壁⑤ 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 463 1.85 2.32 0.80 
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5.2.2 ③－③断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，頂版，

底版，側壁及び隔壁とした。評価対象位置図を図 5－2 に示す。 

図 5－2 評価対象位置図（③－③断面） 

a. 構造部材の健全性に対する評価結果

③－③断面において，ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力度及び

せん断応力度に対する照査を行った。 

コンクリートの圧縮応力度に対する照査において各解析ケースのうち最も厳

しい照査値となる結果を表 5－8 に，コンクリートの引張応力度に対する照査に

おいて各解析ケースのうち最も厳しい照査値となる結果を表 5－9 に，コンクリ

ートのせん断応力度に対する照査において各解析ケースのうち最も厳しい照査

値となる結果を表 5－10 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部材の健

全性に対する許容限界以下であることを確認した。 

陸

海 底版②

底版①

側壁①

側壁②

頂版①

頂版②

隔壁
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表 5－8 コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 
地震動 

解析 

ケース

発生応力 
圧縮強度 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 4.2 24.0 0.18 

底版② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 4.2 24.0 0.18 

側壁① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 7.1 24.0 0.30 

側壁② 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 7.1 24.0 0.30 

隔壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 9.0 24.0 0.38 

頂版① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 3.4 24.0 0.15 

頂版② 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 3.4 24.0 0.15 
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表 5－9 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 
地震動 

解析 

ケース

発生応力 
引張強度 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σs(N/mm2) 

底版① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 1.11 1.91 0.59 

底版② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 1.11 1.91 0.59 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 0.99 1.91 0.52 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 0.99 1.91 0.52 

隔壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 1.80 1.91 0.95 

頂版① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 1.51 1.91 0.80 

頂版② 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 1.51 1.91 0.80 
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表 5－10 コンクリートのせん断応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 
地震動 

解析 

ケース

発生応力 
せん断強度 

ca(N/mm2)

照査値 

c/ca
せん断応力度 

c(N/mm2)

底版① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1.9 4.8 0.40 

底版② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1.9 4.8 0.40 

側壁① 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1.8 4.8 0.38 

側壁② 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1.8 4.8 0.38 

隔壁 
Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
③ 1.9 4.8 0.40 

頂版① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 1.6 4.8 0.35 

頂版② 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 1.6 4.8 0.35 
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5.3 Ｈ形鋼 

5.3.1 せん断照査 

⑤－⑤断面に設置しているＨ形鋼のせん断破壊に対する照査を行った。

Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査において各解析ケースのうち最も厳しい照査

値となる結果を表 5－11 に示す。 

この結果から，Ｈ形鋼における発生応力度が許容限界以下であることを確認した。 

表 5－11 Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

地震動 
解析 

ケース

発生断面力 せん断 

応力度 

s(N/mm2)

短期許容 

応力度 

sa(N/mm2)

照査値 

s/sa
せん断力 

Q(kN) 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
③ 770 58 157 0.37 

5.4 ＭＭＲ 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，ＭＭＲのすべり安全率による評価

を行った。 

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 5－12 に，最小すべり安全率となる時刻に

おけるすべり線及び局所安全係数分布を図 5－3 に示す。 

この結果から，ＭＭＲのすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

表 5－12(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

地震動 解析ケ－ス 発生時刻（s） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
② 24.73 7.48 

表 5－12(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

地震動 解析ケ－ス 発生時刻（s） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
② 8.26 8.52 

表 5－12(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

地震動 解析ケ－ス 発生時刻（s） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 7.62 7.30 
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図 5－3(1) ＭＭＲの最小すべり安全率時刻におけるすべり線及び局所安全係数分布 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t＝24.73s）

解析ケ－ス②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋１σ） 

図 5－3(2) ＭＭＲの最小すべり安全率時刻におけるすべり線及び局所安全係数分布 

（③－③断面，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝8.26s）

解析ケ－ス①：基本ケ－ス 

改良地盤部
Ss-D++_+1σ_land

Time=24.73sec

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線

放水路貫通部
Ss-N1++_+1σ_land 

Time=8.26sec

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－3(3) ＭＭＲの最小すべり安全率時刻におけるすべり線及び局所安全係数分布 

（④－④断面，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.62s）

解析ケ－ス②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋１σ） 

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.5 改良地盤⑥ 

②－②断面において，改良地盤⑥のすべり安全率による評価を行った。

改良地盤⑥のすべり安全率による評価結果を表 5－13 に，最小すべり安全率となる時

刻におけるすべり線及び局所安全係数分布を図 5－4 に示す。 

この結果から，改良地盤⑥のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

表 5－13 改良地盤⑥のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

地震動 解析ケ－ス 発生時刻（s） 最小すべり安全率 

Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
① 10.26 2.05 

図 5－4 改良地盤⑥の最小すべり安全率時刻におけるすべり線及び局所安全係数分布 

（②－②断面，Ｓｓ－Ｄ（－－），t＝10.26s）

解析ケ－ス①：基本ケ－ス 
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5.6 止水目地 

④－④断面において，止水目地の相対変位量に対する照査を行った。

地震時の止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 5－14 に示す。 

地震時の止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，相対変位量が許容限界以

下であることを確認した。 

表 5－14 止水目地設置箇所の地震時相対変位量 

方向 地震動 
解析 

ケ－ス

地震時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：④－④断面 

（横断方向） 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 299.43 － 

δｙ：⑦－⑦断面 

（縦断方向） 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
③ 58.51 － 

δｚ：⑦－⑦断面 

（横断方向） 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 82.12 － 

合成方向 

（３方向合成） 
－ － 315.95 1960 
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5.7 基礎地盤 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，基礎地盤の支持性能

評価を行った。 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－15～表 5－18 に，支持地盤の接地圧分布図を図

5－5～図 5－8 に示す。 

この結果から，防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力

度以下であることを確認した。 

表 5－15(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

支圧強度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
① 2.8 24.0 0.12 

表 5－15(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

極限支持力度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
② 2.1 3.0 0.70 

表 5－15(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

極限支持力度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
① 2.0 9.8 0.21 

表 5－16(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

支圧強度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（＋＋） 
③ 1.7 24.0 0.08 
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表 5－16(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

極限支持力度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
① 2.8 9.8 0.29 

表 5－17(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

支圧強度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
③ 2.8 24.0 0.12 

表 5－17(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

極限支持力度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
① 2.9 9.8 0.30 

表 5－18 基礎地盤の支持性能評価結果（⑤－⑤断面，岩盤） 

地震動 解析ケ－ス 
最大接地圧 

P(N/mm2) 

極限支持力度 

Pｕ(N/mm2) 

照査値 

P／Pｕ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 

（－＋） 
① 1.9 9.8 0.20 
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図 5－5(1) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 

解析ケース①：基本ケース 
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図 5－5(2) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋１σ） 

図 5－5(3) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

解析ケース①：基本ケース 
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図 5－6(1) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 

（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

解析ケース③：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値－１σ） 

 

 

図 5－6(2) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，岩盤） 

（Ｓｓ－Ｎ１（－＋）） 

解析ケース①：基本ケース 
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図 5－7(1) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，ＭＭＲ） 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

解析ケース③：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値－１σ） 

図 5－7(2) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，岩盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

解析ケース①：基本ケース 
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図 5－8 支持地盤の接地圧分布図（⑤－⑤断面，岩盤） 

（Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋）） 

解析ケース①：基本ケース 
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Ⅵ-2-10-2-11 隔離弁，機器・配管の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，浸水防止設備のうち隔離弁，機器・配管が設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを説明するものである。 

隔離弁，機器・配管の構成を表 1－1に示す。また，概要図を図 1－1に示す。 

表 1－1 隔離弁，機器・配管の構成 

図 1－1 隔離弁，機器・配管の概要図 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

T

R

R

R

R

H

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交換器

：液体廃棄物処理系配管

，

：浸水防止設備の範囲
：隔離弁（電動弁，逆止弁）
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管（ポンプ～熱交換器）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（ポンプ～熱交換器）

：原子炉補機海水系放水配管（熱交換器～）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（熱交換器～）
：タービン補機海水系配管
：循環水系配管

R

H

T

C

：原子炉補機海水ポンプ
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ
：タービン補機海水ポンプ
：循環水ポンプ

【凡例】

機器名称 据付場所 

隔離弁 

タービン補機海水ポンプ出口弁 取水槽 

タービン補機海水ポンプ第二出口弁 取水槽 

タービン補機海水系逆止弁 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽) 

液体廃棄物処理系逆止弁 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽) 

機器 
循環水ポンプ 取水槽 

タービン補機海水ポンプ 取水槽 

配管 

原子炉補機海水系配管 原子炉補機冷却系熱交換器～放水槽 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器～

原子炉補機海水系配管合流部 

循環水系配管 循環水ポンプ～取水槽 

タービン補機海水系配管 タービン補機海水ポンプ～タービン補機

海水ポンプ第二出口弁 

タービン補機海水系逆止弁～放水槽

液体廃棄物処理系配管 液体廃棄物処理系逆止弁～放水槽 

1
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2. タービン補機海水ポンプ

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基

づき，タービン補機海水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

説明するものである。 

タービン補機海水ポンプは，設計基準対象施設のうち浸水防止設備としてＳクラス施設に

分類される。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

なお，タービン補機海水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載

の立形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形

ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づく評価を基本とし，浸水防止設備

としての評価部位も評価を実施する。 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

タービン補機海水ポンプの構造計画を表 2.2－1に示す。

2
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表
2.
2－

1 
構
造
計
画
 

計
画
の
概
要
 

概
略
構
造
図
 

基
礎
・
支
持
構
造
 

主
体
構
造
 

原
動
機
は
原
動
機
取
付
ボ
ル

ト
で
ポ
ン
プ
に
固
定
さ
れ
，

ポ
ン
プ
は
ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル

ト
で
ポ
ン
プ
ベ
ー
ス
に
固
定

さ
れ
，
ポ
ン
プ
ベ
ー
ス
は
基

礎
ボ
ル
ト
で
基
礎
に
据
え
付

け
る
。
 

タ
ー
ボ
形

（
タ
ー
ボ
形
立
形
ポ
ン
プ

（
海
水
ポ
ン
プ
））

 

(単
位
：
m
m)

 

原
動
機

 

ポ
ン
プ

 

ポ
ン
プ
ベ
ー
ス

 

基
礎

 

ロ
ー
タ

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト

 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ

 

ケ
ー
シ
ン
グ

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

軸
受
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2.3 固有値解析及び構造強度評価 

2.3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

タービン補機海水ポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系

の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。なお，水平方向はスペクトルモーダル解析，鉛

直方向は静的解析を用いて行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の

組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。タービン補機海水ポンプは浸水防止設備であるた

め，評価部位としてディスチャージケーシングの評価を実施する。ディスチャージケーシ

ングの耐震計算方法は上記方針によらないため，「2.3.6 計算方法」に基づき実施する。

2.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

タービン補機海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 2.3－1に示す。 

(2) 許容応力

タービン補機海水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

2.3－2及び表 2.3－3のとおりとする。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件

タービン補機海水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 2.3－4に示す。 
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表
2.

3－
1 

荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

浸
水
防
止
設
備
 

タ
ー
ビ
ン
補
機
海
水
ポ
ン
プ

Ｓ
 

そ
の
他
の
ポ
ン
プ

＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｄ
* 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
ポ
ン
プ
の
支
持
構
造
物
を
含
む
。
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表
2.

3－
2 

許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
ポ
ン
プ
））

 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

一
次
膜
応
力
＋
 

一
次
曲
げ
応
力
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｓ
ｙ
と

0.
6・

Ｓ
ｕ
の
小
さ
い
方
 

た
だ
し
，
オ
ー
ス
テ
ナ
イ
ト
系
ス

テ
ン
レ
ス
鋼
及
び
高
ニ
ッ
ケ
ル
合

金
に
つ
い
て
は
上
記
値
と

1.
2・

Ｓ

と
の
大
き
い
方
と
す
る
。
 

左
欄
の

1.
5
倍
の
値
 

Ｓ
ｄ
又
は
Ｓ
ｓ
地
震
動
の
み
に
よ
る
疲
労
解
析
を
行
い
，
疲
労
累
積
係

数
が

1.
0
以
下
で
あ
る
こ
と
。

 

た
だ
し
，
地
震
動
の
み
に
よ
る
一
次
＋
二
次
応
力
の
変
動
値
が

2
・
Ｓ

ｙ

以
下
で
あ
れ
ば
，
疲
労
解
析
は
不
要
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

0.
6
・
Ｓ

ｕ
 

左
欄
の

1.
5
倍
の
値
 

注
記
＊
：

2・
Ｓ

ｙ
を
超
え
る
場
合
は
弾
塑
性
解
析
を
行
う
。
こ
の
場
合
，
設
計
・
建
設
規
格

 
PV
B
-3
30
0（

PV
B
-3
31
3
を
除
く
。
Ｓ

ｍ
は

2/
3・

Ｓ
ｙ
と
読
み
替
え
 

る
。）

の
簡
易
弾
塑
性
解
析
を
用
い
る
。
 

＊
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表
2.
3－

3 
許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
支
持
構
造
物
））

 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，
＊
2

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次
応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ
 

1
.
5・

ｆ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ

 
1
.
5・

ｆ
ｓ

 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

＊

＊
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表
2.

3－
4 

使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
 

(M
Pa
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(Ｒ

Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

最
高
使
用
温
度
 

30
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

―
 

1
9
8 

5
0
4 

2
0
5 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

最
高
使
用
温
度
 

30
 

―
 

2
0
5 

5
2
0 

2
0
5 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

―
 

1
9
8 

5
0
4 

2
0
5 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ

 
最
高
使
用
温
度
 

30
 

―
 

2
4
5 

4
0
0 

―
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2.3.3 解析モデル及び諸元 

(1) モデル化に際しては，シャフト及びコラムパイプに対して水の付加質量及び排除水体

積質量を考慮する。 

(2) 固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【タービン

補機海水ポンプの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示

す。 

(3) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

2.3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 2.3－5，振動モード図を図 2.3－1に示す。固有周期は，0.05秒

を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越

し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 2.3－5 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.251 2.005 2.005 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 2.3－1 振動モード（1次モード 水平方向 0.251s） 
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2.3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2.3－6に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-

2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-

1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

表 2.3－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.251＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.251 4.17 5.01 ― 4.17 5.01 ―

動的震度＊6，＊7 1.41 1.67 1.28 1.41 1.67 1.28 

静的震度＊8 0.58 0.58 0.29 ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅱ（基準地震

動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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2.3.6 計算方法 

(1) 記号の説明

タービン補機海水ポンプのディスチャージケーシングの応力評価に使用する記号を表

2.3－7に示す。 

表 2.3－7 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＰ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｍｄ ディスチャージケーシングに作用する水平方向地震による

モーメント

N･mm 

ＭｄＣｐ ディスチャージケーシングに作用する水平方向のポンプ振

動によるモーメント 

N･mm 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに

生じる水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応

力 

MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケー

シングに生じる応力

MPa 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応

力 

MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 
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(2) ディスチャージケーシングの応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシン

グに生じる応力を次式で求める。 

a. ポンプ振動による震度による水平方向の応力 

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ
 

b. 水平方向地震による応力 

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ
 

c. 自重及びポンプ振動による震度による鉛直方向の応力 

σｄＣＶ１＝
（1＋ＣＰ）・ｍｄ・g

Ａｄ
 

d. 鉛直方向地震による応力 

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ
 

e. 内圧による応力 

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ
 

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ
 

以上の a.～e.の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
２
＋(σｄＣＶ２)

２
  

   ＋σｄＺＰ，σｄθＰ)  

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

2.3.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ポンプの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

  

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.3.6.2.7) 
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2.3.8 応力の評価 

(1) ディスチャージケーシングの応力評価

2.3.6 (2)項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。ただ

し，Ｓｄａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方とする。 

0.6・Ｓｕ 
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2.4 評価結果 

2.4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機海水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

15



S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
2-
11
 R
0 

【
タ
ー
ビ
ン
補
機
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水
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プ
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
結
果
】
 

1
.

設
計
基
準
対
象
施
設

1
.1
 
設
計
条
件

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ

(m
) 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
 

温
度
 

(℃
) 

周
囲
環
境
 

温
度
 

(℃
) 

最
高
使
用
圧
力

(M
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) 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

タ
ー
ビ
ン
補
機

海
水
ポ
ン
プ

Ｓ
 

取
水
槽
 

E
L 
1
.1

＊
1  

0
.2
5
1 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝

1
.6
7
＊
2  

又
は
＊
3 

Ｃ
Ｖ
＝
1
.2
8
＊
2  

Ｃ
Ｈ
＝

1
.6
7
＊

4  

又
は
＊
5 

Ｃ
Ｖ
＝

1
.2
8
＊

4  
Ｃ

ｐ
＝
0
.0
4 

3
0 

0
.5
4 

注
記
＊

1：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

設
計
用
震
度
Ⅱ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
及
び
静
的
震
度
を
上
回
る
設
計
震
度

 

＊
3：

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅱ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
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回
る
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ペ
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ル
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度
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Ⅱ
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Ｓ
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＊
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回
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ク
ト
ル
に
よ
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1
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機
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ボ
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ト

(2
)
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ラ
ム
パ
イ
プ

注
記
＊
1：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

＊
2：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ

部
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ
ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ
ｉ
 

Ｍ
ｐ

(
N･
m
m)
 

Ｓ
ｙ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
ｉ

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
ｉ
(R
T)
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ

(
MP
a
)

Ｆ
ｉ

(
MP
a
) 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
8 

8 
―

 
1
98

＊
1  

5
04

＊
1  

2
05
 

2
05
 

2
05
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

―
 

2
45

＊

(厚
さ
≦

1
6m
m
) 

4
00

＊

(厚
さ
≦

1
6m
m
) 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 
1
2 

1
2 

2
.3
3
4×

10
6  

2
05

＊
2  

5
20

＊
2  

2
05
 

2
05

 
2
05
 

 
 

 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 
8 

8 
2
.3
3
4×

10
6  

1
98

＊
1  

5
04

＊
1  

2
05
 

2
05
 

2
05
 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｄ
 

(
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) 

ｔ
ｄ
 

(
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) 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

―
 

2
45

＊
 

(厚
さ
≦

1
6m
m
) 

4
00

＊
 

(厚
さ
≦

1
6m
m
) 

Ｈ
ｐ

 

(μ
m
) 

Ｎ
 

(
rp
m
) 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

＊ 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出
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的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 

(
2)

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
 

Ｍ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
ｄ
 

Ｍ
ｄ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ
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1
.4
 
結
論
 

1
.4
.
1 

固
有
周
期

 
 (
単
位
：
s)
 

方
向
 

固
有
周
期
 

水
平
方
向
 

Ｔ
Ｈ
１
＝

0.
25
1 

鉛
直
方
向
 

Ｔ
Ｖ
１
＝

0.
05

以
下
 

1
.4
.
2 

ボ
ル
ト
の
応
力

 
 
(単

位
：
MP
a)
 

 
1.
4
.3
 
コ
ラ
ム
パ
イ
プ
の
応
力

(単
位
：

MP
a)
 

部
材
 

材
料
 

応
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
＝
1
50
 

Ｓ
ａ
＝

24
0 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

引
張
 

σ
ｂ

１
＝

 
7
4 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

１
＝

 
7
4 

ƒ
ｔ
ｓ

１
＝

 1
53

＊
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

σ
＝
1
50
 

Ｓ
ａ
＝

24
0 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

１
＝

 
2
3 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 1
18
 

τ
ｂ

１
＝

 
2
3 

ƒ
ｓ
ｂ

１
＝

 1
18
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

（
ｉ
＝
2）

 

引
張
 

σ
ｂ

２
＝

 
6
3 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

２
＝

 
6
3 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
53

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

２
＝

 
1
6 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

τ
ｂ

２
＝

 
1
6 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
4）

 

引
張
 

σ
ｂ

４
＝

 
3
7 

ƒ
ｔ
ｓ

４
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

４
＝

 
3
7 

ƒ
ｔ
ｓ

４
＝

 1
53

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

４
＝

 
2
2 

ƒ
ｓ
ｂ

４
＝

 1
18
 

τ
ｂ

４
＝

 
2
2 

ƒ
ｓ
ｂ

４
＝

 1
18
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

注
記
＊
：
ƒ
ｔ
ｓ
i＝

Mi
n[
1
.4
・
ƒ
ｔ
ｏ
i－

1.
6・

τ
ｂ
ｉ
，
ƒ
ｔ
ｏ
i]

1
.4
.
4 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
の
応
力

 
 
(単

位
：
MP
a)
 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
ｄ
＝
1
65
 

Ｓ
ｄ
ａ
＝

24
0 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

σ
ｄ
＝
1
65
 

Ｓ
ｄ
ａ
＝

24
0 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 1 4.909×106 

2 2-3 1 4.909×106 

3 3-4 1 4.528×106 

4 4-5 1 4.528×106 

5 5-6 1 4.909×106 

6 6-7 1 4.909×106 

7 46-8 1 7.187×106 

8 8-9 1 7.187×106 

9 9-10 1 1.018×107 

10 10-11 1 1.018×107 

11 11-12 1 4.528×106 

12 12-13 1 4.528×106 

13 13-14 1 4.909×106 

14 14-15 1 4.909×106 

15 15-16 4 5.750×107 

16 16-17 6 3.221×106 

17 17-18 6 1.886×107 

18 18-19 6 1.886×107 

19 19-20 6 1.018×107 

20 21-22 1 2.195×109 

21 22-23 1 3.578×109 

22 23-24 1 3.578×109 

23 24-25 3 8.896×108 

24 25-26 3 8.896×108 

25 26-27 3 8.896×108 

26 27-28 3 8.896×108 

27 47-29 3 8.896×108 

28 29-30 3 8.896×108 

29 30-31 3 8.896×108 

30 31-32 3 8.896×108 

31 32-33 2 8.127×108 

32 33-34 2 8.127×108 

33 34-35 2 8.127×108 

34 44-36 4 5.075×1011 

35 36-37 2 9.799×109 

36 37-38 2 9.799×109 

37 38-39 2 9.799×109 

38 39-40 5 2.246×109 

39 40-41 5 2.246×109 

40 41-42 5 2.246×109 

41 42-43 5 9.684×108 

42 7-46 1 7.187×106 

43 28-47 3 8.896×108 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

2 23 

6 27 

10 31 

17 40 

19 42 

19 42 

33 36 

33 36 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

46 

47 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.02×105 0.3 

4 2.01×105 0.3 

5 －  1.98×105 0.3 

6 －  2.00×105 0.3 
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原
動
機

 

原
動
機
台

 

ポ
ン
プ
ベ
ー
ス

 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ

 

ケ
ー
シ
ン
グ

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

ロ
ー
タ

Ｚ
 

Ｘ
 

Ｙ
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

Ａ
 

Ａ
 

Ｂ
 
Ｃ

 
Ｂ

 
Ｃ

 

基
礎
ボ
ル
ト

 
ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 
原
動
機
取
付
ボ
ル
ト

 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 
Ｂ
～
Ｂ
矢
視
図

 
Ｃ
～
Ｃ
矢
視
図

 

Ｄ
４

 
Ｄ

２
 

Ｄ
１
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3.　循環水ポンプ

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基

づき，循環水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するもの

である。 

循環水ポンプは，設計基準対象施設のうち浸水防止設備としてＳクラス施設に分類され

る。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

なお，循環水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立形ポン

プであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐

震性についての計算書作成の基本方針」に基づく評価を基本とし，浸水防止設備としての評

価部位も評価を実施する。 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

循環水ポンプの構造計画を表 3.2－1に示す。 
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表
3.
2－

1 
構
造
計
画
 

計
画
の
概
要
 

概
略
構
造
図
 

基
礎
・
支
持
構
造
 

主
体
構
造
 

ポ
ン
プ
は
ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル

ト
で
ポ
ン
プ
ベ
ー
ス
に
固
定

さ
れ
る
。
ポ
ン
プ
ベ
ー
ス
は

円
筒
形
の
リ
ブ
を
介
し
て
水

平
方
向
の
荷
重
を
基
礎
に
伝

達
す
る
構
造
と
し
，
基
礎
ボ

ル
ト
で
基
礎
に
据
え
付
け

る
。
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン

グ
は
短
管
に
接
続
さ
れ
，
短

管
は
壁
に
支
持
さ
れ
る
。
 

タ
ー
ボ
形

（
タ
ー
ボ
形
立
形
ポ
ン
プ

（
海
水
ポ
ン
プ
））

 

基
礎

 

（
単
位
：
m
m）

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

ポ
ン
プ

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ

 
ケ
ー
シ
ン
グ

短
管

 

ポ
ン
プ
ベ
ー
ス

 

壁
 

保
護
管

 

ロ
ー
タ

ポ
ン
プ
ベ
ー
ス
部
拡
大
図

 

ポ
ン
プ
ベ
ー
ス

 

リ
ブ

基
礎

 

基
礎

 

ボ
ル
ト
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3.3 固有値解析及び構造強度評価 

3.3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

循環水ポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき行う。ただし，解析モデルにおいてディスチャージケーシングに接

続される短管の剛性を考慮することとしており，短管の剛性が NS方向及び EW方向で異な

ることから，各方向で異なるモデルにより耐震評価を行う。なお，水平方向はスペクトル

モーダル解析，鉛直方向は静的解析を用いて行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地

震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

基礎ボルトの構造強度評価において，水平方向の地震荷重及びポンプ振動によりポンプ

ベースに作用する荷重は，ポンプベースのリブを介して基礎に伝達されるため基礎ボルト

に作用しない。また，循環水ポンプは電動機とポンプが独立した基礎を有する構造である

ことから，ポンプ回転により作用するモーメントを考慮して基礎ボルトの評価を行う。循

環水ポンプは浸水防止設備であるため，評価部位としてディスチャージケーシングの評価

を実施する。ディスチャージケーシングの耐震計算方法は上記方針によらないため，

「3.3.6 計算方法」に基づき実施する。 

3.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

循環水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3.3－1に示す。 

(2) 許容応力

循環水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3.3－2及び

表 3.3－3のとおりとする。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件

循環水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 3.3－4に示す。 
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表
3.

3－
1 

荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

浸
水
防
止
設
備
 

循
環
水
ポ
ン
プ
 

Ｓ
 

そ
の
他
の
ポ
ン
プ

＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｄ
* 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
ポ
ン
プ
の
支
持
構
造
物
を
含
む
。
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表
3.

3－
2 

許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
ポ
ン
プ
））

 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

一
次
膜
応
力
＋
 

一
次
曲
げ
応
力
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｓ
ｙ
と

0.
6・

Ｓ
ｕ
の
小
さ
い
方
 

た
だ
し
，
オ
ー
ス
テ
ナ
イ
ト
系
ス

テ
ン
レ
ス
鋼
及
び
高
ニ
ッ
ケ
ル
合

金
に
つ
い
て
は
上
記
値
と

1.
2・

Ｓ

と
の
大
き
い
方
 

左
欄
の

1.
5
倍
の
値
 

＊

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
の
み
に
よ
る
疲
労
解

析
を
行
い
，
疲
労
累
積
係
数
が

1
.
0
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

た
だ
し
，
地
震
動
の
み
に
よ
る
一
次
＋
二
次
応
力
の
変
動
値
が

2
・
Ｓ

ｙ

以
下
で
あ
れ
ば
，
疲
労
解
析
は
不
要
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

0.
6
・
Ｓ

ｕ
 

左
欄
の

1.
5
倍
の
値
 

注
記
＊
：

2・
Ｓ

ｙ
を
超
え
る
場
合
は
弾
塑
性
解
析
を
行
う
。
こ
の
場
合
，
設
計
・
建
設
規
格

 
PV
B-
33
00
（
PV
B-
3
31
3
 を

除
く
。
Ｓ

ｍ
は

2
/
3・

Ｓ
ｙ
と
読
み
替
え
る
。）

の
簡
易
弾
塑
性
解
析
を
用
い
る
。
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表
3.
3－

3 
許
容
応
力
（
浸
水
防
止
設
備
（
支
持
構
造
物
））

 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，
＊
2

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次
応
力
 

引
張
 

せ
ん
断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ
 

1
.
5・

ｆ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5・

ｆ
ｔ

 
1
.
5・

ｆ
ｓ

 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

＊

＊
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表
3.

3－
4 

使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
 

(M
Pa
) 

Ｓ
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3.3.3 解析モデル及び諸元 

(1) モデル化に際しては，ロータ，保護管及びコラムパイプに対して水の付加質量及び排除

水体積質量を考慮する。 

(2) 固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【循環水ポン

プの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(3) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確

認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.3.4 固有周期 

固有値解析のうち NS方向モデルの結果を表 3.3－5に，EW方向モデルの結果を表 3.3－

6に示す。振動モード図のうち NS方向モデルの図を図 3.3－1，図 3.3－2及び図 3.3－3

に，EW方向モデルの図を図 3.3－4，図 3.3－5及び図 3.3－6 に示す。固有周期は，0.05

秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 7次モード以降で卓越

し，固有周期は 0.05秒以下であることを確認した。 

表 3.3－5 固有値解析結果（NS方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.145 9.225 ― ― 

2次 水平 0.129 2.635 ― ― 

3次 水平 0.073 1.838 ― ― 

4次 水平 0.059 0.519 ― ― 

5次 水平 0.051 -0.026 ― ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 3.3－1 振動モード（NS方向モデル）（1次モード 水平方向 0.145s） 

図 3.3－2 振動モード（NS方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 

35



S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
0
-2
-1
1 
R0
 

図 3.3－3 振動モード（NS方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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表 3.3－6 固有値解析結果（EW方向モデル） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 0.146 ― -9.222 ― 

2次 水平 0.129 ― 2.583 ― 

3次 水平 0.073 ― -1.824 ― 

4次 水平 0.059 ― -0.498 ― 

5次 水平 0.051 ― -0.022 ― 

6次 水平 0.038 ― ― ― 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

図 3.3－4 振動モード（EW方向モデル）（1次モード 水平方向 0.146s） 
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図 3.3－5 振動モード（EW方向モデル）（2次モード 水平方向 0.129s） 

図 3.3－6 振動モード（EW方向モデル）（3次モード 水平方向 0.073s） 
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3.3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力のうち NS方向を表 3.3－7に，EW方向を表 3.3－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-

2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-

1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

表 3.3－7 設計用地震力（設計基準対象施設）（NS 方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.145＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.145 2.70 ― ― 4.63 ― ― 

2次 0.129 2.70 ― ― 4.68 ― ― 

3次 0.073 1.34 ― ― 2.58 ― ― 

4次 0.059 1.47 ― ― 2.78 ― ― 

5次 0.051 1.13 ― ― 2.25 ― ― 

動的震度＊6，＊7 0.80 ― 0.63 1.41 ― 1.26 

静的震度＊8 0.58 ― 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

を上回る設計震度及び設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 3.3－8 設計用地震力（設計基準対象施設）（EW 方向） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.146＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直

震度＊5 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.146 ― 4.27 ― ― 5.99 ― 

2次 0.129 ― 3.36 ― ― 5.46 ― 

3次 0.073 ― 1.03 ― ― 2.62 ― 

4次 0.059 ― 1.24 ― ― 2.25 ― 

5次 0.051 ― 1.21 ― ― 1.94 ― 

動的震度＊6，＊7 ― 0.95 0.63 ― 1.67 1.26 

静的震度＊8 ― 0.58 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度及び設計用震度Ⅱ（基準地

震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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3.3.6 計算方法 

(1) 記号の説明

循環水ポンプのディスチャージケーシングの応力評価に使用する記号を表 2.3－9に示

す。 

表 3.3－9 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｄ ディスチャージケーシングの断面積 mm2 

ＣＰ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｄ ディスチャージケーシングの内径 mm 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｍｄ ディスチャージケーシングに作用する水平方向地震による

モーメント

N･mm 

ＭｄＣｐ ディスチャージケーシングに作用する水平方向のポンプ振

動によるモーメント 

N･mm 

ｍｄ ポンプ床下部質量 kg 

Ｐｄ ディスチャージケーシングの内圧 MPa 

Ｓｄａ ディスチャージケーシングの許容応力 MPa 

ｔｄ ディスチャージケーシングの厚さ mm 

Ｚｄ ディスチャージケーシングの断面係数 mm3 

σｄ ディスチャージケーシングの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｄＣＨ１ ポンプ振動による震度によりディスチャージケーシングに

生じる水平方向の応力 

MPa 

σｄＣＨ２ 水平方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応

力 

MPa 

σｄＣＶ１ 自重及びポンプ振動による震度によりディスチャージケー

シングに生じる鉛直方向の応力

MPa 

σｄＣＶ２ 鉛直方向地震によりディスチャージケーシングに生じる応

力 

MPa 

σｄＺＰ ディスチャージケーシングの内圧による軸方向応力 MPa 

σｄθＰ ディスチャージケーシングの内圧による周方向応力 MPa 
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(2) ディスチャージケーシングの応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた結果により，ディスチャージケーシン

グに生じる応力を次式で求める。 

a. ポンプ振動による震度による水平方向の応力 

σｄＣＨ１＝
ＭｄＣｐ

Ｚｄ
 

b. 水平方向地震による応力 

σｄＣＨ２＝
Ｍｄ

Ｚｄ
 

c. 自重及びポンプ振動による震度による鉛直方向の応力 

σｄＣＶ１＝
（1＋ＣＰ）・ｍｄ・g

Ａｄ
 

d. 鉛直方向地震による応力 

σｄＣＶ２＝
ＣＶ・ｍｄ・g

Ａｄ
 

e. 内圧による応力 

σｄθＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

2・ｔｄ
 

σｄＺＰ＝
Ｐｄ・Ｄｄ

4・ｔｄ
 

以上の a.～e.の各応力から，一次一般膜応力は 

σｄ＝Max(σｄＣＨ１＋σｄＣＶ１＋√(σｄＣＨ２)
２
＋(σｄＣＶ２)

２
  

   ＋σｄＺＰ，σｄθＰ)  

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

3.3.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプの耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

  

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.3) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.5) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.6) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.4) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.2) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.1) 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (3.3.6.2.7) 

42



S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
0
-2
-1
1 
R0
 

3.3.8 応力の評価 

(1) ディスチャージケーシングの応力評価

3.3.6 (2)項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓｄａ以下であること。ただ

し，Ｓｄａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

応力の種類 

許容応力Ｓｄａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・

Ｓとの大きい方とする。 

0.6・Ｓｕ 
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3.4 評価結果 

3.4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

循環水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。NS方向及び EW

方向で解析モデルが異なるため，各方向に対する耐震評価結果を記載する。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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高
使
用
温
度
で
算
出

 

＊ 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出
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1
.3
 
計
算
数
値
 

(
1)

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

部
材
 

Ｍ
ｉ
(N
･m
m
) 

Ｍ
Ｃ
ｐ
ｉ
(N
･m
m
) 

Ｆ
ｂ
ｉ
(N
) 

Ｑ
ｂ
ｉ
(N
) 

Ｑ
ｂ
ｉ
(N
)

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 

注
記
＊
：
負
の
値
で
あ
り
引
張
力
は
生
じ
な
い
。
 

(
2)

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
 

Ｍ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
ｄ
 

Ｍ
ｄ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ
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Ｖ
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ボ
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：
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3 

コ
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ム
パ
イ
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力

(単
位
：
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部
材
 

材
料
 

応
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弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
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応
力
 

許
容
応
力
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イ
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設
計
用
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震
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ｄ
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は
静
的
震
度
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＝
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＝
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ｉ
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張
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―
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ｓ

１
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＊
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＝
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53
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地
震
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ｓ
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＝
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0 

せ
ん
断
 

τ
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 4
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１
＝

 1
18
 

τ
ｂ

１
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 4
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＝
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ポ
ン
プ
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付
ボ
ル
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（
ｉ
＝
2）

 

引
張
 

σ
ｂ

２
＝

 
5 
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ｔ
ｓ

２
＝

 1
53

＊
 

σ
ｂ

２
＝

  
41
 

ƒ
ｔ
ｓ

２
＝

 1
21

＊
 

せ
ん
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τ
ｂ

２
＝
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ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

τ
ｂ

２
＝

  
59
 

ƒ
ｓ
ｂ

２
＝

 1
18
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

注
記
＊
：
ƒ
ｔ
ｓ
i＝

Mi
n[
1
.4
・
ƒ
ｔ
ｏ
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1.
6・

τ
ｂ
ｉ
，
ƒ
ｔ
ｏ
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1
.4
.
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デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
の
応
力

 
 
(単

位
：
MP
a)
 

部
材
 

材
料
 

一
次
一
般
膜
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

σ
ｄ
＝
 
54
 

Ｓ
ｄ
ａ
＝

23
5 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

σ
ｄ
＝
 
82
 

Ｓ
ｄ
ａ
＝

24
0 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
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る
。
 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 

54



S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
2-

11
 R
0 

(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

Ｂ
～
Ｂ
矢
視
図

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

Ｄ
２

 

Ｄ
１

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎
ボ
ル
ト

 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ

 

ケ
ー
シ
ン
グ

ロ
ー
タ

保
護
管

 

Ｘ
(N
S
方
向

) 

Ｙ
 

Ｚ
(E
W
方
向

) 

短
管

 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
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【
循
環
水
ポ
ン
プ
の
耐
震
性
に
つ
い
て
の
計
算
結
果
】
 

2
.

設
計
基
準
対
象
施
設
（

EW
方
向
）

2
.1
 
設
計
条
件

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ

(m
) 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度

 
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

ポ
ン
プ
振
動
 

に
よ
る
震
度
 

最
高
使
用
 

温
度
 

(℃
) 

周
囲
環
境
 

温
度
 

(℃
) 

最
高
使
用
圧
力

(M
Pa
) 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

循
環
水
ポ
ン
プ
 

Ｓ
 

取
水
槽
 

E
L 
1
.1

＊
1  

0
.1
4
6 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝

0
.9
5
＊
2

又
は
＊
3

Ｃ
Ｖ
＝
0
.6
3
＊
2  

Ｃ
Ｈ
＝

1
.6
7
＊

4

又
は
＊
5 

Ｃ
Ｖ
＝

1
.2
6
＊

4  
Ｃ

ｐ
＝
0
.0
1 

3
0 

0
.3
1 

注
記
＊

1：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

＊
2：

設
計
用
震
度
Ⅱ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
及
び
静
的
震
度
を
上
回
る
設
計
震
度

 

＊
3：

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
に
よ
り
得
ら
れ
る
震
度

 

 
 
＊

4：
設
計
用
震
度
Ⅱ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
を
上
回
る
設
計
震
度

 

＊
5：

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
に
よ
り
得
ら
れ
る
震
度
 

2
.2
 
機
器
要
目
 

(
1)

ボ
ル
ト

(2
)

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

注
記
＊
1：

周
囲
環
境
温
度
で
算
出

 

＊
2：

最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ

部
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

Ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

ｄ
ｉ
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ
ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
ｆ
ｉ
 

Ｍ
ｐ

(
N･
m
m)
 

Ｓ
ｙ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
ｉ

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
ｉ
(R
T)
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ

(
MP
a
)

Ｆ
ｉ

(
MP
a
) 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｃ
 

(
mm
) 

ｔ
 

(
mm
) 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 
1
2 

1
2 

1
.3
3
7×

10
8  

1
98

＊
1  

5
04

＊
1  

2
05
 

2
05
 

2
05
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

―
 

2
35

＊

(
16
m
m＜

厚

さ
≦
40
m
m)
 

4
00

＊

(
16
m
m＜

厚

さ
≦
40
m
m)
 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 
2
4 

2
4 

1
.3
3
7×

10
8  

2
05

＊
2  

5
20

＊
2  

2
05
 

2
05

2
05
 

部
材
 

Ｓ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
MP
a
) 

Ｄ
ｄ
 

(
mm
) 

ｔ
ｄ
 

(
mm
) 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ

―
 

2
35

＊

(
16
m
m＜

厚
さ

≦
40
mm
) 

4
00

＊

(
16
m
m＜

厚
さ

≦
40
mm
) 

Ｈ
ｐ

 

(μ
m
) 

Ｎ
 

(
rp
m
) 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出

 

＊ 

注
記
＊
：
最
高
使
用
温
度
で
算
出
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(
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ボ
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ト
に
作
用
す
る
力

部
材
 

Ｍ
ｉ
(N
･m
m
) 

Ｍ
Ｃ
ｐ
ｉ
(N
･m
m
) 

Ｆ
ｂ
ｉ
(N
) 

Ｑ
ｂ
ｉ
(N
) 

Ｑ
ｂ
ｉ
(N
)

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1）

 

ポ
ン
プ
取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2）

 

(
2)

コ
ラ
ム
パ
イ
プ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
 

Ｍ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

コ
ラ
ム
パ
イ
プ

(
3)

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
ケ
ー
シ
ン
グ
に
作
用
す
る
力

 
(単

位
：

N･
mm
) 

部
材
 

Ｍ
ｄ
 

Ｍ
ｄ
Ｃ
ｐ
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
 

Ｓ
ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

デ
ィ
ス
チ
ャ
ー
ジ
 

ケ
ー
シ
ン
グ
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き）  

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

61
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

1 1-2 3 6.182×108 

2 2-3 3 6.182×108 

3 3-4 3 6.182×108 

4 4-5 3 6.182×108 

5 5-6 3 6.182×108 

6 6-7 3 6.182×108 

7 7-8 3 6.182×108 

8 8-9 3 6.182×108 

9 9-10 3 6.182×108 

10 10-11 3 6.182×108 

11 11-12 3 6.182×108 

12 12-13 3 3.321×109 

13 13-50 3 6.182×108 

14 14-15 3 4.833×108 

15 15-16 4 2.013×109 

16 16-17 4 3.017×108 

17 17-18 6 5.510×108 

18 19-20 1 3.595×1010 

19 20-21 2 7.821×109 

20 21-22 2 7.821×109 

21 22-23 2 1.343×109 

22 23-24 2 1.343×109 

23 24-25 2 1.343×109 

24 25-26 2 7.550×109 

25 26-27 2 1.486×109 

26 27-28 2 1.486×109 

27 28-29 2 1.486×109 

28 29-51 2 1.486×109 

29 31-32 1 6.765×1010 

30 32-33 1 9.954×1010 

31 33-34 1 2.053×1011 

32 34-35 1 2.053×1011 

33 35-36 2 1.557×1011 

34 36-37 2 1.557×1011 

35 37-38 2 1.557×1011 

36 38-39 2 1.557×1011 

37 39-40 2 1.557×1011 

38 40-41 2 1.778×1011 

39 41-42 2 1.778×1011 

40 42-43 2 1.557×1011 
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（続き） 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

(mm 2) 

断面二次  

モーメント

(mm 4)

41 43-44 2 1.557×1011 

42 44-52 2 1.557×1011 

43 47-46 5 7.464×1012 

44 50-14 3 6.182×108 

45 51-30 2 1.486×109 

46 52-45 2 1.557×1011 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号  ばね定数  ばねの方向  

3 19 

10 26 

18 48 

19 34 

26 41 

52 53 

42 46 

52 53 

42 46 

52 53 
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(4) 節点の質量

節点番号  
質量  

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号  
質量  

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

50 

51 

52 
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(5) 材料物性値

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 30 1.94×105 0.3 

2 30 2.02×105 0.3 

3 30 2.01×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.01×105 0.3 

6 70 1.98×105 0.3 
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Ｂ
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4. 隔離弁，配管

 4.1　概要

　　 本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　 ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，浸水防護施設の

 　管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持でき

　 ることを説明するものである。

 　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

浸水防護施設の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル

　 　単位に記載する。また，全24モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値

 　　／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条

　 　件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評

 　　価結果を4.4.2 (4)に記載する。

(2) 支持構造物

浸水防護施設の管の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

 　  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

 　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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4.2　配置概要，概略系統図及び鳥瞰図

 4.2.1　配置概要

図4.2－1に示すとおり，浸水防護重点化範囲への津波の流入を防止するため，隔離

弁を設置するとともに，バウンダリ機能を保持する配管を設置する。

図4.2－1　配置概要

：液体廃棄物処理系配管（Ｃクラス）

：Ｓクラスとする範囲

：隔離弁（電動弁，逆止弁）

：浸水防護重点化範囲

：原子炉補機海水系配管（Ｓクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（Ｓクラス）

：原子炉補機海水系放水配管（Ｃクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（Ｃクラス）

：タービン補機海水系配管（Ｃクラス）

：循環水系配管（Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）

R

H

T

C

注）浸水防護機能を除く耐震クラスを記載

：原子炉補機海水ポンプ（Ｓクラス）

：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（Ｓクラス）

：タービン補機海水ポンプ（Ｃクラス）

：循環水ポンプ（Ｃクラス）

，

【凡例】
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   4.2.2　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　浸水防護施設の管

（破線） 　浸水防護施設以外の管であって系統の概略を示すため

　に表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

DB3 クラス３管

DB4 クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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建
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建
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機
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プ

C
-
原

子
炉
補
機

海
水

ポ
ン
プ

B
-
原

子
炉
補
機

海
水

ポ
ン
プ

D
-
原

子
炉
補
機

海
水

ポ
ン
プ

 
注

記
＊

：
当

該
範

囲
は

原
子

炉
冷

却
系
統
施
設
の
管
で
あ
り

 
耐
震
計
算
結
果
は
「
Ⅵ
-
2-
5-
7-
1-
6」

に
て
示
す
。

R
S
W-
R
-4

R
S
W-
R
-4

R
S
W-
R
-4

R
S
W-
R
-3

R
S
W-
R
-3

R
S
W-
R
-3

M
M

M
M

M
M

RSW-T-3

原
子

炉
建
物

屋
外

RSW-R-4 RSW-T-4

RSW-R-3

高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ

補
機

海
水
系

概
略

系
統
図
よ
り

A
-
1原

子
炉
補
機

冷
却

系
熱
交
換
器

A
-
2原

子
炉
補
機

冷
却

系
熱
交
換
器

A
-
3原

子
炉
補
機

冷
却

系
熱
交
換
器

B
-
1原

子
炉
補
機

冷
却

系
熱
交
換
器

B
-
2原

子
炉
補
機

冷
却

系
熱
交
換
器

B
-
3原

子
炉
補
機

冷
却

系
熱
交
換
器

放
水
槽

タ
ー
ビ
ン

建
物

＊

＊

＊

＊

＊＊＊

＊ ＊ ＊

R
S
W-
Y
-2

R
S
W-
Y
-
2B

R
S
W-
Y
-
2A

R
S
W-
Y
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R
S
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Y
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R
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R
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   4.2.3　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　浸水防護施設の管

（破線） 　浸水防護施設以外の管であって解析モデルの概略を示すために表

  記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs
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 4.3　計算条件

   4.3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コー

　　ドは「ＨＩＳＡＰ」又は「ＭＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性

　　確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に

示す。
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施
設

名
称

設
備

名
称

系
統

名
称

機
器

等
の

区
分

耐
震

重
要

度
分

類
荷

重
の

組
合

せ
＊

1
，

＊
2

許
容

応
力

状
態

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

 
 
 
4
.
3
.
2
　

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

　
本

計
算

書
に

お
い

て
考

慮
す

る
荷

重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
状

態
を

下
表

に
示

す
。

 

浸
水

防
護

施
設

(
浸

水
防

止
設

備
)

―

原
子

炉
補

機
海

水
系

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

補
機

海
水

系

循
環

水
系

タ
ー

ビ
ン

補
機

海
水

系

ク
ラ

ス
３

管
Ｓ

＊
3

Ｓ
＊

3

Ｓ
＊

3

Ｓ
＊

3

Ⅲ
Ａ
Ｓ

＊
3

Ⅳ
Ａ
Ｓ

Ⅳ
Ａ
Ｓ

ク
ラ

ス
３

管

ク
ラ

ス
３

管

ク
ラ

ス
３

管

Ⅲ
Ａ
Ｓ

＊
3

Ⅳ
Ａ
Ｓ

Ⅲ
Ａ
Ｓ

＊
3

Ⅳ
Ａ
Ｓ

Ⅲ
Ａ
Ｓ

＊
3
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施
設

名
称

設
備

名
称

系
統

名
称

機
器

等
の

区
分

耐
震

重
要

度
分

類
荷

重
の

組
合

せ
＊

1
，

＊
2

許
容

応
力

状
態

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｄ

＊
3

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

　
　

＊
3
：

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
に

対
す

る
浸

水
防

止
機

能
保

持
の

信
頼

性
を

高
め

る
た

め
に

，
従

来
か

ら
の

Ｓ
ク

ラ
ス

設
備

の
耐

震

　
　

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

本
計

算
書

に
お

い
て

考
慮

す
る

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

を
下

表
に

示
す

。
 

注
記

＊
1
：

運
転

状
態

の
添

字
Ｌ

は
荷

重
を

示
す

。

　
　

＊
2
：

許
容

応
力

状
態

ご
と

に
最

も
厳

し
い

条
件

又
は

包
絡

条
件

を
用

い
て

評
価

を
実

施
す

る
。

 
設

計
と

同
様

に
，

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

に
よ

る
地

震
力

に
対

し
て

お
お

む
ね

弾
性

状
態

に
と

ど
ま

る
設

計
と

す
る

。

 
（

許
容

応
力

状
態

Ⅲ
Ａ
Ｓ

の
許

容
限

界
を

適
用

）

浸
水

防
護

施
設

(
浸

水
防

止
設

備
)

―
液

体
廃

棄
物

処
理

系
ク

ラ
ス

３
管

Ｓ
＊

3

Ⅲ
Ａ
Ｓ

＊
3

Ⅳ
Ａ
Ｓ
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点

　　番号を示す。

鳥  瞰  図　RSW-R-3

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 0.98  40

ⅣＡＳ 0.98  40

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 0.98  40

ⅣＡＳ 0.98  40

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 0.98  40

ⅣＡＳ 0.98  40

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 0.98  40

ⅣＡＳ 0.98  40

ⅤＡＳ ― ―

  3    20～52F,60F～67A

  4   55F～60F

   4.3.3　設計条件

   1N～12,15～73N
   22～79N

   13～19

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RSW-R-3

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震

重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

   1N～12,15～73N

   22～79N

  2    13～19  558.8   9.5 SM41A Ｓ 201933

  3    20～52F,60F～67A  711.2   9.5 SM41A Ｓ 201933

  4   55F～60F  711.2   9.5 SM400A Ｓ 201933

Ｓ 201933

設計条件

  1  457.2   9.5 SM41A
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　配管の付加質量

　鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点

   1N～12,15～73N,22～79N

   13～19

   20～52F,55F～67A
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フランジ部の質量

　鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点

   1N,73N,79N

   5F,8F,10F,69F,75F

  14F,17F

  21F,24F,27F,30F,34F,37F,40F,43F,46F,49F,63F,66F

  52F

  55F

  60F
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　弁部の質量

　鳥  瞰  図　RSW-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   53   540

 5401    54
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　弁部の寸法

　鳥  瞰  図　RSW-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

52F～53 53～540

540～5401 5401～54

53～55F
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　支持点及び貫通部ばね定数

 鳥　瞰　図　RSW-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

     401

 ** 6001 **

11

18

    2201

29

33

42

50

58

64

     67A

     73N

     79N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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   4.3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

SM41A  40 ― 245 400 ―

SM400A  40 ― 245 400 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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  4.3.5　設計用地震力

　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル

　　及び等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

　　針」に基づき設定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本

　　方針」に記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

　　方針」に基づき設定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

RSW-R-3 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数

(％)

等価繰返し回数
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 4.4　解析結果及び評価

   4.4.1　固有周期及び設計震度

   鳥  瞰  図　RSW-R-3

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

   ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

　　鳥  瞰  図　RSW-R-3

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図　　
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鳥
瞰

図
Ｒ

Ｓ
Ｗ

－
Ｒ

－
３
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鳥
瞰

図
Ｒ
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Ｗ
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Ｒ

－
３
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鳥
瞰

図
Ｒ

Ｓ
Ｗ

－
Ｒ
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３

代
表

的
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動
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図
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3
次

)
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下
表

に
示

す
と

お
り

最
大

応
力

及
び

疲
労

累
積

係
数

は
そ

れ
ぞ

れ
の

許
容

値
以

下
で

あ
る

。

ク
ラ

ス
３

管

疲
労

評
価

計
算

応
力

（
M
P
a
）

許
容

応
力

（
M
P
a
）

疲
労

累
積

係
数

Ｕ
Ｓ

ｄ
Ｕ

Ｓ
ｓ

一
次

応
力

　
Ｓ

ｐ
ｒ

ｍ
(
Ｓ

ｙ
＊
)

R
S
W
-
R
-
3

2
2

1
4
8

2
4
5

―

一
次

＋
二

次
応

力
　

Ｓ
ｎ

(
2
・

Ｓ
ｙ

)
R
S
W
-
R
-
3

2
2

2
5
3

4
9
0

―

一
次

応
力

　
Ｓ

ｐ
ｒ

ｍ
(
0
.
9
・

Ｓ
ｕ

)
R
S
W
-
R
-
3

2
2

2
6
5

3
6
0

―

一
次

＋
二

次
応

力
　

Ｓ
ｎ

(
2
・

Ｓ
ｙ

)
R
S
W
-
R
-
3

2
2

4
8
8

4
9
0

―

注
記

＊
：

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

及
び

高
ニ

ッ
ケ

ル
合

金
に

つ
い

て
は

，
Ｓ

ｙ
と

1
.
2
・

Ｓ
の

う
ち

大
き

い
方

と
す

る
。

応
力

評
価

Ⅲ
Ａ
Ｓ

鳥
瞰

図
番

号
最

大
応

力
評

価
点

Ⅳ
Ａ
Ｓ

 
 
 
4
.
4
.
2
 
 
評

価
結

果

(
1
)

管
の

応
力

評
価

結
果

許
容

応
力

状
態

最
大

応
力

区
分

(
許

容
応

力
)

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
0
-
2
-
1
1
 
R
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(
2
)

支
持

構
造

物
評

価
結

果

下
表

に
示

す
と

お
り

計
算

応
力

及
び

計
算

荷
重

は
そ

れ
ぞ

れ
の

許
容

値
以

下
で

あ
る

。

支
持

構
造

物
評

価
結

果
（

荷
重

評
価

）

―
メ

カ
ニ

カ
ル

ス
ナ

ッ
バ

―

S
N
O
-
R
S
W
-
7
8
8

オ
イ

ル
ス

ナ
ッ

バ
S
N
-
1
0
0

R
E
-
R
S
W
-
M
H
0
0
1
7

ロ
ッ

ド
レ

ス
ト

レ
イ

ン
ト

R
S
A
6
0

S
H
-
R
S
W
-
2
8
4

ス
プ

リ
ン

グ
ハ

ン
ガ

V
S
B
2
F
-
2
2

―
コ

ン
ス

タ
ン

ト
ハ

ン
ガ

―

―
リ

ジ
ッ

ト
ハ

ン
ガ

―

注
記

＊
1
：

あ
ら

か
じ

め
設

定
し

た
設

計
上

の
基

準
値

を
許

容
荷

重
と

し
て

実
施

す
る

評
価

　
　

＊
2
：

計
算

荷
重

が
あ

ら
か

じ
め

設
定

し
た

設
計

上
の

基
準

値
を

超
過

し
た

箇
所

に
対

し
て

，
Ｊ

Ｅ
Ａ

Ｇ
４

６
０

１
に

定
め

る
許

容
限

界
を

満
足

す
る

範
囲

内
で

 
新

た
に

設
定

し
た

設
計

上
の

基
準

値
を

許
容

荷
重

と
し

て
実

施
す

る
評

価
。

な
お

，
一

次
評

価
を

満
足

す
る

場
合

は
「

―
」

と
記

載
す

る
。

支
持

構
造

物
評

価
結

果
（

応
力

評
価

）

Ｆ
Ｘ

Ｆ
Ｙ

Ｆ
Ｚ

Ｍ
Ｘ

Ｍ
Ｙ

Ｍ
Ｚ

R
E
-
R
S
W
-
7
2
8

レ
ス

ト
レ

イ
ン

ト
ラ

グ
S
G
V
4
1
0

4
0

5
3
5

7
3

7
4

―
―

―
組

合
せ

4
4

7
0

A
N
-
R
S
W
-
M
H
0
0
0
3

ア
ン

カ
ラ

グ
S
T
P
G
3
7
0

4
0

8
6

8
4

5
8
0

3
8

3
6

1
0

組
合

せ
1
4
3

4
3
0

反
力

(
k
N
)

モ
ー

メ
ン

ト
(
k
N
･
m
)

応
力

分
類

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

支
持

点
荷

重
評

価
結

果

1
7
0

―
―

―
―

評
価

結
果

計
算

荷
重

(
k
N
)

許
容

荷
重

(
k
N
)

一
次

評
価

＊
1

二
次

評
価

＊
2

支
持

構
造

物
番

号
種

類
型

式
材

質
温

度
(
℃

)

支
持

構
造

物
番

号
種

類
型

式
材

質
温

度
(
℃

)

 
Ⅵ

-
2
-
1
-
1
2
「

配
 
管

及
び

支
持

構
造

 
物

の
耐

震
計

算
に

 
つ

い
て

」
参

照

―
―

―

2
6
0

1
5
0
0

―

6
6
0

1
0
8
0

―

1
1
3

S
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補
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-
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(
3
)

弁
の

動
的

機
能

維
持

の
評

価
結

果

下
表

に
示

す
と

お
り

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
機

能
確

認
済

加
速

度
以

下
又

は
機

能
維

持
評

価
用

加
速

度
が

動
作

機
能

確
認

済
加

速
度

以
下

か
つ

 
 
計

算
応

力
が

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

水
平

鉛
直

水
平

鉛
直

水
平

鉛
直

評
価

部
位

応
力

分
類

計
算

応
力

許
容

応
力

M
V
2
4
7
-
1
A

電
動

バ
タ

フ
ラ

イ
弁

 
β

（
Ｓ

ｓ
）

2
.
3

1
.
0

6
.
0

6
.
0

―
―

―
―

―
―

M
V
2
4
7
-
1
B

電
動

バ
タ

フ
ラ

イ
弁

 
β

（
Ｓ

ｓ
）

2
.
3

1
.
0

6
.
0

6
.
0

―
―

―
―

―
―

M
V
2
4
7
-
1
C

電
動

バ
タ

フ
ラ

イ
弁

 
β

（
Ｓ

ｓ
）

2
.
3

1
.
0

6
.
0

6
.
0

―
―

―
―

―
―

M
V
2
4
7
-
3

電
動

バ
タ

フ
ラ

イ
弁

 
β

（
Ｓ

ｓ
）

2
.
3

1
.
0

6
.
0

6
.
0

―
―

―
―

―
―

注
記

＊
1
：

弁
に

要
求

さ
れ

る
機

能
に

応
じ

て
以

下
を

記
載

す
る

。
 
α

（
Ｓ

ｓ
）

：
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

，
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
時

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
α

（
Ｓ

ｄ
）

：
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
時

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
β

（
Ｓ

ｓ
）

：
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

，
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
後

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
β

（
Ｓ

ｄ
）

：
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
後

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
　

　
＊

2
：

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
機

能
確

認
済

加
速

度
を

超
過

す
る

場
合

は
詳

細
評

価
を

実
施

し
，

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
動

作
機

能
確

認
済

加
速

度
以

 
下

か
つ

計
算

応
力

が
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

な
お

，
機

能
維

持
評

価
用

加
速

度
が

機
能

確
認

済
加

速
度

以
下

の
場

合
は

「
―

」
と

記
 
載

す
る

。

弁
番

号

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

(
×

9
.
8
m
/
s
2
)

機
能

確
認

済
加

速
度

(
×

9
.
8
m
/
s
2
)

詳
細

評
価

＊
2

構
造

強
度

評
価

結
果

(
M
P
a
)

動
作

機
能

確
認

済
加

速
度

(
×

9
.
8
m
/
s
2
)

形
式

要
求

機
能

＊
1

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
0
-
2
-
1
1
 
R
0
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弁

の
動

的
機

能
維

持
の

評
価

結
果

 
下

表
に

示
す

と
お

り
機

能
維

持
評

価
用

加
速

度
が

機
能

確
認

済
加

速
度

以
下

又
は

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
動

作
機

能
確

認
済

加
速

度
以

下
か

つ

 
計

算
応

力
が

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

水
平

鉛
直

水
平

鉛
直

水
平

鉛
直

評
価

部
位

応
力

分
類

計
算

応
力

許
容

応
力

V
2
4
7
-
5

逆
止

弁
 
β

（
Ｓ

ｓ
）

2
.
8

1
.
9

6
.
0

6
.
0

―
―

―
―

―
―

V
2
5
2
-
6
0
0
0

逆
止

弁
 
β

（
Ｓ

ｓ
）

2
.
8

1
.
9

6
.
0

6
.
0

―
―

―
―

―
―

注
記

＊
1
：

弁
に

要
求

さ
れ

る
機

能
に

応
じ

て
以

下
を

記
載

す
る

。
 
α

（
Ｓ

ｓ
）

：
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

，
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
時

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
α

（
Ｓ

ｄ
）

：
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
時

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
β

（
Ｓ

ｓ
）

：
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

，
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
後

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
β

（
Ｓ

ｄ
）

：
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
後

に
動

的
機

能
が

要
求

さ
れ

る
も

の
　

　
＊

2
：

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
機

能
確

認
済

加
速

度
を

超
過

す
る

場
合

は
詳

細
評

価
を

実
施

し
，

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
動

作
機

能
確

認
済

加
速

度
以

 
下

か
つ

計
算

応
力

が
許

容
応

力
以

下
で

あ
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

な
お

，
機

能
維

持
評

価
用

加
速

度
が

機
能

確
認

済
加

速
度

以
下

の
場

合
は

「
―

」
と

記
 
載

す
る

。

詳
細

評
価

＊
2

動
作

機
能

確
認

済
加

速
度

(
×

9
.
8
m
/
s
2
)

構
造

強
度

評
価

結
果

(
M
P
a
)

弁
番

号
形

式
要

求

機
能

＊
1

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

(
×

9
.
8
m
/
s
2
)

機
能

確
認

済
加

速
度

(
×

9
.
8
m
/
s
2
)

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
0
-
2
-
1
1
 
R
0
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代
表

モ
デ

ル
は

各
モ

デ
ル

の
最

大
応

力
点

の
応

力
と

裕
度

を
算

出
し

，
応

力
分

類
ご

と
に

裕
度

最
小

の
モ

デ
ル

を
選

定
し

て
鳥

瞰

 
 
図

，
計

算
条

件
及

び
評

価
結

果
を

記
載

し
て

い
る

。
下

表
に

，
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及

び
全

モ
デ

ル
の

評
価

結
果

を
示

す
。

ク
ラ

ス
３

管

評
価

点
計

算
応

力
(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

代 表
評

価
点

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

疲
労

累
積

係
数

代 表

1
 
R
S
W
-
R
-
3

 
 
2
2

1
4
8

2
4
5

1
.
6
5

○
 
 
2
2

2
5
3

4
9
0

1
.
9
3

―
○

2
 
R
S
W
-
R
-
4

 
 
1
6

1
1
3

2
4
5

2
.
1
6

－
 
 
3
9

1
4
7

4
9
0

3
.
3
3

―
－

3
 
R
S
W
-
T
-
3

 
 
6
6

9
2

2
1
5

2
.
3
3

－
 
 
6
6

1
7
9

4
3
0

2
.
4
0

―
－

4
 
R
S
W
-
T
-
4

 
 
1
0

5
6

2
4
5

4
.
3
7

－
 
 
2
F

1
2
3

4
9
0

3
.
9
8

―
－

5
 
R
S
W
-
Y
-
1

 
4
1
1

5
0

2
4
5

4
.
9
0

－
 
 
 
8

3
5

4
9
0

1
4
.
0
0

―
－

6
 
R
S
W
-
Y
-
1
A

 
8
1
3

3
5

2
4
5

7
.
0
0

－
 
 
 
1

1
5

4
9
0

3
2
.
6
6

―
－

7
 
R
S
W
-
Y
-
1
B

 
8
1
6

4
7

2
4
5

5
.
2
1

－
 
8
1
6

3
4

4
9
0

1
4
.
4
1

―
－

8
 
R
S
W
-
Y
-
2

 
5
1
1

4
8

2
4
5

5
.
1
0

－
 
8
0
2

3
2

4
9
0

1
5
.
3
1

―
－

9
 
R
S
W
-
Y
-
2
A

 
8
1
4

3
4

2
4
5

7
.
2
0

－
 
8
1
4

1
2

4
9
0

4
0
.
8
3

―
－

1
0

 
R
S
W
-
Y
-
2
B

 
 
 
2

3
5

2
4
5

7
.
0
0

－
 
 
 
2

3
2

4
9
0

1
5
.
3
1

―
－

1
1

 
H
P
S
W
-
R
-
2

 
 
3
6

7
1

2
1
5

3
.
0
2

－
 
 
3
6

9
4

4
3
0

4
.
5
7

―
－

1
2

 
C
S
W
-
T
-
1
A

 
 
8
A

3
2

2
3
5

7
.
3
4

－
 
 
8
A

2
0

4
7
0

2
3
.
5
0

―
－

1
3

 
C
S
W
-
T
-
1
B

 
 
8
A

3
2

2
3
5

7
.
3
4

－
 
 
8
A

2
0

4
7
0

2
3
.
5
0

―
－

1
4

 
C
S
W
-
T
-
1
C

 
 
8
A

3
2

2
3
5

7
.
3
4

－
 
 
8
A

2
0

4
7
0

2
3
.
5
0

―
－

1
5

 
C
S
W
-
I
-
1
A

 
 
1
A

1
6

2
3
5

1
4
.
6
8

－
 
 
1
A

6
4
7
0

7
8
.
3
3

―
－

(
4
)

代
表

モ
デ

ル
の

選
定

結
果

及
び

全
モ

デ
ル

の
評

価
結

果

N
o

鳥
瞰

図
番

号

許
容

応
力

状
態

Ⅲ
Ａ
Ｓ

一
次

応
力

評
価

一
次

＋
二

次
応

力
評

価

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
0
-
2
-
1
1
 
R
0

100



代
表

モ
デ

ル
は

各
モ

デ
ル

の
最

大
応

力
点

の
応

力
と

裕
度

を
算

出
し

，
応

力
分

類
ご

と
に

裕
度

最
小

の
モ

デ
ル

を
選

定
し

て
鳥

瞰

 
図

，
計

算
条

件
及

び
評

価
結

果
を

記
載

し
て

い
る

。
下

表
に

，
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及

び
全

モ
デ

ル
の

評
価

結
果

を
示

す
。

ク
ラ

ス
３

管

評
価

点
計

算
応

力
(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

代 表
評

価
点

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

疲
労

累
積

係
数

代 表

1
6

 
C
S
W
-
I
-
1
B

 
 
1
A

1
6

2
3
5

1
4
.
6
8

－
 
 
1
A

6
4
7
0

7
8
.
3
3

―
－

1
7

 
C
S
W
-
I
-
1
C

 
 
1
A

1
6

2
3
5

1
4
.
6
8

－
 
 
1
A

6
4
7
0

7
8
.
3
3

―
－

1
8

 
C
S
W
-
I
-
1
P
A

 
 
4
A

3
3

2
3
5

7
.
1
2

－
 
 
4
A

2
3

4
7
0

2
0
.
4
3

―
－

1
9

 
C
S
W
-
I
-
1
P
B

 
 
4
A

3
3

2
3
5

7
.
1
2

－
 
 
4
A

2
3

4
7
0

2
0
.
4
3

―
－

2
0

 
C
S
W
-
I
-
1
P
C

 
 
4
A

3
3

2
3
5

7
.
1
2

－
 
 
4
A

2
3

4
7
0

2
0
.
4
3

―
－

2
1

 
T
S
W
-
I
-
2
-
1

 
4
4
1

6
2

2
4
5

3
.
9
5

－
 
4
4
1

8
7

4
9
0

5
.
6
3

―
－

2
2

 
T
S
W
-
I
-
2
-
2

 
4
0
1

5
7

2
4
5

4
.
2
9

－
 
4
0
1

3
9

4
9
0

1
2
.
5
6

―
－

2
3

 
T
S
W
-
Y
-
2

 
 
 
7

6
3

2
4
5

3
.
8
8

－
 
 
 
7

7
7

4
9
0

6
.
3
6

―
－

2
4

 
R
W
L
-
Y
-
1

 
8
5
2

4
4

2
3
1

5
.
2
5

－
 
8
5
2

5
1

4
6
3

9
.
0
7

―
－

代
表

モ
デ

ル
の

選
定

結
果

及
び

全
モ

デ
ル

の
評

価
結

果

N
o

鳥
瞰

図
番

号

許
容

応
力

状
態

Ⅲ
Ａ
Ｓ

一
次

応
力

評
価

一
次

＋
二

次
応

力
評

価

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
0
-
2
-
1
1
 
R
0

101



代
表

モ
デ

ル
は

各
モ

デ
ル

の
最

大
応

力
点

の
応

力
と

裕
度

を
算

出
し

，
応

力
分

類
ご

と
に

裕
度

最
小

の
モ

デ
ル

を
選

定
し

て
鳥

瞰

 
図

，
計

算
条

件
及

び
評

価
結

果
を

記
載

し
て

い
る

。
下

表
に

，
代

表
モ

デ
ル

の
選

定
結

果
及

び
全

モ
デ

ル
の

評
価

結
果

を
示

す
。

ク
ラ

ス
３

管

評
価

点
計

算
応

力
(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

代 表
評

価
点

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

疲
労

累
積

係
数

代 表

1
 
R
S
W
-
R
-
3

 
 
2
2

2
6
5

3
6
0

1
.
3
5

○
 
 
2
2

4
8
8

4
9
0

1
.
0
0

―
○

2
 
R
S
W
-
R
-
4

 
 
1
6

1
8
3

3
6
0

1
.
9
6

－
 
 
1
6

2
8
5

4
9
0

1
.
7
1

―
－

3
 
R
S
W
-
T
-
3

 
 
6
6

1
9
2

3
3
3

1
.
7
3

－
 
 
6
6

3
9
9

4
3
0

1
.
0
7

―
－

4
 
R
S
W
-
T
-
4

 
 
1
0

6
9

3
6
0

5
.
2
1

－
 
 
1
5

2
4
6

4
9
0

1
.
9
9

―
－

5
 
R
S
W
-
Y
-
1

 
 
 
8

6
9

3
6
0

5
.
2
1

－
 
8
0
2

8
1

4
9
0

6
.
0
4

―
－

6
 
R
S
W
-
Y
-
1
A

 
8
1
3

4
2

3
6
0

8
.
5
7

－
 
8
1
3

2
9

4
9
0

1
6
.
8
9

―
－

7
 
R
S
W
-
Y
-
1
B

 
8
1
6

6
6

3
6
0

5
.
4
5

－
 
8
1
6

7
4

4
9
0

6
.
6
2

―
－

8
 
R
S
W
-
Y
-
2

 
5
1
1

7
7

3
6
0

4
.
6
7

－
 
5
1
1

8
6

4
9
0

5
.
6
9

―
－

9
 
R
S
W
-
Y
-
2
A

 
8
1
4

4
1

3
6
0

8
.
7
8

－
 
8
1
4

2
7

4
9
0

1
8
.
1
4

―
－

1
0

 
R
S
W
-
Y
-
2
B

 
 
 
2

5
0

3
6
0

7
.
2
0

－
 
 
 
2

5
9

4
9
0

8
.
3
0

―
－

1
1

 
H
P
S
W
-
R
-
2

 
 
3
6

1
4
3

3
3
3

2
.
3
2

－
 
 
3
6

2
4
0

4
3
0

1
.
7
9

―
－

1
2

 
C
S
W
-
T
-
1
A

 
 
8
A

4
1

3
6
0

8
.
7
8

－
 
 
8
A

3
9

4
7
0

1
2
.
0
5

―
－

1
3

 
C
S
W
-
T
-
1
B

 
 
8
A

4
1

3
6
0

8
.
7
8

－
 
 
8
A

3
9

4
7
0

1
2
.
0
5
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，タービン補機海水系隔離システムが設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

タービン補機海水系隔離システムは，漏えい検知器及び防護設備制御盤から構成される。ター

ビン補機海水系隔離システムの構成を図 1－1に示す。 

「2. 漏えい検知器」においては，タービン補機海水系隔離システムのうち漏えい検知器が設

計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できることを説明する。構造強度

評価として，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部について評価を実施し，電気的機能維持評価と

して，電極式水位検出器を評価対象部位として評価を実施する。 

「3. 防護設備制御盤」においては，タービン補機海水系隔離システムのうち防護設備制御盤

が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できることを説明する。構造

強度評価として，耐震評価上厳しくなる取付ボルト部について評価を実施し，電気的機能維持評

価として，防護設備制御盤に設置される器具を評価対象部位として評価を実施する。 

電気的機能維持評価では，機能維持評価用加速度がすべて機能維持確認済加速度以下であるこ

とで評価する。 

タービン補機海水系隔離システムは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類され

る。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

図 1－1 タービン補機海水系隔離システムの構成 
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2. 漏えい検知器 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，漏えい検知器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を

維持できることを説明するものである。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

漏えい検知器の構造計画を表 2－1に示す。 
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3   

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，圧縮継手によ

りサポート鋼材に固定す

る。 

サポート鋼材は，基礎ボ

ルトにより壁面に設置す

る。 

 

電極式水位検出器  
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

対象機器 LE245-5A-1 LE245-5A-2 LE245-5B-1 LE245-5B-2 

たて 

横 

高さ 

対象機器 LE245-5C-1 LE245-5C-2 LE245-6A-1 LE245-6A-2 

たて 

横 

高さ 

対象機器 LE245-6B-1 LE245-6B-2 LE245-6C-1 LE245-6C-2 

たて 

横 

高さ 

（単位：mm） 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

対象機器 LE245-7A-1 LE245-7A-2 LE245-7B-1 LE245-7B-2 

たて 

横 

高さ 

対象機器 LE245-7C-1 LE245-7C-2 LE245-8A-1 LE245-8A-2 

たて 

横 

高さ 

対象機器 LE245-8B-1 LE245-8B-2 LE245-8C-1 LE245-8C-2 

たて 

横 

高さ 

（単位：mm） 
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2.2.2 評価方針 

漏えい検知器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2.1 構造計画」にて示す漏えい検知器の部位を

踏まえ「2.3 評価部位」にて設定する箇所において，「2.4 固有周期」で算出した固有周

期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「2.5 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，漏えい検知器の機能維持評価は，Ⅵ-2-

1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用

加速度が機能確認済加速度以下であることを，「2.6 機能維持評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「2.7 評価結果」に示す。 

漏えい検知器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 漏えい検知器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

漏えい検知器の構造強度評価 

地震応答解析 

機能維持評価用加速度 

漏えい検知器の機能維持評価 
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2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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2.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

 

g 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

Ｚ１ 

Ｚ２ 

Ｚｐ 

π 

σｂ 

τｂ 

サポート鋼材の断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

基礎ボルトに作用するせん断力（1本当たり） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

検出器の荷重 

保護管の荷重 

サポート鋼材の弱軸回りの断面係数 

サポート鋼材の強軸回りの断面係数 

サポート鋼材のねじり断面係数 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s2 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

N 

N 

mm3 

mm3 

mm3 

― 

MPa 

MPa 
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2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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2.3 評価部位 

漏えい検知器の耐震評価は，「2.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなる基礎ボルト部について実施する。漏えい検知器の耐震評価部位については，表 2－

1の概略構造図に示す。 
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2.4 固有周期 

2.4.1 固有値解析方法 

漏えい検知器の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 漏えい検知器は，「2.4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデルにより固有

周期を算出する。 
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2.4.2 解析モデル及び諸元 

漏えい検知器の解析モデルを図 2－2に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を本計算書の【漏えい検知器（LE245-5A-1，2，LE245-5B-1，2，LE245-5C-1，2）

の耐震性についての計算結果】，【漏えい検知器（LE245-6A-1，2，LE245-6B-1，2，LE245-

6C-1，2）の耐震性についての計算結果】，【漏えい検知器（LE245-7A-1，2，LE245-7B-1，

2，LE245-7C-1，2）の耐震性についての計算結果】，【漏えい検知器（LE245-8A-1，2，

LE245-8B-1，2，LE245-8C-1，2）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示

す。 

(1) 漏えい検知器の検出器及び保護管の質量は，それぞれの重心に集中するものとする。

(2) 漏えい検知器の検出器及び保護管の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置

に重心位置を設定する。 

(3) 拘束条件として，基礎部の並進方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体として評

価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 2－2 解析モデル 
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2.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 2－3，振動モード図を図 2－3に示す。固有周期は 0.05秒以下で

あり，剛構造であることを確認した。 

表 2－3 固有値解析結果 

機器番号 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

LE245-5A-1，2，

LE245-5B-1，2，

LE245-5C-1，2，

LE245-6A-1，2，

LE245-6B-1，2，

LE245-6C-1，2，

LE245-7A-1，2，

LE245-7B-1，2，

LE245-7C-1，2，

LE245-8A-1，2，

LE245-8B-1，2， 

LE245-8C-1，2 

1次 水平 ― ― ― 
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図 2－3 振動モード（1次モード 水平方向 s）
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

2.4.2項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，漏えい検知器に対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用

する。 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

漏えい検知器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 2－4に示す。 

2.5.2.2 許容応力 

漏えい検知器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 2－5の

とおりとする。 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

漏えい検知器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 2－6に示す。
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S2 補 Ⅵ-2-10-2-12 R0 

表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 

発電用原子炉

の附属施設 

浸水防護 

施設 
漏えい検知器 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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S2 補 Ⅵ-2-10-2-12 R0 

表 2－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-10-2-12 R0 

 

 
 
 

表 2－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 ― 
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2.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 2－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。

表 2－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

漏えい検知器 

（LE245-5A-1，2， 

LE245-5B-1，2， 

LE245-5C-1，2） 

タービン建物

EL 0.25

(EL 2.0＊1)

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

0.81＊2 

ＣＶ＝ 

0.51＊2 

ＣＨ＝ 

1.74＊3 

ＣＶ＝ 

0.99＊3 

漏えい検知器 

（LE245-6A-1，2， 

LE245-6B-1，2， 

LE245-6C-1，2） 

取水槽 

EL 1.1 

(EL 8.8＊1) 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

2.22＊2 

ＣＶ＝ 

1.01＊2 

ＣＨ＝ 

5.64＊3 

ＣＶ＝ 

1.55＊3 

漏えい検知器 

（LE245-7A-1，2， 

LE245-7B-1，2， 

LE245-7C-1，2） 

タービン建物 EL

2.0 

(EL 5.5＊1) 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

1.07＊2 

ＣＶ＝ 

0.54＊2 

ＣＨ＝ 

2.18＊3 

ＣＶ＝ 

1.05＊3 

漏えい検知器 

（LE245-8A-1，2， 

LE245-8B-1，2， 

LE245-8C-1，2） 

屋外配管ダクト

（タービン建物～

放水槽）

EL 1.9 

(EL 4.9～1.9＊1) 

0.05 

以下 

ＣＨ＝ 

0.98＊2 

ＣＶ＝ 

0.83＊2 

ＣＨ＝ 

2.24＊3 

ＣＶ＝ 

2.22＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 応力の計算方法 

2.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる個別解析から基礎ボルト 1本当

たりの発生力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 2－4 計算モデル（基礎ボルト） 

個別解析によって得られた基礎ボルト部の評価点の最大発生力を表 2－8及び

表 2－9に示す。 
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表 2－8 サポート発生反力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

対象機器 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LE245-5A-1，2, 

LE245-5B-1，2, 

LE245-5C-1，2 

LE245-6A-1，2, 

LE245-6B-1，2, 

LE245-6C-1，2 

LE245-7A-1，2, 

LE245-7B-1，2, 

LE245-7C-1，2 

LE245-8A-1，2, 

LE245-8B-1，2, 

LE245-8C-1，2 
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表 2－9 サポート発生反力（基準地震動Ｓｓ） 

対象機器 

反力(N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

LE245-5A-1，2, 

LE245-5B-1，2, 

LE245-5C-1，2 

LE245-6A-1，2, 

LE245-6B-1，2, 

LE245-6C-1，2 

LE245-7A-1，2, 

LE245-7B-1，2, 

LE245-7C-1，2 

LE245-8A-1，2, 

LE245-8B-1，2, 

LE245-8C-1，2 
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(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力 

σｂ ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
･････････････････････････････････････････ (2.5.4.1.1.1)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･･･････････････････････････････････････ (2.5.4.1.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力 

τｂ ＝ 
Ｑｂ

Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････  (2.5.4.1.1.3) 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【漏えい検知器（LE245-5A-1，2，LE245-

5B-1，2，LE245-5C-1，2）の耐震性についての計算結果】，【漏えい検知器（LE245-6A-

1，2，LE245-6B-1，2，LE245-6C-1，2）の耐震性についての計算結果】，【漏えい検知

器（LE245-7A-1，2，LE245-7B-1，2，LE245-7C-1，2）の耐震性についての計算結果】，

【漏えい検知器（LE245-8A-1，2，LE245-8B-1，2，LE245-8C-1，2）の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

2.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･････････････････････ (2.5.6.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
・1.5

 Ｆ ＊

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

 Ｆ ＊

1.5・ 3
・1.5
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2.6 機能維持評価 

2.6.1 電気的機能維持評価方法 

漏えい検知器の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

漏えい検知器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形

式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最

大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－10に示す。 

表 2－10 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

漏えい検知器 

（LE245-5A-1，2，LE245-5B-1，2，LE245-5C-1，2， 

LE245-6A-1，2，LE245-6B-1，2，LE245-6C-1，2， 

LE245-7A-1，2，LE245-7B-1，2，LE245-7C-1，2， 

LE245-8A-1，2，LE245-8B-1，2，LE245-8C-1，2） 

水平 

鉛直 
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2.7 評価結果 

2.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

漏えい検知器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気

的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【漏えい検知器（LE245-5A-1，2，LE245-5B-1，2，LE245-5C-1，2）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

漏えい検知器 

（LE245-5A-1，2，LE245-5B-1，2，

LE245-5C-1，2） 

Ｓ 

タービン建物

EL 0.25

(EL 2.0＊1)

0.05以下 ＣＨ＝0.81＊2 ＣＶ＝0.51＊2 ＣＨ＝1.74＊3 ＣＶ＝0.99＊3 50 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 
(N) 

Ｗ2 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 



30
 

S2 補 Ⅵ-2-10-2-12 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝144＊ σｂ＝1 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝111 τｂ＝1 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

漏えい検知器 

（LE245-5A-1，2，LE245-5B-1，2，LE245-5C-1，2） 

水平方向 1.46 

鉛直方向 0.83 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 

入力値 

（LE245-5A-1，2，

LE245-5B-1，2， 

LE245-5C-1，2） 

材質 ― ― SUS304 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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(2) 断面性状

部材 サポート鋼材

要素 ① 

Ａ(mm2) 

Ｚ１(mm3) 

Ｚ２(mm3)

Ｚｐ(mm3) 

断面形状(mm) 

（ａ×ｂ×ｃ） 
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【漏えい検知器（LE245-6A-1，2，LE245-6B-1，2，LE245-6C-1，2）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

漏えい検知器 

（LE245-6A-1，2，LE245-6B-1，2，

LE245-6C-1，2） 

Ｓ 

取水槽 

EL 1.1 

(EL 8.8＊1) 

0.05以下 ＣＨ＝2.22＊2 ＣＶ＝1.01＊2 ＣＨ＝5.64＊3 ＣＶ＝1.55＊3 50 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 
(N) 

Ｗ2 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝144＊ σｂ＝2 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝111 τｂ＝1 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

漏えい検知器 

（LE245-6A-1，2，LE245-6B-1，2，LE245-6C-1，2） 

水平方向 3.14 

鉛直方向 0.86 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 

入力値 

（LE245-6A-1，2，

LE245-6B-1，2， 

LE245-6C-1，2） 

材質 ― ― SUS304 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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(2) 断面性状

部材 サポート鋼材

要素 ① 

Ａ(mm2) 

Ｚ１(mm3) 

Ｚ２(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

断面形状(mm) 

（ａ×ｂ×ｃ） 
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【漏えい検知器（LE245-7A-1，2，LE245-7B-1，2，LE245-7C-1，2）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

漏えい検知器 

（LE245-7A-1，2，LE245-7B-1，2，

LE245-7C-1，2） 

Ｓ 

タービン建物

EL 2.0

(EL 5.5＊1)

0.05以下 ＣＨ＝1.07＊2 ＣＶ＝0.54＊2 ＣＨ＝2.18＊3 ＣＶ＝1.05＊3 50 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 
(N) 

Ｗ2 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝144＊ σｂ＝1 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝111 τｂ＝1 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

漏えい検知器 

（LE245-7A-1，2，LE245-7B-1，2，LE245-7C-1，2） 

水平方向 1.82 

鉛直方向 0.89 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 



39
 

S2 補 Ⅵ-2-10-2-12 R0 

1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 

入力値 

（LE245-7A-1，2，

LE245-7B-1，2， 

LE245-7C-1，2，） 

材質 ― ― SUS304 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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(2) 断面性状

部材 サポート鋼材

要素 ① 

Ａ(mm2) 

Ｚ１(mm3) 

Ｚ２(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

断面形状(mm) 

（ａ×ｂ×ｃ） 
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【漏えい検知器（LE245-8A-1，2，LE245-8B-1，2，LE245-8C-1，2）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

漏えい検知器 

（LE245-8A-1，2，LE245-8B-1，2， 

LE245-8C-1，2） 

Ｓ 

屋外配管ダクト（タービン

建物～放水槽） 

EL 1.9 

(EL 4.9～1.9＊1) 

0.05以下 ＣＨ＝0.98＊2 ＣＶ＝0.83＊2 ＣＨ＝2.24＊3 ＣＶ＝2.22＊3 50 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ1 
(N) 

Ｗ2 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

基礎ボルト 
241 

（径≦16mm） 

394 

（径≦16mm） 
241 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 σｂ＝1 ƒｔｓ＝144＊ σｂ＝1 ƒｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝1 ƒｓｂ＝111 τｂ＝1 ƒｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

漏えい検知器 

（LE245-8A-1，2，LE245-8B-1，2，LE245-8C-1，2） 

水平方向 1.88 

鉛直方向 1.85 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 

入力値 

（LE245-8A-1，2， 

LE245-8B-1，2， 

LE245-8C-1，2） 

材質 ― ― SUS304 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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(2) 断面性状

部材 サポート鋼材

要素 ① 

Ａ(mm2) 

Ｚ１(mm3) 

Ｚ２(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

断面形状(mm) 

（ａ×ｂ×ｃ） 
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3. 防護設備制御盤（2-1007）

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，防護設備制御盤が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを説明するものである。 

防護設備制御盤は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の直立形盤であ

るため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての

計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

防護設備制御盤の構造計画を表 3－1に示す。 
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表 3－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

防護設備制御盤は，取付

ボルトにてチャンネルベ

ースに設置する。 

チャンネルベースは溶接

にて基礎に埋め込まれた

金物に固定する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

【防護設備制御盤】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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3.3 固有周期 

3.3.1 固有周期の確認 

防護設備制御盤の固有周期は，構造が同等な盤に対する振動試験（自由振動試験）の結

果算定された固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－2に示す。 

表 3－2 固有周期   （単位：s） 

防護設備制御盤 

（2-1007） 

水平 0.05以下 

鉛直 0.05以下 
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3.4 構造強度評価 

3.4.1 構造強度評価方法 

防護設備制御盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

行う。 

 

3.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

防護設備制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 3－3に示す。 

 

3.4.2.2 許容応力 

防護設備制御盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－4

のとおりとする。 

 

3.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

防護設備制御盤の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 3－5に示す。 

 

3.4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【防護設備制御盤（2-1007）の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 

発電用原子炉 

の附属施設 

浸水防護 

施設 
防護設備制御盤 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 3－4 許容応力（その他の支持構造物）  

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 231 394 ― 
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3.5 機能維持評価 

3.5.1 電気的機能維持評価方法 

防護設備制御盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づ

き行う。 

防護設備制御盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，当該器具と類似の器具単体のサインビート波加振試験において，電気的機

能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 3－6に示す。 

表 3－6 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

防護設備制御盤 

（2-1007） 

水平 

鉛直 
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3.6 評価結果 

3.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

防護設備制御盤の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持で

きることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【防護設備制御盤（2-1007）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

防護設備制御盤 

（2-1007） 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 16.9＊1 
0.05以下 0.05以下 ＣＨ＝1.25＊2 ＣⅤ＝0.68＊2 ＣＨ＝1.88＊3 ＣⅤ＝1.46＊3 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

 ＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

ｈｉ

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
1300 

16 

(M16) 
201.1 36

231 

(16mm＜径≦40mm) 

394 

(16mm＜径≦40mm) 

部材 
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト

（ｉ＝2） 

300 480 12 

231 276 短辺方向 長辺方向 

1045 1285 4 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 σｂ２＝20 ƒｔｓ２＝173＊ σｂ２＝39 ƒｔｓ２＝207＊ 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝133 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝159 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

防護設備制御盤 

（2-1007） 

水平方向 1.56 

鉛直方向 1.22 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，津波監視カメラが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維

持できることを説明するものである。 

津波監視カメラは，２号機排気筒津波監視カメラ，３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメ

ラ及び３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの３式を設置する。津波監視カメラの配置図

を図1－1に示す。本計算書は各津波監視カメラの評価結果を示す。 

津波監視カメラは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準

対象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

図 1－1 津波監視カメラ配置図 

ＰＮ ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ 

（屋外 EL 15.0m） 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ 

（屋外 EL 15.0m） 

２号機排気筒津波監視カメラ 

（屋外 EL 64.3m） 
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2. ２号機排気筒津波監視カメラ 

2.1 一般事項 

2.1.1 構造計画 

２号機排気筒津波監視カメラの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画（２号機排気筒津波監視カメラ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視カメラは，津波監

視カメラ架台の一部で

あるカメラ取付プレー

トに監視カメラ取付ボ

ルトにより固定され，

津波監視カメラ架台は

排気筒主柱材に溶接に

より固定される。 

監視カメラ 

監視カメラ架台

監視カメラ架台 溶接

溶接

監視カメラ

監視カメラ取付ボルト

(上面図)

(側面図)

（単位：mm） 

排気筒 

カメラ取付プレート

カメラ取付プレート
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2.1.2 評価方針 

２号機排気筒津波監視カメラの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1.1 構造計画」にて示す津波監

視カメラの部位を踏まえ「2.2 評価部位」にて設定する箇所において，「2.3.3 解析モ

デル及び諸元」及び「2.3.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「2.3 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。また，津波監視カメラの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，機能維持評価

用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「2.4 機能維持評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。確認結果を「2.5 評価結果」に示す。 

２号機排気筒津波監視カメラの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 ２号機排気筒津波監視カメラの耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

支持構造物の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

監視カメラの電気的機能維持評価 
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2.1.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

・建築基準法・同施行令 

 

2.1.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 津波監視カメラ架台の断面積 mm2 

Ａｅｙ，Ａｅｚ 津波監視カメラ架台のせん断断面積 mm2 

Ａｗ 津波監視カメラ架台溶接部の断面積 mm2 

Ａｅｙｗ，Ａｅｚｗ 津波監視カメラ架台溶接部のせん断断面積 mm2 

Ａｂ 津波監視カメラ取付ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏ 津波監視カメラ取付ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆｘ 津波監視カメラ架台の軸力（ｘ方向） N 

Ｆｙ，Ｆｚ 津波監視カメラ架台のせん断力（ｙ，ｚ方向） N 

Ｆｘｂ 津波監視カメラ取付ボルトに作用する軸力（ｘ方向） N 

Ｆｙｂ，Ｆｚｂ 津波監視カメラ取付ボルトに作用するせん断力（ｙ，ｚ方向） N 

ƒｂ 津波監視カメラ架台の許容曲げ応力 MPa 

ƒｃ 津波監視カメラ架台の許容圧縮応力 MPa 

ƒｓ 津波監視カメラ架台の許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 津波監視カメラ架台の許容引張応力 MPa 

ƒｂｗ 津波監視カメラ架台溶接部の許容曲げ応力 MPa 

ƒｃｗ 津波監視カメラ架台溶接部の許容圧縮応力 MPa 

ƒｓｗ 津波監視カメラ架台溶接部の許容せん断応力 MPa 

ƒｔｗ 津波監視カメラ架台溶接部の許容引張応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓｂ 

 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｉｙ，Ｉｚ 津波監視カメラ架台の断面二次モーメント（ｙ，ｚ軸） mm4 

Ｉｙｗ，Ｉｚｗ 津波監視カメラ架台溶接部の断面二次モーメント（ｙ，ｚ軸） mm4 

Ｊ 津波監視カメラ架台のねじり定数 mm4 

Ｊｗ 津波監視カメラ架台溶接部のねじり定数 mm4 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍｘ 津波監視カメラ架台のねじりモーメント（ｘ軸） N･mm 

Ｍｙ 津波監視カメラ架台の曲げモーメント（ｙ，ｚ軸） N･mm 

ｎ 津波監視カメラ取付ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する津波監視カメラ取付ボル

トの本数 
― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 絶対（節点）座標軸 ― 

ｘ,ｙ,ｚ 局所（要素）座標軸 ― 

Ｚｐ 津波監視カメラ架台のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ，Ｚｚ 津波監視カメラ架台の断面係数（ｙ，ｚ軸） mm3 

Ｚｐｗ 津波監視カメラ架台溶接部のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙｗ，Ｚｚｗ 津波監視カメラ架台の断面係数（ｙ，ｚ軸） mm3 

Λ 津波監視カメラ架台の限界細長比 ― 

λ 津波監視カメラ架台の有効細長比 ― 

ν ポアソン比 ― 

 ν′ 座屈に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂ 津波監視カメラ架台に生じる曲げ応力 MPa 

σｂｗ 津波監視カメラ架台溶接部に生じる曲げ応力 MPa 

σｃ 津波監視カメラ架台に生じる圧縮応力 MPa 

σｃｗ 津波監視カメラ架台溶接部に生じる圧縮応力 MPa 

σｔ 津波監視カメラ架台に生じる引張応力 MPa 

σｔｗ 津波監視カメラ架台溶接部に生じる引張応力 MPa 

σｔｂ 津波監視カメラ取付ボルトに生じる引張応力 MPa 

τ 津波監視カメラ架台に生じるせん断応力 MPa 

τｗ 津波監視カメラ架台溶接部に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 津波監視カメラ取付ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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2.1.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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2.2 評価部位 

２号機排気筒津波監視カメラの耐震評価は，「2.4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」

に示す条件に基づき耐震評価上厳しくなる監視カメラ架台，架台溶接部及びカメラ取付ボルト

について耐震評価を実施する。津波監視カメラの耐震評価部位については，表 2－1 の概略構

造図に示す。 

2.3 地震応答解析及び構造強度評価 

2.3.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ２号機排気筒津波監視カメラの質量には，監視カメラ本体及び架台の質量のほか，

防水ボックス，電線管及び積雪により付加される質量を考慮する。 

(2) 地震力は，２号機排気筒津波監視カメラに対して水平２方向及び鉛直方向から個

別に作用させる。また，水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せに

は，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) 風圧力は，水平２方向それぞれの受風面積から荷重を算出し，はり要素に分布荷

重として同時に作用させる。集中質量としてモデル化している監視カメラ，防水ボッ

クスに対しては集中荷重として作用させる。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

2.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

２号機排気筒津波監視カメラの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 2－3に示す。 

(2) 許容応力

２号機排気筒津波監視カメラの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 2－4に示す。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件

２号機排気筒津波監視カメラの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 2－5に示す。 

(4) 風荷重

風荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，風速 30m/sを使用し，２号機排

気筒津波監視カメラの形状，風向きを踏まえ，作用する風圧力を算出する。風圧力の算出

の基準となる基準速度圧を表 2－6に示す。 
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(5) 積雪荷重

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cmに平均的な積雪荷

重を与えるための係数 0.35 を考慮し，２号機排気筒津波監視カメラの形状を踏まえ，算

出する。算出した単位面積当たりの積雪荷重を表 2－7に示す。 
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表 2－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用 

原子炉の 

附属施設 

浸水防護 

施設 
津波監視カメラ Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

＋ＰＫ＋ＰＳ 
ⅢＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 2－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 2－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

津波監視カメラ架台 

(C125×65×6) 

SS400 
周囲環境温度 50 ― ― 

津波監視カメラ架台 

溶接部 

SS400 
周囲環境温度 50 ― ― 

津波監視カメラ 

取付ボルト 

SS400 
周囲環境温度 50 ― ― 

表 2－6 基準速度圧 （単位：N/m2） 

作用する部位 基準速度圧 

２号機排気筒津波監視カメラ 1.801×103 

表 2－7 単位面積当たりの積雪荷重 （単位：N/m2） 

作用する部位 単位面積当たりの積雪荷重 

２号機排気筒津波監視カメラ 2.000×103 
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2.3.3 解析モデル及び諸元 

２号機排気筒津波監視カメラの解析モデルを図 2－2 に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を本計算書の【２号機排気筒津波監視カメラの耐震性についての計

算結果】の機器要目に示す。 

(1) ２号機排気筒津波監視カメラ架台のうちカメラ取付プレートを除く鋼材をはり要素

で，カメラ取付プレートをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 監視カメラ及び防水ボックスの質量は，それぞれの重心位置に集中するものとする。

電線管の質量は取付位置近傍の節点位置に分散して付加する。なお，積雪相当の質量

は，分布質量としてモデル全体に付加する。 

(3) 拘束条件は，津波監視カメラ架台の溶接部を固定とする。

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する

荷重及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 2－2 ２号機排気筒津波監視カメラ解析モデル 

架台溶接部 

架台溶接部 

監視カメラ 

要素数：113 

節点数：80 
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2.3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 2－8，振動モード図を図 2－3に示す。固有周期は，0.05秒以下

であり，剛構造であることを確認した。 

表 2－8 固有値解析結果 

機器名称 モード
卓越 

方向 

固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

２号機排気筒 

津波監視カメラ 
1次 ― ― ― 

図 2－3 ２号機排気筒津波監視カメラ振動モード（1次モード 方向 s）
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2.3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2－9に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 2－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

－ － ＣＨ＝2.05＊2 ＣＶ＝1.66＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

排気筒 
EL 64.3

(EL 62.2～69.5＊1) 



15 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-1
7 
R0
 

2.3.6 応力の計算方法 

(1) ２号機排気筒津波監視カメラ架台の応力

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメ

ントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。

a. 引張応力，圧縮応力

σｔ＝σｃ＝
|Fｘ|

Ａ
(2.3.6.1) 

b. せん断応力

τ＝






|Ｆｙ|

Ａｅｙ

2
＋






|Ｆｚ|

Ａｅｚ

2
＋
|Ｍｘ|

Ｚｐ
(2.3.6.2) 

c. 曲げ応力

σｂ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙ
＋
|Ｍｚ|

Ｚｚ
(2.3.6.3) 

d. 組合せ応力

(a) 組合せ応力（垂直＋せん断）

垂直応力とせん断応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

(σｔ＋σｂ)2＋3τ2≦ƒｔ   (2.3.6.4) 

(b) 組合せ応力（圧縮＋曲げ）

圧縮応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｃ

ƒｃ
＋

σｂ

ƒｂ
，

σｂ

ƒｔ
≦１ (2.3.6.5) 

(c) 組合せ応力（引張＋曲げ）

引張応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｔ＋σｂ

 ƒｔ
，

σｂ

 ƒｂ
 ≦１ (2.3.6.6) 

(2) ２号機排気筒津波監視カメラ架台溶接部の応力

２号機排気筒津波監視カメラの固定端において解析による計算で得られる軸力Ｆｘ，せ

ん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次の

ように求める。 
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a. 引張応力・圧縮応力

|σｔｗ|＝|σｃｗ|＝
|Fｘ|

Ａｗ
(2.3.6.7) 

b. せん断応力

τｗ＝






|Ｆｙ|

Ａｅｙｗ

2
＋






|Ｆｚ|

Ａｅｚｗ

2
＋
|Ｍｘ|

Ｚｐｗ
(2.3.6.8) 

c. 曲げ応力

σｂｗ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙｗ
＋
|Ｍｚ|

Ｚｚｗ
(2.3.6.9) 

d. 組合せ応力

(a) 組合せ応力（垂直＋せん断）

垂直応力とせん断応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

(σｔｗ＋σｂｗ)2＋τｗ
2≦ƒｓｗ (2.3.6.10) 

(b) 組合せ応力（圧縮＋曲げ）

圧縮応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｃｗ

ƒｓｗ
＋

σｂｗ

ƒｓｗ
，

σｂｗ

ƒｓｗ
≦１ (2.3.6.11) 

(c) 組合せ応力（引張＋曲げ）

引張応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｔｗ＋σｂｗ

 ƒｓｗ
，

σｂｗ

 ƒｓｗ
 ≦１ (2.3.6.12) 

(3) 津波監視カメラ取付ボルトの応力

取付ボルトに生じる応力は，解析で得られるボルト位置での軸力Ｆｘｂ，せん断力Ｆｙｂ，

Ｆｚbより，引張応力とせん断応力について計算する。 

a. 引張応力

σｔｂ＝
Ｆｘｂ

Ａｂ
(2.3.6.13) 

Ａｂ＝
π

4
・ｄｏ

2 (2.3.6.14) 
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b. せん断応力

τｂ＝
Ｆｙｂ

2＋Ｆｚｂ
2

Ａｂ
(2.3.6.15) 

2.3.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【２号機排気筒津波監視カメラの耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

2.3.8 応力の評価 

(1) ２号機排気筒津波監視カメラ架台の応力評価

2.3.6(1)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

(2.3.6.5)式，(2.3.6.6)式で求めた組合せ応力度比が 1以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

Ｆ

1.5
・1.5

許容圧縮応力 

ƒｃ 







1－0.4・






λ

Λ

2
・

Ｆ

ν′
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

許容曲げ応力 

ƒｂ 

Ｆ

1.5
・1.5

ただし， 

λ＝
ℓｋ
ｉ

(2.3.8.1) 

Λ＝
π2・Ｅ

0.6・Ｆ
(2.3.8.2) 

ν′＝1.5＋
2

3
・






λ

Λ

2
(2.3.8.3) 
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(2) ２号機排気筒津波監視カメラ架台溶接部の応力評価

2.3.6(2)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

(2.3.6.11)式，(2.3.6.12)式で求めた組合せ応力度比が 1以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｗ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

(3) 津波監視カメラ取付ボルトの応力評価

2.3.6(3)a.項で求めた取付ボルトの引張応力σｔｂは，下記の ƒｔｓｂ以下であること。

ただし ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓｂ＝Min[ ]1.4・ƒｔｏｂ－1.6・τｂ，ƒｔｏｂ   (2.3.8.4) 

2.3.6(3)項で求めたせん断応力τｂは，せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断

応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｂ 

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5
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2.4 機能維持評価 

2.4.1 電気的機能維持評価方法 

２号機排気筒津波監視カメラの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

２号機排気筒津波監視カメラの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき，同形式の監視カメラ単体のサインビート波加振試験において，電気的機能の健

全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 2－10に示す。 

表 2－10 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

監視カメラ 

水平 

鉛直 

2.5 評価結果 

2.5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

２号機排気筒津波監視カメラの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【２号機排気筒津波監視カメラの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

２号機排気筒 

津波監視カメラ 
Ｓ 

排気筒 

－ － ＣＨ＝2.05＊２ ＣＶ＝1.66＊２ 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

1.2 機器要目 

部材
ｄｏ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｆ 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
3 3 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｆ 

(MPa)

津波監視カメラ 

架台 

(C125×65×6) 

SS400 

津波監視カメラ 

架台溶接部 
SS400 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
SS400 監視カメラ架台

監視カメラ架台

監視カメラ

監視カメラ取付ボルト

溶接

溶接

EL 64.3

(EL 62.2～69.5＊1) 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

SS400 

(架台) 
201000 0.3 

要素番号 

1～14，18 1，8 

材料 
架台 

(C125×65×6) 

SS400 

架台溶接部 

SS400 

断面積 Ａ（ｗ）(mm2) 

断面二次 

モーメント

Ｉｙ（ｗ）(mm4) 

Ｉｚ（ｗ）(mm4) 

ねじり定数 Ｊ（ｗ）(mm4) 

ねじり 

断面係数 
Ｚｐ（ｗ）(mm3) 

せん断面積 
Ａｅｙ（ｗ）(mm2) 

Ａｅｚ（ｗ）(mm2) 

断面係数 
Ｚｙ（ｗ）(mm3) 

Ｚｚ（ｗ）(mm3) 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

1 1

4 4

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.2 架台溶接部の荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

- 1

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.3 取付ボルトの荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘｂ(N) Ｆｙｂ(N) Ｆｚｂ(N) 

201 201

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 
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1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

架台 SS400 

引張 1 1 σｔ ＝ 4
 

ƒｔ ＝

圧縮 1 1 σｃ ＝ 4＊１ ƒｃ ＝ 

せん断 4 4 τ  ＝ 7
 

ƒｓ ＝ 

曲げ 1 1 σｂ ＝ ƒｂ ＝ 

組合せ 

(垂直＋せん断) 
1 1 σｆ ＝ ƒｔ ＝ 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
1 1 1

組合せ 

(引張＋曲げ) 
1 1 0.204 1

架台溶接部 SS400 

引張 - 1 σｔｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 

圧縮 - 1 σｃｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 

せん断 - 1 τｗ  ＝ ƒｓｗ ＝ 

曲げ - 1 σｂｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 

組合せ 

(垂直＋せん断) 
- 1 σｆｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
- 1 1

組合せ 

(引張＋曲げ) 
- 1 1

取付ボルト SS400 
引張 201 201 σｔｂ＝ ƒｔｓｂ＝ 

せん断 201 201 τｂ ＝ ƒｓｂ＝ 

すべて許容応力以下である。 注記＊１：絶対値を記載 

＊２：ƒｔｓｂ＝Min[ ]1.4・ƒｔｏｂ－1.6・τｂ，ƒｔｏｂ
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1.4.3 電気的機能維持の評価結果 (×9.8 m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

監視カメラ 
水平方向 1.71 

鉛直方向 1.38 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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3. ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ

3.1 一般事項 

3.1.1 構造計画 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの構造計画を表 3－1に示す。 



S2 補 Ⅵ-2-10-2-17 R0 

26
 

表 3－1 構造計画（３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視カメラは，津波監

視カメラ架台の一部で

あるカメラ取付プレー

トに監視カメラ取付ボ

ルトにより固定され，

津波監視カメラ架台は

防波壁上に基礎ボルト

により固定される。 

監視カメラ 

基礎ボルト(ケミカルアンカ)

監視カメラ

監視カメラ架台

監視カメラ取付ボルト

(側面図)

(上面図)

溶接

溶接

（単位：mm） 

防波壁 

カメラ取付プレート

カメラ取付プレート

監視カメラ架台 
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3.1.2 評価方針 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.1.1 構造計画」

にて示す津波監視カメラの部位を踏まえ「3.2 評価部位」にて設定する箇所において，

「3.3.3 解析モデル及び諸元」及び「3.3.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「3.3 地震応答解析及び構造強度

評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，津波監視カメラの機能維持評価

は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機器の機能維持の方針に基づき，

機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「3.4 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「3.5 評価結果」に示す。 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの耐震評価フローを図 3－1に示す。 

図 3－1 ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

支持構造物の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

監視カメラの電気的機能維持評価 
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3.1.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）

・建築基準法・同施行令

3.1.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 架台の断面積 mm2 

Ａｅｙ，Ａｅｚ 架台のせん断断面積 mm2 

Ａｗ 架台溶接部の断面積 mm2 

Ａｅｙｗ，Ａｅｚｗ 架台溶接部のせん断断面積 mm2 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊ mm2 

ａ 基礎ボルトの間隔（ｘ方向） mm 

ｂ 基礎ボルトの間隔（ｙ方向） mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏｉ ボルトの呼び径＊ mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆｘ 架台の軸力（ｘ方向） N 

Ｆｙ，Ｆｚ 架台のせん断力（ｙ，ｚ方向） N 

Ｆｘｂ 取付ボルトに作用する軸力（ｘ方向） N 

Ｆｙｂ，Ｆｚｂ 取付ボルトに作用するせん断力（ｙ，ｚ方向） N 

ƒｂ 架台の許容曲げ応力 MPa 

ƒｃ 架台の許容圧縮応力 MPa 

ƒｓ 架台の許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 架台の許容引張応力 MPa 

ƒｂｗ 架台溶接部の許容曲げ応力 MPa 

ƒｃｗ 架台溶接部の許容圧縮応力 MPa 

ƒｓｗ 架台溶接部の許容せん断応力 MPa 

ƒｔｗ 架台溶接部の許容引張応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｔｓｂｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容

組合せ応力）＊ 

MPa 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｉｙ，Ｉｚ 架台の断面二次モーメント（ｙ，ｚ軸） mm4 

Ｉｙｗ，Ｉｚｗ 架台溶接部の断面二次モーメント（ｙ，ｚ軸） mm4 

Ｊ 架台のねじり定数 mm4 

Ｊｗ 架台溶接部のねじり定数 mm4 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍｘ 架台のねじりモーメント（ｘ軸） N･mm 

Ｍｙ，Ｍｚ 津波監視カメラ架台の曲げモーメント（ｙ，ｚ軸） N･mm 

ｎｉ ボルトの本数＊ ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊ ― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

Ｓｂ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｔ 基礎ボルトの引張力 N 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 絶対（節点）座標軸 ― 

ｘ,ｙ,ｚ 局所（要素）座標軸 ― 

Ｚｐ 架台のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ，Ｚｚ 架台の断面係数（ｙ，ｚ軸） mm3 

Ｚｐｗ 架台溶接部のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙｗ，Ｚｚｗ 架台溶接部の断面係数（ｙ，ｚ軸） mm3 

Λ 架台の限界細長比 ― 

λ 架台の有効細長比 ― 

ν ポアソン比 ― 

ν′ 座屈に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂ 架台に生じる曲げ応力 MPa 

σｂｗ 架台溶接部に生じる曲げ応力 MPa 

σｃ 架台に生じる圧縮応力 MPa 

σｃｗ 架台溶接部に生じる圧縮応力 MPa 

σｔ 架台に生じる引張応力 MPa 

σｔｗ 架台溶接部に生じる引張応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｔｂｉ ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

τ 架台に生じるせん断応力 MPa 

τｗ 架台溶接部に生じるせん断応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 

注記＊：添字ｉの意味は以下のとおりとする。 

ｉ＝１：取付ボルト 

ｉ＝２：基礎ボルト 
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3.1.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 3－2に示すとおりである。 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3.2 評価部位 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの耐震評価は，「3.4.1 地震応答解析及び構造

強度評価方法」に示す条件に基づき耐震評価上厳しくなる監視カメラ架台，架台溶接部，津波

監視カメラ取付ボルト及び津波監視カメラ架台基礎ボルトについて耐震評価を実施する。津波

監視カメラの耐震評価部位については，表 3－1の概略構造図に示す。 

3.3 地震応答解析及び構造強度評価 

3.3.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの質量には，監視カメラ本体及び架

台の質量のほか，防水ボックス，電線管及び積雪により付加される質量を考慮する。 

(2) 地震力は，３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラに対して水平２方向及び

鉛直方向から個別に作用させる。また，水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による

荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) 風圧力は，水平２方向それぞれの受風面積から荷重を算出し，はり要素に分布荷

重として同時に作用させる。集中質量としてモデル化している監視カメラ，防水ボッ

クスに対しては集中荷重として作用させる。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

3.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－3に示す。 

(2) 許容応力

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき表 3－4に示す。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの使用材料の許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 3－5に示す。 

(4) 風荷重

風荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，風速 30m/sを使用し，３号機北

側防波壁上部（東）津波監視カメラの形状，風向きを踏まえ，作用する風圧力を算出する。

風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 3－6に示す。 
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(5) 積雪荷重

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cmに平均的な積雪荷

重を与えるための係数 0.35 を考慮し，３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの形

状を踏まえ，算出する。算出した単位面積当たりの積雪荷重を表 3－7に示す。 
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表 3－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用 

原子炉の 

附属施設 

浸水防護 

施設 
津波監視カメラ Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

＋ＰＫ＋ＰＳ 
ⅢＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 3－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

津波監視カメラ架台 

(B300×300×9) 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ架台 

(C130×65×6) 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ架台 

溶接部 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ架台 

基礎ボルト 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

表 3－6 基準速度圧 （単位：N/m2） 

作用する部位 基準速度圧 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ 1.346×103 

表 3－7 単位面積当たりの積雪荷重 （単位：N/m2） 

作用する部位 単位面積当たりの積雪荷重 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ 2.000×103 
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3.3.3 解析モデル及び諸元 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの解析モデルを図 3－2 に，解析モデルの

概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【３号機北側防波壁上部（東）津波監

視カメラの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ架台のうちカメラ取付プレートを除く

鋼材をはり要素で，カメラ取付プレートをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルを

用いる。 

(2) 監視カメラ及び防水ボックスの質量は，それぞれの重心位置に集中するものとする。

電線管の質量は取付位置近傍の節点位置に分散して付加する。なお，積雪相当の質量

は，分布質量としてモデル全体に付加する。 

(3) 拘束条件は，津波監視カメラ架台の基礎部を固定とする。

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する

荷重及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 3－2 ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ解析モデル 

監視カメラ 

架台基礎部 

架台溶接部 

架台溶接部 

要素数：108 

節点数：80 
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3.3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 3－8，振動モード図を図 3－3に示す。固有周期は，0.05秒以下

であり，剛構造であることを確認した。 

表 3－8 固有値解析結果 

機器名称 モード
卓越 

方向 

固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

３号機北側防波

壁上部（東） 

津波監視カメラ 

1次 ― ― ― 

図 3－3 ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ振動モード 

（1次モード 方向 s） 
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3.3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－9に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 3－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

防波壁 
（波返重力擁壁） 

EL 15.0*1 

－ － ＣＨ＝4.38＊2 ＣＶ＝3.83＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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3.3.6 応力の計算方法 

(1) ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ架台の応力

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメ

ントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。

a. 引張応力，圧縮応力

|σｔ|＝|σｃ|＝
|Fｘ|

Ａ
(3.3.6.1) 

b. せん断応力

τ＝






|Ｆｙ|

Ａｅｙ

2
＋






|Ｆｚ|

Ａｅｚ

2
＋
|Ｍｘ|

Ｚｐ
(3.3.6.2) 

c. 曲げ応力

σｂ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙ
＋
|Ｍｚ|

Ｚｚ
(3.3.6.3) 

d. 組合せ応力

(a) 組合せ応力（垂直＋せん断）

垂直応力とせん断応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

(σｔ＋σｂ)2＋3τ2≦ƒｔ   (3.3.6.4) 

(b) 組合せ応力（圧縮＋曲げ）

圧縮応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｃ

ƒｃ
＋

σｂ

ƒｂ
，

σｂ

ƒｔ
≦１ (3.3.6.5) 

(c) 組合せ応力（引張＋曲げ）

引張応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｔ＋σｂ

 ƒｔ
，

σｂ

 ƒｂ
 ≦１ (3.3.6.6) 

(2) ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ架台溶接部の応力

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの架台溶接部において解析による計算で得

られる軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ， 

Ｍｚより各応力を次のように求める。 
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a. 引張応力

|σｔｗ|＝|σｃｗ|＝
|Fｘ|

Ａｗ
(3.3.6.7) 

b. せん断応力

τｗ＝






|Ｆｙ|

Ａｅｙｗ

2
＋






|Ｆｚ|

Ａｅｚｗ

2
＋
|Ｍｘ|

Ｚｐｗ
(3.3.6.8) 

c. 曲げ応力

σｂｗ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙｗ
＋
|Ｍｚ|

Ｚｚｗ
(2.3.6.9) 

d. 組合せ応力

(a) 組合せ応力（垂直＋せん断）

垂直応力とせん断応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

(σｔｗ＋σｂｗ)2＋τｗ
2≦ƒｓｗ (3.3.6.10) 

(b) 組合せ応力（圧縮＋曲げ）

圧縮応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｃｗ

ƒｓｗ
＋

σｂｗ

ƒｓｗ
，

σｂｗ

ƒｓｗ
≦１ (3.3.6.11) 

(c) 組合せ応力（引張＋曲げ）

引張応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｔｗ＋σｂｗ

 ƒｓｗ
，

σｂｗ

 ƒｓｗ
 ≦１ (3.3.6.12) 

(3) 津波監視カメラ取付ボルトの応力

取付ボルトに生じる応力は，解析で得られるボルト位置での軸力Ｆｘｂ，せん断力Ｆｙｂ，

Ｆｚbより，引張応力とせん断応力について計算する。 

a. 引張応力

σｔｂ１＝
Ｆｘｂ１

Ａｂ１
(3.3.6.13) 

Ａｂ１＝
π

4
・ｄｏ１

2 (3.3.6.14) 
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b. せん断応力

τｂ１＝
Ｆｙｂ１

2＋Ｆｚｂ１
2

Ａｂ１
(3.3.6.15) 

(4) 津波監視カメラ架台基礎ボルトの応力

基礎ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる架台下端の要素の軸力Ｆｘ，せ

ん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚから，基礎ボルト

のうち引張応力とせん断応力を手計算により計算する。津波監視カメラ架台ボルト部の概

要を図 3－4に示す。 

図 3－4 基礎ボルト部の概要 

a. 引張応力

σｔｂ２＝
Ｔ

Ａｂ２
(3.3.6.16) 

Ａｂ２＝
π

4
・ｄｏ２

2 (3.3.6.17) 

Ｔ＝
Ｆｘ

6
＋
Ｍｙ

4ｂ
＋
Ｍｚ

3ａ
(3.3.6.18) 

b. せん断応力

τｔｂ２＝
Ｓｂ

Ａｂ２
(3.3.6.19) 

Ｓｂ＝






Fｙ

6
＋
ｂ・Ｍｘ

ｒ

2
＋






Ｆｚ

6
＋
ａ・Ｍｘ

2ｒ

2
(3.3.6.20) 

ｒ＝
3

2
・ａ2＋4・ｂ2 (3.3.6.21) 

ｂ

ａ

ｙ

ｚ
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3.3.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメ

ラの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

3.3.8 応力の評価 

(1) ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ架台の応力評価

3.3.6(1)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

(3.3.6.5)式，(3.3.6.6)式で求めた組合せ応力度比が 1以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

Ｆ

1.5
・1.5

許容圧縮応力 

ƒｃ 







1－0.4・






λ

Λ

2
・

Ｆ

ν′
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

許容曲げ応力 

ƒｂ 

Ｆ

1.5
・1.5

ただし， 

λ＝
ℓｋ
ｉ

(3.3.8.1) 

Λ＝
π2・Ｅ

0.6・Ｆ
(3.3.8.2) 

ν′＝1.5＋
2

3
・






λ

Λ

2
(3.3.8.3) 

(2) ３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラ架台溶接部の応力評価

3.3.6(2)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

(3.3.6.11)式，(3.3.6.12)式で求めた組合せ応力度比が 1以下であること。 
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基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｗ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

(3) ボルトの応力評価

3.3.6 項で求めたボルトの引張応力σｔｂｉは，下記の ƒｔｓｂｉ以下であること。ただし

ƒｔｏｉは下表による。 

ƒｔｓｂｉ＝Min[ ]1.4・ƒｔｏｂｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｂｉ (3.3.8.4) 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｂｉ 

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5
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3.4 機能維持評価 

3.4.1 電気的機能維持評価方法 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に基づき，同形式の監視カメラ単体のサインビート波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 3－

10に示す。 

表 3－10 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

監視カメラ 

水平 

鉛直 

3.5 評価結果 

3.5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

３号機北側防波壁上部（東）津波監視カメラの設計基準対象施設としての耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有し，電気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【３号機北防波壁上部（東）津波監視カメラの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

３号機北防波壁上部（東） 

津波監視カメラ 
Ｓ 

防波壁（波返重力擁壁） 

EL.15.0*1 
－ － ＣＨ＝4.38＊２ ＣＶ＝3.83＊２ 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ ａ ｂ 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
3 3 － － 

津波監視カメラ 

架台基礎ボルト 
6 6 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

津波監視カメラ 

架台 

(B300×300×9) 

SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

架台 

(C130×65×6) 

SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

架台溶接部 
SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

架台基礎ボルト 
SUS316 199 511 205 205 

基礎ボルト(ケミカルアンカ)

監視カメラ

監視カメラ架台

監視カメラ取付ボルト

溶接

溶接
ａ

ｂ
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

SUS316 

(B300×300×9) 
193000 0.3 

SUS316 

(C130×65×6) 
193000 0.3 

要素番号 

1，2 3～13 1 4，9，13 

材料 SUS316 

(B300×300×9) 

SUS316 

(C130×65×6) 

SUS316 

溶接部(定着部) 

SUS316 

溶接部 

断面積 Ａ（ｗ）(mm2) 

断面二次 

モーメント

Ｉｙ（ｗ）(mm4)

Ｉｚ（ｗ）(mm4) 

ねじり定数 Ｊ（ｗ）(mm4) 

ねじり 

断面係数 
Ｚｐ（ｗ）(mm3) 

せん断面積 
Ａｅｙ（ｗ）(mm2) 

Ａｅｚ（ｗ）(mm2) 

断面係数 
Ｚｙ（ｗ）(mm3) 

Ｚｚ（ｗ）(mm3) 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

4 5

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.2 架台溶接部の荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

- 1

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.3 取付ボルトの荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘｂ(N) Ｆｙｂ(N) Ｆｚｂ(N) 

201 201

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.4 基礎ボルトの荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

- 1

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 
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1.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素 

番号 

節点

番号 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

架台 SUS316 

引張 4 5 σｔ ＝ ƒｔ ＝ 205

圧縮 4 5 σｃ ＝ ƒｃ ＝ 202

せん断 4 5 τ  ＝ ƒｓ ＝ 118

曲げ 4 5 σｂ ＝ ƒｂ ＝ 205

組合せ 

(垂直＋せん断) 
4 5 σｆ ＝ ƒｔ ＝ 205

 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
4 5 1

組合せ 

(引張＋曲げ) 
4 5 1

架台溶接部 SUS316 

引張 - 1 σｔｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

圧縮 - 1 σｃｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

せん断 - 1 τｗ  ＝ ƒｓｗ ＝ 118

曲げ - 1 σｂｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

組合せ 

(垂直＋せん断) 
- 1 σｆｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
- 1 1

組合せ 

(引張＋曲げ) 
- 1 1

取付ボルト SUS316 
引張 201 201 σｔｂ１＝ ƒｔｓｂ１＝ 153＊２

せん断 201 201 τｂ１ ＝ ƒｓｂ１＝ 118

架台 

基礎ボルト 
SUS316 

引張 - 1 σｔｂ２＝ ƒｔｓｂ２＝ 123＊２ 

せん断 - 1 τｂ２ ＝ ƒｓｂ２＝ 94
 

すべて許容応力以下である。 注記＊１：絶対値を記載 

＊２：ƒｔｓｂｉ＝Min[ ]1.4・ƒｔｏｂｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｂｉ
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1.4.3 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

監視カメラ 
水平方向 3.30 

鉛直方向 2.93 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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4. ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ

4.1 一般事項 

4.1.1 構造計画 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの構造計画を表 4－1に示す。 
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表 4－1 構造計画（３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視カメラは，津波監

視カメラ架台の一部で

あるカメラ取付プレー

トに監視カメラ取付ボ

ルトにより固定され，

津波監視カメラ架台は

防波壁上に基礎ボルト

により固定される。 

監視カメラ 

監視カメラ架台

監視カメラ取付ボルト

監視カメラ

基礎ボルト(ケミカルアンカ)

(上面図)

(側面図)

溶接

溶接

（単位：mm）

防波壁 

監視カメラ架台 

カメラ取付プレート
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4.1.2 評価方針 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「4.1.1 構造計画」

にて示す津波監視カメラの部位を踏まえ「4.2 評価部位」にて設定する箇所において，

「4.3.3 解析モデル及び諸元」及び「4.3.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4.3 地震応答解析及び構造強度

評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，津波監視カメラの機能維持評価

は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機器の機能維持の方針に基づき，

機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「4.4 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「4.5 評価結果」に示す。 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの耐震評価フローを図 4－1に示す。 

図 4－1 ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

支持構造物の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

監視カメラの電気的機能維持評価 
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4.1.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）

・建築基準法・同施行令

4.1.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 架台の断面積 mm2 

Ａｅｙ，Ａｅｚ 架台のせん断断面積 mm2 

Ａｗ 架台溶接部の断面積 mm2 

Ａｅｙｗ，Ａｅｚｗ 架台溶接部のせん断断面積 mm2 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊ mm2 

ａ 基礎ボルトの間隔（ｘ方向） mm 

ｂ 基礎ボルトの間隔（ｙ方向） mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｏｉ ボルトの呼び径＊ mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆｘ 架台の軸力（ｘ方向） N 

Ｆｙ，Ｆｚ 架台のせん断力（ｙ，ｚ方向） N 

Ｆｘｂ 取付ボルトに作用する軸力（ｘ方向） N 

Ｆｙｂ，Ｆｚｂ 取付ボルトに作用するせん断力（ｙ，ｚ方向） N 

ƒｂ 架台の許容曲げ応力 MPa 

ƒｃ 架台の許容圧縮応力 MPa 

ƒｓ 架台の許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 架台の許容引張応力 MPa 

ƒｂｗ 架台溶接部の許容曲げ応力 MPa 

ƒｃｗ 架台溶接部の許容圧縮応力 MPa 

ƒｓｗ 架台溶接部の許容せん断応力 MPa 

ƒｔｗ 架台溶接部の許容引張応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｔｓｂｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容

組合せ応力）＊ 

MPa 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｉｙ，Ｉｚ 架台の断面二次モーメント（ｙ，ｚ軸） mm4 

Ｉｙｗ，Ｉｚｗ 架台溶接部の断面二次モーメント（ｙ，ｚ軸） mm4 

Ｊ 架台のねじり定数 mm4 

Ｊｗ 架台溶接部のねじり定数 mm4 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍｘ 架台のねじりモーメント（ｘ軸） N･mm 

Ｍｙ，Ｍｚ 津波監視カメラ架台の曲げモーメント（ｙ，ｚ軸） N･mm 

ｎｉ ボルトの本数＊ ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊ ― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

Ｓｂ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｔ 基礎ボルトの引張力 N 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 絶対（節点）座標軸 ― 

ｘ,ｙ,ｚ 局所（要素）座標軸 ― 

Ｚｐ 架台のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ，Ｚｚ 架台の断面係数（ｙ，ｚ軸） mm3 

Ｚｐｗ 架台溶接部のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙｗ，Ｚｚｗ 架台溶接部の断面係数（ｙ，ｚ軸） mm3 

Λ 架台の限界細長比 ― 

λ 架台の有効細長比 ― 

ν ポアソン比 ― 

ν′ 座屈に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂ 架台に生じる曲げ応力 MPa 

σｂｗ 架台溶接部に生じる曲げ応力 MPa 

σｃ 架台に生じる圧縮応力 MPa 

σｃｗ 架台溶接部に生じる圧縮応力 MPa 

σｔ 架台に生じる引張応力 MPa 

σｔｗ 架台溶接部に生じる引張応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｔｂｉ ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

τ 架台に生じるせん断応力 MPa 

τｗ 架台溶接部に生じるせん断応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 

注記＊：添字ｉの意味は以下のとおりとする。 

ｉ＝１：取付ボルト 

ｉ＝２：基礎ボルト 
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4.1.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 4－2に示すとおりである。 

表 4－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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4.2 評価部位 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの耐震評価は，「3.4.1 地震応答解析及び構造

強度評価方法」に示す条件に基づき耐震評価上厳しくなる監視カメラ架台，架台溶接部，津波

監視カメラ取付ボルト及び津波監視カメラ架台基礎ボルトについて耐震評価を実施する。津波

監視カメラの耐震評価部位については，表 4－1の概略構造図に示す。 

4.3 地震応答解析及び構造強度評価 

4.3.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの質量には，監視カメラ本体及び架

台の質量のほか，防水ボックス，電線管及び積雪により付加される質量を考慮する。 

(2) 地震力は，３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラに対して水平２方向及び

鉛直方向から個別に作用させる。また，水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による

荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) 風圧力は，水平２方向それぞれの受風面積から荷重を算出し，はり要素に分布荷

重として同時に作用させる。集中質量としてモデル化している監視カメラ，防水ボッ

クスに対しては集中荷重として作用させる。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－3に示す。 

(2) 許容応力

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき表 4－4に示す。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの使用材料の許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

(4) 風荷重

風荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，風速 30m/sを使用し，３号機北

側防波壁上部（西）津波監視カメラの形状，風向きを踏まえ，作用する風圧力を算出する。

風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 4－6に示す。 



59 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-1
7 
R0
 

(5) 積雪荷重

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cmに平均的な積雪荷

重を与えるための係数 0.35 を考慮し，３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの形

状を踏まえ，算出する。算出した単位面積当たりの積雪荷重を表 4－7に示す。 
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表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電用 

原子炉の 

附属施設 

浸水防護 

施設 
津波監視カメラ Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ 

＋ＰＫ＋ＰＳ 
ⅢＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－4 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

津波監視カメラ架台 

(B300×300×9) 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ架台 

(C130×65×6) 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ架台 

溶接部 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

津波監視カメラ架台 

基礎ボルト 
SUS316 周囲環境温度 50 ― 199 511 205 

表 4－6 基準速度圧 （単位：N/m2） 

作用する部位 基準速度圧 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ 1.346×103 

表 4－7 単位面積当たりの積雪荷重 （単位：N/m2） 

作用する部位 単位面積当たりの積雪荷重 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ 2.000×103 
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4.3.3 解析モデル及び諸元 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの解析モデルを図 4－2 に，解析モデルの

概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【３号機北側防波壁上部（西）津波監

視カメラの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ架台のうちカメラ取付プレートを除く

鋼材をはり要素で，カメラ取付プレートをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルを

用いる。 

(2) 監視カメラ及び防水ボックスの質量は，それぞれの重心位置に集中するものとする。

電線管の質量は取付位置近傍の節点位置に分散して付加する。なお，積雪相当の質量

は，分布質量としてモデル全体に付加する。 

(3) 拘束条件は，津波監視カメラ架台の基礎部を固定とする。

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する

荷重及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 4－2 ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ解析モデル 

架台基礎部 

架台溶接部 

架台溶接部 

監視カメラ 

要素数：108 

節点数：80 
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4.3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－8，振動モード図を図 4－3に示す。固有周期は，0.05秒以下

であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－8 固有値解析結果 

機器名称 モード
卓越 

方向 

固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

３号機北側防波

壁上部（西） 

津波監視カメラ 

1次 ― ― ― 

図 4－3 ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ振動モード 

（1次モード 方向 s） 
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4.3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－9に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

防波壁 
（波返重力擁壁） 

EL.15.0*1

－ － ＣＨ＝4.38＊2 ＣＶ＝3.83＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.3.6 応力の計算方法 

(1) ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ架台の応力

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメ

ントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。

a. 引張応力，圧縮応力

|σｔ|＝|σｃ|＝
|Fｘ|

Ａ
(4.3.6.1) 

b. せん断応力

τ＝






|Ｆｙ|

Ａｅｙ

2
＋






|Ｆｚ|

Ａｅｚ

2
＋
|Ｍｘ|

Ｚｐ
(4.3.6.2) 

c. 曲げ応力

σｂ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙ
＋
|Ｍｚ|

Ｚｚ
(4.3.6.3) 

d. 組合せ応力

(a) 組合せ応力（垂直＋せん断）

垂直応力とせん断応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

(σｔ＋σｂ)2＋3τ2≦ƒｔ (4.3.6.4) 

(b) 組合せ応力（圧縮＋曲げ）

圧縮応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｃ

ƒｃ
＋

σｂ

ƒｂ
，

σｂ

ƒｔ
≦１ (4.3.6.5) 

(c) 組合せ応力（引張＋曲げ）

引張応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｔ＋σｂ

 ƒｔ
，

σｂ

 ƒｂ
 ≦１ (4.3.6.6) 

(2) ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ架台溶接部の応力

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの架台溶接部において解析による計算で得

られる軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ， 

Ｍｚより各応力を次のように求める。 
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a. 引張応力

|σｔｗ|＝|σｃｗ|＝
|Fｘ|

Ａｗ
(4.3.6.7) 

b. せん断応力

τｗ＝






|Ｆｙ|

Ａｅｙｗ

2
＋






|Ｆｚ|

Ａｅｚｗ

2
＋
|Ｍｘ|

Ｚｐｗ
(4.3.6.8) 

c. 曲げ応力

σｂｗ＝
|Ｍｙ|

Ｚｙｗ
＋
|Ｍｚ|

Ｚｚｗ
(4.3.6.9) 

d. 組合せ応力

(a) 組合せ応力（垂直＋せん断）

垂直応力とせん断応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

(σｔｗ＋σｂｗ)2＋τｗ
2≦ƒｓｗ (4.3.6.10) 

(b) 組合せ応力（圧縮＋曲げ）

圧縮応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｃｗ

ƒｓｗ
＋

σｂｗ

ƒｓｗ
，

σｂｗ

ƒｓｗ
≦１ (4.3.6.11) 

(c) 組合せ応力（引張＋曲げ）

引張応力と曲げ応力を生じる部分の応力は，下式を満足すること。

Max






σｔｗ＋σｂｗ

 ƒｓｗ
，

σｂｗ

 ƒｓｗ
 ≦１ (4.3.6.12) 

(3) 津波監視カメラ取付ボルトの応力

取付ボルトに生じる応力は，解析で得られるボルト位置での軸力Ｆｘｂ，せん断力Ｆｙｂ，

Ｆｚbより，引張応力とせん断応力について計算する。 

a. 引張応力

σｔｂ１＝
Ｆｘｂ１

Ａｂ１
(4.3.6.13) 

Ａｂ１＝
π

4
・ｄｏ１

2 (4.3.6.14) 
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b. せん断応力

τｂ１＝
Ｆｙｂ１

2＋Ｆｚｂ１
2

Ａｂ１
(4.3.6.15) 

(4) 津波監視カメラ架台基礎ボルトの応力

基礎ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる架台下端の要素の軸力Ｆｘ，せ

ん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚから，基礎ボル

トのうち引張応力とせん断応力を手計算により計算する。津波監視カメラ架台ボルト部の

概要を図 4－4に示す。 

図 4－4 基礎ボルト部の概要 

a. 引張応力

σｔｂ２＝
Ｔ

Ａｂ２
(4.3.6.16) 

Ａｂ２＝
π

4
・ｄｏ２

2 (4.3.6.17) 

Ｔ＝
Ｆｘ

6
＋
Ｍｙ

4ｂ
＋
Ｍｚ

3ａ
(4.3.6.18) 

b. せん断応力

τｔｂ２＝
Ｓｂ

Ａｂ２
(4.3.6.19) 

Ｓｂ＝






Fｙ

6
＋
ｂ・Ｍｘ

ｒ

2
＋






Ｆｚ

6
＋
ａ・Ｍｘ

2ｒ

2
(3.3.6.20) 

ｒ＝
3

2
・ａ2＋4・ｂ2 (4.3.6.21) 

ｂ

ａ

ｙ

ｚ
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4.3.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメ

ラの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

4.3.8 応力の評価 

(1) ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ架台の応力評価

4.3.6(1)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

(4.3.6.5)式，(4.3.6.6)式で求めた組合せ応力度比が 1以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

Ｆ

1.5
・1.5

許容圧縮応力 

ƒｃ 







1－0.4・






λ

Λ

2
・

Ｆ

ν′
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

許容曲げ応力 

ƒｂ 

Ｆ

1.5
・1.5

ただし， 

λ＝
ℓｋ
ｉ

(4.3.8.1) 

Λ＝
π2・Ｅ

0.6・Ｆ
(4.3.8.2) 

ν′＝1.5＋
2

3
・






λ

Λ

2
(4.3.8.3) 

(2) ３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラ架台溶接部の応力評価

4.3.6(2)項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

(4.3.6.11)式，(4.3.6.12)式で求めた組合せ応力度比が 1以下であること。 
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基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｗ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

(3) ボルトの応力評価

4.3.6 項で求めたボルトの引張応力σｔｂｉは，下記の ƒｔｓｂｉ以下であること。ただし

ƒｔｏｉは下表による。 

ƒｔｓｂｉ＝Min[ ]1.4・ƒｔｏｂｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｂｉ (4.3.8.4) 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｂｉ 

Ｆ

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5
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4.4 機能維持評価 

4.4.1 電気的機能維持評価方法 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に基づき，同形式の監視カメラ単体のサインビート波加振試験において，

電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－

10に示す。 

表 4－10 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

監視カメラ 

水平 

鉛直 

4.5 評価結果 

4.5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

３号機北側防波壁上部（西）津波監視カメラの設計基準対象施設としての耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有し，電気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【３号機北防波壁上部（西）津波監視カメラの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

３号機北防波壁上部（西） 

津波監視カメラ 
Ｓ 

防波壁（波返重力擁壁） 

EL.15.0*1 
－ － ＣＨ＝4.38＊２ ＣＶ＝3.83＊２ 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ ａ ｂ 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
3 3 － － 

津波監視カメラ 

架台基礎ボルト 
6 6 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

津波監視カメラ 

架台 

(B300×300×9) 

SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

架台 

(C130×65×6) 

SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

架台溶接部 
SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

取付ボルト 
SUS316 199 511 205 205 

津波監視カメラ 

架台基礎ボルト 
SUS316 199 511 205 205 

監視カメラ架台

監視カメラ取付ボルト

監視カメラ

基礎ボルト(ケミカルアンカ)

溶接

溶接

ａ

ｂ
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ 

SUS316 

(B300×300×9) 
193000 0.3 

SUS316 

(C130×65×6) 
193000 0.3 

要素番号 

1，2 3～13 1 4，9 13 

材料 SUS316 

(B300×300×9) 

SUS316 

(C130×65×6) 

SUS316 

溶接部(定着部) 

SUS316 

溶接部 

SUS316 

溶接部 

断面積 Ａ（ｗ）(mm2) 

断面二次 

モーメント

Ｉｙ（ｗ）(mm4) 

Ｉｚ（ｗ）(mm4) 

ねじり定数 Ｊ（ｗ）(mm4) 

ねじり 

断面係数 
Ｚｐ（ｗ）(mm3) 

せん断面積 
Ａｅｙ（ｗ）(mm2) 

Ａｅｚ（ｗ）(mm2) 

断面係数 
Ｚｙ（ｗ）(mm3) 

Ｚｚ（ｗ）(mm3) 
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1.3 計算数値 

1.3.1 架台の荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

4 5

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.2 架台溶接部の荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

- 1

13 14

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.3 取付ボルトの荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘｂ(N) Ｆｙｂ(N) Ｆｚｂ(N) 

201 201

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

1.3.4 基礎ボルトの荷重・モーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 
Ｆｘ(N) Ｆｙ(N) Ｆｚ(N) Ｍｘ(N・mm) Ｍｙ(N・mm) Ｍｚ(N・mm) 

- 1

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 
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1.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素 

番号 

節点

番号 

基準地震動Ｓｓ 

算出 許容応力 

架台 SUS316 

引張 4 5 σｔ ＝ ƒｔ ＝ 205

圧縮 4 5 σｃ ＝ ƒｃ ＝ 200

せん断 4 5 τ  ＝ ƒｓ ＝ 118

曲げ 4 5 σｂ ＝ ƒｂ ＝ 205

組合せ 

(垂直＋せん断) 
4 5 σｆ ＝ ƒｔ ＝ 205

 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
4 5 1

組合せ 

(引張＋曲げ) 
4 5 1

架台溶接部 SUS316 

引張 - 1 σｔｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

圧縮 - 1 σｃｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

せん断 - 1 τｗ  ＝ ƒｓｗ ＝ 118

曲げ 13 14 σｂｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

組合せ 

(垂直＋せん断) 
13 14 σｆｗ ＝ ƒｓｗ ＝ 118

 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
13 14 1

組合せ 

(引張＋曲げ) 
13 14 1

取付ボルト SUS316 
引張 201 201 σｔｂ１＝ ƒｔｓｂ１＝ 153＊２

せん断 201 201 τｂ１ ＝ ƒｓｂ１＝ 118

架台 

基礎ボルト 
SUS316 

引張 - 1 σｔｂ２＝ ƒｔｓｂ２＝ 123＊２ 

せん断 - 1 τｂ２ ＝ ƒｓｂ２＝ 94

すべて許容応力以下である。   注記＊１：絶対値を記載 

＊２：ƒｔｓｂｉ＝Min[ ]1.4・ƒｔｏｂｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｂｉ
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1.4.3 電気的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

監視カメラ 
水平方向 3.30 

鉛直方向 2.93 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 



 

Ⅵ-2-11 波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震性に関する 
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Ⅵ-2-11-2 波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震性についての 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

に基づき，表 1－1に示す下位クラス施設である配管系（以下「下位クラス配管」という。）が

基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認することで，直下又は近傍に

設置された上位クラス施設に対して，下位クラス配管の転倒及び落下による波及的影響を及ぼ

さないことを説明するものである。 

表 1－1 下位クラス施設と上位クラス施設の対応 

下位クラス施設 直下又は近傍に設置された上位クラス施設 

設備名称 
耐震 

クラス
解析モデル名 設備名称 施設区分＊ 

循環水系配管 Ｃ ① CSW-T-H1
復水器エリア防水壁 ＤＢ 

タービン建物漏えい検知器 ＤＢ 

タービン補機

海水系配管 
Ｃ 

② TSW-T-1 原子炉補機海水系配管 ＤＢ／ＳＡ 

③ TSW-T-2 原子炉補機海水系配管（放水配管） ＤＢ／ＳＡ 

④ TSW-Y-1 復水器エリア防水壁 ＤＢ 

給水系配管 Ｂ ⑤ FW-T-4 原子炉補機海水系配管 ＤＢ／ＳＡ 

タービンヒータ

ドレン系配管 
Ｂ ⑥ THD-T-17 原子炉補機海水系配管 ＤＢ／ＳＡ 

復水輸送系配管 Ｂ 
⑦ CWT-T-1-2

非常用ガス処理系配管 ＤＢ／ＳＡ 
⑧ CWT-T-2

復水系配管 Ｂ 
⑨ CW-T-10

非常用ガス処理系配管 ＤＢ／ＳＡ 
⑩ FW-T-3

消火系配管 Ｃ ⑪ FP-T-E1 高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ＤＢ／ＳＡ 

液体廃棄物 

処理系配管 
Ｃ ⑫ RWL-T-1 高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ＤＢ／ＳＡ 

床ドレン系配管 Ｃ 
⑬ DR-T-E1

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ＤＢ／ＳＡ 
⑭ DR-T-E2

注記＊：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
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計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。 

 

(1) 管 

   評価対象範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル単

位に記載する。また，全 14 モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値／

発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及

び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

を 4.2.3 に記載する。 

 

(2) 支持構造物 

   評価対象範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価結果を

代表として記載する。  
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2. 一般事項

2.1 配置概要 

 下位クラス配管は，図 2－1－1～図 2－2－13 に示すように，上位クラス施設である配管

系（上位クラス配管）の直上又は近傍に設置されており，地震時において本配管系が転倒，

落下した場合は，上位クラス配管に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 
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図 2－1－1 配置概要（全体図：タービン建物 EL 2.000m，5.500m） 

循環水系配管 循環水系配管循環水系配管 Ⅰ－原子炉補機海水系配管Ⅱ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

タービン補機海水系配管

循環水系配管

消火系配管

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

：上位クラス施設

：下位クラス施設

：タービン建物漏えい検知器

PN 
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図 2－1－2 配置概要（全体図：タービン建物 EL 2.000m） 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

給水系配管

タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機
海水系配管
（放水配管）

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

タービンヒータドレン系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機
海水系配管
（放水配管）

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

：上位クラス施設

：下位クラス施設

C-タービン補機冷却系熱交換器

A-タービン補機冷却系熱交換器

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水壁

床ドレン系配管

タービン補機海水系配管
液体廃棄物処理系配管

PN 

5

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－1－3 配置概要（全体図：タービン建物 EL 5.500m） 

復水系配管

非常用ガス処理系配管

復水輸送系配管

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

6

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－1 配置概要（循環水系配管） 

Ⅰ－原子炉補機海水系配管Ⅱ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

タービン補機海水系配管

循環水系配管

消火系配管

タービン建物漏えい検知器

①循環水系配管：CSW-T-H1

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

：タービン建物漏えい検知器転倒，落下

PN 

7

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－2 配置概要（タービン補機海水系配管） 

：タービン建物漏えい検知器

循環水系配管 循環水系配管循環水系配管 Ⅰ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

循環水系配管

消火系配管

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

Ⅱ－原子炉補機海水系配管 タービン補機海水系配管

復水器エリア防水壁

②タービン補機海水系配管：TSW-T-1

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

8

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－3 配置概要（タービン補機海水系配管） 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

タービン補機海水系配管

給水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

タービンヒータドレン系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水
壁

床ドレン系配管

液体廃棄物処理系配管

Ⅰ－原子炉補機
海水系配管
（放水配管）

Ⅱ－原子炉補機
海水系配管
（放水配管）

②タービン補機海水系配管:TSW-T-1

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－4 配置概要（タービン補機海水系配管） 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

タービン補機海水系配管

給水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

タービンヒータドレン系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水
壁

床ドレン系配管

液体廃棄物処理系配管

Ⅰ－原子炉補機
海水系配管
（放水配管）

Ⅱ－原子炉補機
海水系配管
（放水配管）

④タービン補機海水系配管TSW-Y-1

③タービン補機海水系配管TSW-T-2

落下

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
0
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図 2－2－5 配置概要（タービン補機海水系配管） 

ダクト天井部
貫通

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

落下

：上位クラス施設

：下位クラス施設

Ⅱ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

Ⅰ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

④タービン補機海水系配管：TSW-Y-1

PN 

1
1

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－6 配置概要（給水系配管） 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

タービン補機海水系配管
タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

タービンヒータドレン系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

C-タービン補機冷却系熱交換器

A-タービン補機冷却系熱交換器

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水
壁

床ドレン系配管

液体廃棄物処理系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

⑤給水系配管:FW-T-4

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
2

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－7 配置概要（タービンヒータドレン系配管） 

給水系配管

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

タービン補機海水系配管
タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

Ⅱ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

C-タービン補機冷却系熱交換器

A-タービン補機冷却系熱交換器

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水
壁

床ドレン系配管

液体廃棄物処理系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

⑥タービンヒータドレン系配管:THD-T-17

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
3

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



図 2－2－8 配置概要（復水輸送系配管） 

復水系配管

非常用ガス処理系配管

⑧復水輸送系配管:CWT-T-2

⑦復水輸送系配管:CWT-T-1-2

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 
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図 2－2－9 配置概要（復水系配管） 

復水輸送系配管

⑨復水系配管:CW-T-10

非常用ガス処理系配管

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
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図 2－2－10 配置概要（復水系配管） 

復水輸送系配管

非常用ガス処理系配管

落下

⑩復水系配管:FW-T-3

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
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図 2－2－11 配置概要（消火系配管） 

：タービン建物漏えい検知器

循環水系配管 循環水系配管循環水系配管 Ⅰ－原子炉補機海水系配管Ⅱ－原子炉補機海水系配管 タービン補機海水系配管

循環水系配管

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

復水器エリア防水壁

高圧炉心スプレイ
補機海水系配管⑪消火系配管：FP-T-E1

落下

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



 

 
図 2－2－12 配置概要（液体廃棄物処理系配管）  

床ドレン系配管

タービン補機海水系配管

給水系配管

タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

タービンヒータドレン系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

C-タービン補機冷却系熱交換器

A-タービン補機冷却系熱交換器

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水
壁

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

落下

⑫液体廃棄物処理系配管:RWL-T-1

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0                                                                 



図 2－2－13 配置概要（床ドレン系配管） 

タービン補機海水系配管

給水系配管

タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

タービンヒータドレン系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管
（放水配管）

高圧炉心スプレイ補機海水系配管
（放水配管）

C-タービン補機冷却系熱交換器

A-タービン補機冷却系熱交換器

非常用ディーゼル発電設備
A-燃料配管

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水
壁

液体廃棄物処理系配管

⑭床ドレン系配管:DR-T-E2

落下

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

⑬床ドレン系配管:DR-T-E1

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：上位クラス施設

：下位クラス施設

PN 

1
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　本計算書に評価結果を記載する管

（破線） 　本計算書に評価結果を記載しない管であって解析モデルの概略を

　示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 CWT-T-2(1/3)

2
1

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 

70714860
多角形



鳥瞰図 CWT-T-2(2/3)

2
2

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 

70714860
多角形



鳥瞰図 CWT-T-2(3/3)

2
3

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 

70714860
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資

  　料-6　管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

    行う。解析コードは「ＨＩＳＡＰ」又は「ＭＳＡＰ」を使用し，解析コードの検

　　証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

    の概要」に示す。
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本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

系統名称
施設

　分類
＊1

機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ＊2 許容応力

状態
＊3

循環水系 ＤＢ クラス３管 Ｃ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

液体廃棄物
処理系

ＤＢ クラス３管 Ｃ

ＤＢ クラス３管 Ｂ

消火系 ＤＢ クラス３管 Ｃ

復水系

クラス３管 Ｃ

給水系 ＤＢ クラス３管 Ｂ

タービン補機
海水系

ＤＢ

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

クラス３管 Ｂ

クラス３管 Ｂ

タービンヒータ
ドレン系

ＤＢ

復水輸送系 ＤＢ

2
5

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



系統名称
施設

　分類
＊1

機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ＊2 許容応力

状態
＊3

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ
＊4

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設を示す。

　　＊2：荷重の種類及び荷重の組合せに用いている記号はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づく。

　　＊3：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

床ドレン系 ＤＢ クラス３管 Ｃ

　　＊4：上位クラス施設の施設分類に応じて，許容応力状態ⅤＡＳに対する評価を実施する。2
6

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　CWT-T-2

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.37  66

ⅤＡＳ 1.37  66

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.37  66

ⅤＡＳ 1.37  66

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.37  66

ⅤＡＳ 1.37  66

  3     7～89A

 3.3　設計条件

   1A～1001,2～3
    4～20

 1002～2

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　CWT-T-2

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震

重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

   1A～1001,2～3

    4～20

  2  1002～2  165.2   7.1 STPG370 Ｂ 200600

  3     7～89A   89.1   5.5 STPG370 Ｂ 200600

Ｂ 200600

設計条件

  1  165.2   7.1 STPG38
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　CWT-T-2

質量 対応する評価点

   1A～1001,1002～3,4～20

    7～89A
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　CWT-T-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

 1001～1002     3,4

  301   302

  304

30

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
1
-
2
-
8
 
R
0
 

70714860
長方形

70714860
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　CWT-T-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

1001～1002 3～301

301～302 302～303

303～304 301～4
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　CWT-T-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

 **  303 **

5

16

20

20

     89A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

32

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
1
-
2
-
8
 
R
0
 

70723352
長方形

70714860
長方形



 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STPG38  66 ― 189 357 ―

STPG370  66 ― 189 357 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき設定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き設定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

CWT-T-2 タービン建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数

(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　CWT-T-2

応答鉛直

震度＊2

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 29 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅡ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊3：設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊4：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度＊3，＊4

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード＊1
固有
周期
（s）

応答水平震度＊2
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　CWT-T-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 29 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＣＷＴ－Ｔ－２

代表的振動モード図 (1次)

3
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70714860
多角形



鳥瞰図 ＣＷＴ－Ｔ－２

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＣＷＴ－Ｔ－２

代表的振動モード図 (3次)

4
0

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 

70714860
多角形



下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス３管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  CWT-T-2   20 170 321 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  CWT-T-2   20 304 378 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  CWT-T-2   20 170 321 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  CWT-T-2   20 304 378 ―
ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

応力評価

4
1

S2 補 Ⅵ-2-11-2-8 R0 



　4.2.2　支持構造物評価結果

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

― メカニカルスナッバ ―

SNO-CW-1200 オイルスナッバ SN-25

RE-TSW-MH0005 ロッドレストレイント RSA60

― スプリングハンガ ―

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-TSW-MH0006 レストレイント Uボルト SCM435 40 ― 120 490 ― ― ― せん断 241 375

AN-TSW-MH0003 アンカ ラグ SM400A 40 390 54 33 9.4 14 47 組合せ 84 161

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重 評価結果

―

― ―

― ―

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

― ― ―

354 375 ―

560 1080 ―

―

4
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス３管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  CSW-T-H1    6 190 360 1.89 －    6 303 470 1.55 ― －

2  TSW-T-1  812 106 360 3.39 －  812 167 490 2.93 ― －

3  TSW-T-2   16 45 360 8.00 －   16 41 490 11.95 ― －

4  TSW-Y-1  609 171 360 2.10 －  609 364 490 1.34 ― －

5  FW-T-4  47N 119 382 3.21 －  47N 128 458 3.57 ― －

6  THD-T-17   12 108 363 3.36 －   12 251 410 1.63 ― －

7  CWT-T-1-2    7 118 252 2.13 －    7 172 280 1.62 ― －

8  CWT-T-2   20 170 321 1.88 ○   20 304 378 1.24 ― ○

9  CW-T-10   1N 171 386 2.25 －   1N 292 464 1.58 ― －

10  FW-T-3  351 184 382 2.07 －  351 242 458 1.89 ― －

11  FP-T-E1  48Z 153 321 2.09 －  48Z 297 378 1.27 ― －

12  RWL-T-1  146 183 366 2.00 －  142 308 462 1.50 ― －

13  DR-T-E1   26 143 310 2.16 －   26 278 346 1.24 ― －

14  DR-T-E2   16 153 310 2.02 －   16 266 346 1.30 ― －

  4.2.3　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

4
3
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス３管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  TSW-T-1  812 106 360 3.39 －  812 167 490 2.93 ― －

2  TSW-T-2   16 45 360 8.00 －   16 41 490 11.95 ― －

3  TSW-Y-1  609 171 360 2.10 －  609 364 490 1.34 ― －

4  FW-T-4  47N 119 382 3.21 －  47N 128 458 3.57 ― －

5  THD-T-17   12 108 363 3.36 －   12 251 410 1.63 ― －

6  CWT-T-1-2    7 118 252 2.13 －    7 172 280 1.62 ― －

7  CWT-T-2   20 170 321 1.88 ○   20 304 378 1.24 ― ○

8  CW-T-10   1N 171 386 2.25 －   1N 292 464 1.58 ― －

9  FW-T-3  351 184 382 2.07 －  351 242 458 1.89 ― －

10  FP-T-E1  48Z 153 321 2.09 －  48Z 297 378 1.27 ― －

11  RWL-T-1  146 183 366 2.00 －  142 308 462 1.50 ― －

12  DR-T-E1   26 143 310 2.16 －   26 278 346 1.24 ― －

13  DR-T-E2   16 153 310 2.02 －   16 266 346 1.30 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

4
4
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，仮設耐震構台が上位クラス施設である２号機原子炉建物，第１ベントフ

ィルタ格納槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に対して，波及的影響を及ぼさない

ことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，上位クラス施設の有する機能が保持されることを確認する

ために，基準地震動Ｓｓを用いた地震応答解析を行い，施設の損傷，転倒及び落下等に

よる影響では，仮設耐震構台の構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を，

構造物間の相対変位による影響では，２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽及

び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽への衝突の有無を確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

仮設耐震構台の位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 仮設耐震構台の設置位置 

  

仮設耐震構台

２号機原子炉建物

第１ベントフィルタ格納槽

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽
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2.2 構造概要 

仮設耐震構台の平面規模は，長辺方向で約 65m，短辺方向で約 8m であり，主桁，桁

受，受桁，水平材，斜材及び支持杭により構成され，上部に覆工板による床面を有す

る鉄骨造構造物であり，十分な支持性能を有する岩盤に設置されている。 

仮設耐震構台の概略平面図を図 2－2 に，仮設耐震構台の概略断面図を図 2－3 に，仮設

耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離一覧を表 2－1 に示す。 

 

 

 

（単位：mm）     

図 2－2 仮設耐震構台の概略平面図 
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（単位：mm）                

（Ａ－Ａ断面） 

 

 

（単位：mm）    

（Ｂ－Ｂ断面） 

 

図 2－3 仮設耐震構台の概略断面図 
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表 2－1 仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離一覧 

 離隔距離（mm） 

仮設耐震構台と２号機原子炉建物 200 

仮設耐震構台と第１ベントフィルタ格納槽 95 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 50 
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2.3 評価方針 

仮設耐震構台の設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評

価においては，基準地震動Ｓｓに対する評価を行う。仮設耐震構台の波及的影響の評

価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

に基づき，地震応答解析による評価において，施設の損傷，転倒及び落下等による影

響では，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，構造部材の健全性評価及び基礎

地盤の支持性能評価を行う。 

構造物間の相対変位による影響では，２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納

槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち，橋軸直交方向で仮設耐震構台との離

隔距離が最小となる低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽を対象とし，相対変位による評

価を行うことで，衝突の有無の確認を行う。 

この相対変位による評価では，仮設耐震構台の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-32

「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書」に基づく最大応答変位を用い

る。 

波及的影響の評価フローを図 2－4 に示す。 
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図 2－4 仮設耐震構台の耐震評価フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面の設定

解析手法の設定

解析モデル及び諸元の設定

地震応答解析
（２次元ＦＥＭ解析）

基準地震動Ｓｓ

荷重及び荷重の組合せの設定

常時応力解析入力地震動の算定

許容限界の設定

構造物間の相対変位評価

評価終了

構造部材の健全性評価

添付書類
Ⅵ-2-2-32「低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の地震応答計算書」

基礎地盤の支持性能評価
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編 平成 24 年 3 月（日本道路協

会） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会 2002 年制定） 

・コンクリ－ト標準示方書［設計編］（土木学会，2017 年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（社団法人 日本電気協会 

電気技術基準調査委員会） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

仮設耐震構台の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造部材の健全性評価では，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限

要素法による地震応答解析結果により求められる評価対象部位の曲げ軸力及びせん断

力が，「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会）」により

設定した許容限界を超えないことを確認する。評価対象部位は，水平材，斜材及び支

持杭とする。なお，主桁，桁受及び受桁は，主桁間がスパン長の短い横構及び対傾構

によりトラス構造となっていること，及び受桁と桁受間がスパン長の短い斜材に支え

る鋼材によりトラス構造となっていることから，評価対象部位と比較し，十分に剛な

構造とみなすことができるため，評価対象部位としない。仮設耐震構台の構造部材を

図 3－1 に示す。 

基礎地盤の支持性能評価では，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有

限要素法による地震応答解析結果により求められる発生する応力（接地圧）が，仮設

耐震構台の設置地盤における許容限界を超えないことを確認する。 

２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽，及び低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽との相対変位による評価では，仮設耐震構台との離隔距離が最小となる低圧原子

炉代替注水ポンプ格納槽を対象とし，構造物の最大応答変位の絶対値和（以下「最大

相対変位」という。）と構造物間の離隔距離の大小関係により，衝突の有無を確認す

る。 
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図 3－1 仮設耐震構台の構造部材 
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3.2 評価対象断面 

仮設耐震構台のうち，波及的影響を及ぼす恐れのある範囲から，評価対象断面を選

定する。仮設耐震構台の評価対象断面位置図を図 3－2 に示す。 

評価対象断面は，施設の損傷，転倒及び落下等の観点から上位クラス施設に隣接し

ており，仮設耐震構台の橋軸直交方向である，南北方向を選定する。また，上位クラ

ス施設との離隔距離が最小となる低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽位置における断面

を選定する。 

仮設耐震構台の評価対象断面図を図 3－3 に示す。 

 

 

図 3－2 仮設耐震構台の評価対象断面位置図 

  

仮設耐震構台

２号機原子炉建物

第１ベントフィルタ格納槽

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

２号機タービン建物



 

12 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11
-2
-1
3 
R0
 

 

 

注：桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭は投影 

図 3－3 評価対象断面図（南北方向（Ａ－Ａ断面）） 
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3.3 解析方法 

地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に示す解析方法及び解析モデル

を踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積分

の時刻歴応答解析を行う。仮設耐震構台周辺の設計地下水位は仮設耐震構台の支持杭下端

より高いが仮設耐震構台周辺に地下水位以深の液状化対象層が存在しないため，解析手法

は全応力解析とする。 

地震応答解析には， 解析コード「ＴＤＡＰ」を使用する。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.3.1 地盤物性 

地震応答解析に用いる埋戻土及び岩盤の物性は，平均物性を用いる。解析ケー

スを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 埋戻土 岩盤 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 
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3.3.2 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，  

 質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減  

衰を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2 

に示す。 

 

[C] ＝α[M]十β[K] 

[C]  :減衰係数マトリックス 

[M]  :質量マトリックス 

[K]  :剛性マトリックス 

α，β:係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

α β 

6.5071×10-1 1.1093×10-3 
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3.3.3 地震応答解析の解析ケースの選定 

耐震評価においては，全ての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケー

ス）を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3－3 に示す。 

 

表 3―3 耐震計価における解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は

反転なしケースを示す。 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ－2－1－9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.4.1 荷重 

仮設耐震構台の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

仮設耐震構台は，近傍に２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽及び低

圧原子炉代替注水ポンプ格納槽が設置されており，地表面より下に設置されてい

ることから，風荷重を考慮しない。 

 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

3.4.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋ＰＳ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐs ：積雪荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.5 許容限界 

仮設耐震構台の２号機原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽及び低圧原子炉代替

注水ポンプ格納槽に対する波及的影響の評価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的

影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づ

き設定する。 

仮設耐震構台の波及的影響の評価における許容限界を表 3－5 に示す。 

表 3－5 仮設耐震構台の波及的影響の評価における許容限界 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

２号機原子炉

建物，第１ベ

ントフィルタ

格納槽及び低

圧原子炉代替

注水ポンプ格

納槽に波及的

影響を及ぼさ

ない

基準 

地震動 

Ｓｓ 

水平材，斜材 

及び支持杭 

発生する応力（曲げ軸

力，せん断力）が許容

限界を超えないことを

確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度 

別途算出＊1 

短期許容せん断 

応力度＊2 

120N/mm2 

基礎地盤 

発生する接地圧が許容

限界を超えないことを

確認 

極限支持力度＊3 

9.8N/mm2 

仮設耐震構台 

及び 

低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽 

構造物間の最大相対変

位が波及的影響を及ぼ

さないための許容限界

を超えないことを確認 

離隔距離 

50mm 

注記＊1：「3.5.1 評価対象部位の曲げ軸力に対する許容限界」に示す。 

＊2：道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会）   

＊3：Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能に係る基本方針」 



 

18 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11
-2
-1
3 
R0
 

3.5.1 評価対象部位の曲げ軸力に対する許容限界 

評価対象部位（水平材，斜材及び支持杭）の曲げ軸力に対する許容限界は，

「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会）」に基づ

き，以下の式にて算出する。 

 

（1）軸方向力が引張の場合 

𝜎𝑡 + 𝜎𝑏𝑡𝑦 + 𝜎𝑏𝑡𝑧 ≤ 𝜎𝑡𝑎  ・・・・・・・（3.1） 

−
𝜎𝑡

𝜎𝑡𝑎
+

𝜎𝑏𝑐𝑦

𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝜎𝑏𝑎𝑜
≤ 1 ・・・・・・・（3.2） 

−𝜎𝑡 + 𝜎𝑏𝑐𝑦 + 𝜎𝑏𝑐𝑧 ≤ 𝜎𝑐𝑎𝑙 ・・・・・・・（3.3） 

 

 

（2）軸方向力が圧縮の場合 

𝜎𝑐

𝜎𝑐𝑎𝑧
+

𝜎𝑏𝑐𝑦

𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦𝛼𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝜎𝑏𝑎𝑜𝛼𝑧
≤ 1 ・・・・・（3.4） 

𝜎𝑐 +
𝜎𝑏𝑐𝑦

𝛼𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝛼𝑧
≤ 𝜎𝑐𝑎𝑙    ・・・・・（3.5） 

 

 𝜎𝑡，𝜎𝑐 ：それぞれ照査する断面に作用する軸方向力による引張及び圧縮 

応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑡𝑦，𝜎𝑏𝑡𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる 

曲げ引張応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑐𝑦，𝜎𝑏𝑐𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる 

曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑡𝑎  ：許容軸方向引張応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑐𝑎𝑧 ：弱軸まわりの許容軸方向圧縮応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦 ：局部座屈を考慮しない強軸まわりの許容曲げ圧縮応力度 

（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑎𝑜 ：局部座屈を考慮しない許容曲げ圧縮応力度の上限値（N/mm2） 

 𝜎𝑐𝑎𝑙 ：局部座屈に対する許容応力度（N/mm2） 
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𝛼𝑦，𝛼𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりの付加曲げモーメントの影響を考 

慮するための係数。ただし，有限変位理論によって断面力を算 

出する場合には 1 とする。 

       𝛼𝑦 = 1 −
𝜎𝑐

0.8𝜎𝑒𝑦
 

       𝛼𝑧 = 1 −
𝜎𝑐

0.8𝜎𝑒𝑧
 

 𝜎𝑒𝑦，𝜎𝑒𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりのオイラー座屈応力度（N/mm2） 

       𝜎𝑒𝑦 = 𝜋2𝐸/(𝑙/𝛾𝑦)2 

       𝜎𝑒𝑧 = 𝜋2𝐸/(𝑙/𝛾𝑧)2 

 𝑙  ：有効座屈長（mm） 

𝛾𝑦，𝛾𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりの断面二次半径（mm） 

 𝐸  ：鋼材のヤング係数（N/mm2） 
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3.5.2 評価対象部位のせん断力に対する許容限界 

評価対象部位（水平材，斜材及び支持杭）のせん断力に対する許容限界は，

「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会）」に基づき

設定する。 

評価対象部位（水平材，斜材及び支持杭）のせん断力に対する許容限界を 

表 3－6 に示す。 

表 3－6 評価対象部位（水平材，斜材及び支持杭）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 120 

3.5.3 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能

に係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－7 に示す。 

表 3－7 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 

3.5.4 構造物間の相対変位に対する許容限界 

構造物間の相対変位に対する許容限界は，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽の離隔距離とする。 

構造物間の相対変位に対する許容限界を表 3－8 に示す。 

表 3－8 構造物間の相対変位に対する許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

構造物間の離隔距離 

（仮設耐震構台と低圧原子炉 

代替注水ポンプ格納槽） 

50 
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3.6 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 3－4 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルを図 3－5～図 3－16 に示す。入力地震動の算定には，解析コ－ド 

「ＳＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。 

 

 

 

 

図 3－4 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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3.7 解析モデル 

3.7.1 解析モデル 

仮設耐震構台の地震応答解析モデルを図 3－17 に示す。 

 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギ－の逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

 

(3) 構造物のモデル化 

評価対象部位（水平材，斜材及び支持杭）は，線形はり要素によりモデル化す

る。上部工（主桁・受桁等）は，剛はり要素によりモデル化し，上部工の重量に

ついては，剛はりの頂部の節点に付加重量として与えることで考慮する。 

 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形

性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

 

(5) 隣接構造物のモデル化 

隣接構造物となる低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，鉄筋コンクリート部材

を非線形はり要素でモデル化する。機器・配管荷重は，解析モデルに付加質量と

して与えることで考慮し，内水位は，EL 11.2m とする。 

２号機原子炉建物は，等価剛性として線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

 

(6) ＭＭＲ及び埋戻コンクリートのモデル化 

ＭＭＲ及び埋戻コンクリートは無筋コンクリートとして線形の平面ひずみ要素

でモデル化する。 

 

(7) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」，「構造物と埋戻コンクリート」，「ＭＭＲと埋戻

コンクリート」及び「地盤とＭＭＲ」の接合面における接触，剥離及びすべりを

考慮するため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3－17 仮設耐震構台の解析モデル（Ａ－Ａ断面） 
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3.7.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－9 に，材料の物性値を表 3－10 に示す。 

 

表 3－9 使用材料 

材料 仕様 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 L250×250×25 SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

 

表 3－10 材料の物性値（評価対象部位） 

材料 項目 材料諸元 

水平材，斜材，支持杭 

単位体積重量(kN/m3) 77 

ヤング係数(N/mm2) 2.0×105 

ポアソン比 0.3 

 

3.7.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定して

いる物性値を用いる。 

 

3.7.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－11 に示す。 

 

表 3－11 設計用地下水位 

施設名称 解析断面 設計用地下水位（EL m） 

仮設耐震構台 Ａ－Ａ断面 15.0＊ 

注記＊：EL 15.0m 以下の掘削部には地下水位を設定しない。 
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4. 評価方法 

仮設耐震構台の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が「3.5 許容

限界」において設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

4.1 施設の損傷，転倒及び落下等による影響評価方法 

4.1.1 構造部材の健全性に対する評価方法 

構造部材の健全性に対する評価においては，評価対象部材（水平材，斜材及び

支持杭）の曲げ軸力照査及びせん断力照査を行う。曲げ軸力照査については，

「3.5.1 評価対象部位の曲げ軸力に対する許容限界」に示す，式（3.1）～式

（3.5）による評価を行い，許容限界以下であることを確認する。せん断力照査に

ついては，「3.5.2 評価対象部位のせん断力に対する許容限界」に示す許容限界

以下であることを確認する。 

 

4.1.2 基礎地盤の支持性能に対する評価方法 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力度

に基づく許容限界以下であることを確認する。 

 

4.2 構造物間の相対変位による影響評価方法 

4.2.1 相対変位による評価方法 

相対変位による評価においては，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽の最大相対変位が許容限界以下であることを確認する。 
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5. 評価結果 

5.1 施設の損傷，転倒及び落下等による影響評価結果 

5.1.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

仮設耐震構台の曲げ軸力に対する照査値を表 5－1 に，せん断力に対する照査値

を表 5－2 に示す。 

仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力及びせん断力が許容限界以下

であることを確認した。 

 

表 5－1 曲げ軸力に対する照査値 

解析 

ケース 
地震動＊ 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 水平材 5 -9 0.32 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 斜材 11 -508 0.41 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 支持杭 333 -1814 0.49 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 

 

表 5－2 せん断力に対する照査値 

解析 

ケース 
地震動＊ 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 水平材 6 120 0.05 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 斜材 1 120 0.01 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 支持杭 28 120 0.24 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 
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5.1.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5－3 に示す。 

仮設耐震構台の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であることを確認

した。 

 

表 5－3 基礎地盤の支持性能評価結果 

解析 

ケース 
地震動＊ 

軸力 

Nmax(kN) 

軸応力度 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1814 3.2 9.8 0.33 

注記＊：発生応力度が最大となる地震動を示す。 
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5.2 構造物間の相対変位による影響評価結果 

5.2.1 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の南

北方向の最大相対変位を表 5－4 に，各構造物の変位抽出位置を図 5－1 示す。 

最大相対変位は，16mm であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

表 5－4 仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の最大相対変位（南北方向） 

解析 

ケース
地震動＊1 

仮設耐震構台 

最大変位(mm)＊2 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

最大変位(mm)＊3 

最大相対 

変位 

（mm） 

離隔距離 

（mm） 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 7 9 16 50 

注記＊1：最大相対変位が最大となる地震動を示す。 

  ＊2：北側（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽側）への最大変位

図 5－1 各構造物の変位抽出位置 

仮設耐震構台の変位抽出位置

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の変位抽出位置

＊3：南側（仮設耐震構台側）への最大変位 




